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特別編
挑戦の先にある革新
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リモデルのＴＯＴＯ

企業体質を変えた
リモデル事業
　現在ＴＯＴＯが柱としているリモデル（“増改築”や“リ
フォーム”から一歩進化させ、お客様の期待以上の新
しい生活スタイルを約束すること）事業は、1999（平
成11）年の本格展開から急進し、その後の業績のV

字回復に大きく貢献した。2008（平成20）年の世界
同時不況で落ち込みが見られたものの、リモデル事業
は堅調に推移している。1993（平成5）年10月の「リ
モデル宣言」からスタートしたこのビジネスモデルを、
その前史から振り返ってみると、そこには歴代の経営
者が取り組んできた企業体質向上（改善）への施策や
努力の積み重ねがあった。そうした先人の想いや狙い
を確認しながら、ＴＯＴＯがリモデルを進化させてきた
これまでの道のりをたどる。

リモデル前史

マーケット志向への転換
増改・取替キャンペーン
　リモデル宣言に先行するものとして明確なのは、
1981（昭和56）年10月に開始した「増改・取替キャン
ペーン」である。これは、基本的には住宅の増改築・取
り替え需要の開拓を目指したもので、ＴＯＴＯが増改
築あるいはリフォームを前面に出した施策としては初
めてのものであった。それだけに、取り組みは手探りの

状態で進めた。
　新聞やテレビなどマスメディアを通じた増改築へ
の関心の喚起はもちろん、大手信販会社と提携した
「ＴＯＴＯリビングローン制度」の設立など、金融面か
らのサポートも用意した。また、現在にまでつながるリ
モデル事業の基本形ともいえる活動を、この時すでに
手掛けていた。その代表的なものが「ＴＯＴＯ増改の
お店」である。これは後の「リモデルクラブ」の先駆けと
なったもので、リモデルクラブ立ち上げに当たってはそ
の母体となり、エントリー店とともに積み重ねた多くの
貴重な経験も引き継いでいった。
　またこの時期には、増改・取替キャンペーンの直接
の活動ではないが、重要な動きがあった。1982（昭
和57）年に行った、ショールームの営業体制見直しで
ある。これまで休日としていた日曜・祝日の営業に踏み
切るとともに、接客に当たるアドバイザーのスキル向上
に努め、コンサルティング機能の強化を図った。こうし

リモデルへの挑戦
──現場の “ 行動 ” がトップの “ 想い ” を実現した

日本は、人類史上例を見ないスピードで少子高齢社会を迎えた。
戦後急速に復興した日本社会は、一転して急速に成熟化へと向かったのである。
当然、住宅設備機器メーカーにも成長モデルからの急旋回が迫られた。
そうした中、ＴＯＴＯは自らを変革し、リモデルの道を進んでいく。
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予算・時間など制限が多く、水まわり設備に注力することが難しい

新築 リモデル

特定の空間にこだわり、予算・時間も使える

増改・取替キャンペーンの
営業ツール
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図1　新築とリモデルの違い（住宅の場合）
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現在のＴＯＴＯの基礎を築いた功績の大きさは計り
知れない。

リモデル事業の本格展開

新設住宅着工戸数からの
脱却
　リモデル事業が大きな節目を迎えるのは、重渕雅敏
が13代目社長に就任した1998（平成10）年度であ
る。この時ＴＯＴＯは、上場以来初の赤字を計上した。
しかも新設住宅着工戸数は、2年続けて20万戸も減
少していた。自らが副社長として推進してきた、新設
住宅着工戸数に左右されないビジネスモデルへの転
換は、待ったなしの状況であった。
　重渕社長が断行した改革は全社にわたるものであ
るが、ここではリモデル事業を中心とした営業・販売の
改革を中心に述べる。まず、1999（平成11）年度の「社
長宣言」にて、社長方針の筆頭として以下を挙げた。
（1）お客様に感動を与える企業
（2）新設住宅着工戸数に左右されない経営体質
　（1）は、個々のお客様に最適の商品、サービスを提
供することでCSを実現していくこと、（2）では、リモデ
ルなど新規市場の開拓の重要性を強調した。これに
より、新設住宅着工におけるシェアは死守しつつ、リ
モデル分野拡大を急ぐ新体制の方向性を明確にした
のである。それがより具体化されたのが、リモデル戦
略を軸とした販売部門の改革プランとなる「コンタクト

た見直しは、当初システムキッチンの販売に当たって
期待されたものであったが、後のリモデル事業の展開
では、強力な戦力として力を発揮していくことになった。
　こうした変化の背景には、ＴＯＴＯ自身の変革への
胎動があった。1972（昭和47）年7月に就任した黒
河隼人8代目社長が、時代の変化に合わせて、自らを
変革していくことの重要性を1976（昭和51）年の年
頭に説いている。「作れば売れる時代は過ぎ去りまし
た。今後は需要家の要望を的確に把握し、全員の創
意と工夫によって良い商品をより安く作ることが必要
です」。1980年代から始まる新商品の展開は、ここに
その源泉がある。
　続く山田勝次9代目社長は、1985（昭和60）年の
TQC（Total Quality Control：全社的品質管理）導
入時に、「これまで当社は、どちらかといえば『物を作
れば売れる』、いわゆるプロダクトアウト式の思考が強
かったことは否定できません。TQC運動の導入は、（中
略）マーケットイン思考へと大きな転換を図る、いわ
ば経営思想の革命を目指したものです」と述べ、全社
的な取り組みの重要性を説いた。加えて山田社長は、
1985（昭和60）年の社内報『陶友』新年特別号にお
いて、取り組むべき課題の1つとして、「市場動向に即
応した販売体制の整備・強化」を打ち出している。
　リモデル事業の先駆けとなった増改・取替キャンペ
ーンは、開発・製造部門から販売部門にまで拡げよう
としていた、マーケット志向の徹底を土壌として開始
されたのである。

新しい生活文化の創造を目指す

リモデル宣言と
C S（顧客満足）への信念
　増改築に対するお客様の要望を、“住んでいるから
こそのニーズであり、生活者の視点・発想から生まれ
る具体的な欲求”と定義し、生活者としてのお客様の
ために新しい生活文化を創造していくことを目指すも
のとして、1993（平成5）年10月に江副茂12代目社
長が「リモデル宣言」を行った。これこそがＴＯＴＯのリ

アウトからマーケットインへ」という、黒河社長以来
ＴＯＴＯの経営陣に脈 と々受け継がれてきた課題への
挑戦であり、それを実現するための意識改革の中心が
「CS（Customer Satisfaction：顧客満足）」であっ
た。リモデル宣言を発表した1993（平成5）年の『陶
友』特別号において、江副社長は4つの重点課題を挙
げている。「売り上げの拡大」「利益の向上」に先立ち、
第1番の課題として挙げたのが「顧客満足の向上」であ
った。ここで強調しているのは、顧客満足を得るため
の全社全部門の活動は、市場競争に打ち勝つ源泉と
なるという認識である。バブル崩壊後、日々厳しさを増
していく経営環境の中で、江副社長はCSの向上こそ
が業績回復への切り札であるととらえていたのである。
　リモデル宣言の中には、“お客様”や“顧客満足”と
いう言葉が繰り返し登場し、「『リモデル活動』を通じ
て、『顧客満足』の実現のために」リモデル事業を積極
的に推進することの意味を述べている。社長就任1年
目から、繰り返し「顧客満足向上」「CS」の重要性を
説いた江副社長の信念はその後も揺るがず、創立80

周年を迎えた1997（平成9）年には、「CS宣言」を発
表した。また、それまであいまいだった顧客の呼称に
ついても、「エンドユーザー、リアルユーザー＝お客様」
「リモデル店、水道工事店、住宅会社、官公庁、量
販店など＝お得意様」「特約店、販売店、協力企業な
ど＝パートナー」と再定義した（図2）。当時、まだ社内
に十分響いてはいなかったが、自らの信念に基づき、
リモデルという新たなビジネスモデルを切り拓いて、

モデル事業のスタートとなる。
　増改築にかかわる新たなビジネスを、あえて「リモデ
ル」という当時まだ聞き慣れない言葉で推進したのは、
単に実需に応える日本型のリフォームとは一線を画し、
日本に新たな生活文化を創造しようという江副社長の
考え方に基づいていた。アメリカでの、生活を変える増
改築を意味する“Re-modeling”から発想を得て、より
お客様に密着し、その声に耳を傾け、新たなニーズに
応えていく事業として“リモデル”を提案したのである。
　同年に新設したリフォーム事業推進部（翌年にリモ
デル事業推進本部へ発展）では、翌1994（平成6）年
の発足に向けて、「リモデルクラブ」の組織づくりを精
力的に進めた。ＴＯＴＯ増改のお店は、ＴＯＴＯにとっ
て最大のお得意様である水道工事店を中心に加盟店
が構成されたが、リモデルクラブでは工務店やリフォ
ーム店、住設店なども対象に大きく拡大した。この加
盟店拡大によってＴＯＴＯのリモデル事業はよりお客
様に密着し、次なるステージに向けてステップアップし
ていくのである。
　江副社長の情熱の根幹にあったのは、「プロダクト

リモデル宣言　写真は江副社長

リモデルクラブ発足の集い

図2　呼称の再定義

エンドユーザー・リアルユーザー ▶ お客様

リモデル店・工務店・水道
工事店・住宅会社・大手
施主・デベロッパー・官公
庁・設計事務所・ゼネコ
ン・サブコン・量販店（家
電・GMS・ホームセンター）

▶ お得意様

特約店・販売店
▶ パートナー
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21計画」であった。ここでは、21世紀に通用するお客
様密着営業の確立を掲げ、ＴＯＴＯのこれまでの営業
スタイルを根底から変えていく、数々の施策を盛り込
んだ。中でも現場を驚かせたのが、「パートナーを対
象とした今までのルート主体の営業を見直し、販売の
実態に合った『お客様密着営業』を進める」という明確
な方針だった。

リモデルの舞台を提供する

突破口となった
ショールーム 1 0 0カ所展開
　1998（平成10）年1月、ＴＯＴＯはお客様とのコン
タクトを強化するために、地域密着型のショールーム
を3年間で全国100カ所に設置することを目指した。
業績が厳しい折に出した大胆な積極策であったが、こ
の決断こそがＴＯＴＯのリモデル事業の成功をもたら
すのであった。
　かつてのショールームは、基本的に、“見せるだけ”

年度末には70カ所、2002（平成14）年度末には80

カ所、2006（平成18）年度末には104カ所と順次拡
大していった。
　ＴＯＴＯのショールームを強力な戦力にしていった
のが、お客様をお迎えするアドバイザーの存在であっ
た。1998（平成10）年に全国100カ所展開が発表さ
れると、アドバイザーの拡充、育成が急務となった。し
かも、ショールームの位置付けがリモデル需要の取り
込み中心になったことで、研修内容はより高度で複雑
になる。実はリモデル宣言以降、最も早急な変化を迫
られたのは、ショールームアドバイザーであった。“見
せるショールーム”から“商談の場”への変化や、図面
や見積書を作成してお客様にお渡しする“形に残る提
案”への対応など、リモデルビジネスの最前線における
変化が真っ先にショールームに押し寄せたのである。
　ＴＯＴＯでは、ショールームコンテストを毎年開催
し、上位に入賞したアドバイザーを年に1度招いて日
頃の労をねぎらう会を催している。また、それとは別に、
アドバイザー個々の表彰制度もある。いずれも、基準
となるのは売り上げなどの数字ではなく、お客様から
いただくCSアンケートの内容である。お客様にどれだ
け喜んでいただけたか、分かりやすい提案ができたか
が評価の指標となっており、お客様の満足を第一とす
る考えは、スタート当初から今も変わっていない。CS

へのこだわりはこんなところにも垣間見える。

リモデル事業をけん引する両輪

他社を引き離した
リモデルクラブの存在
　ショールームの全国展開とともにリモデル事業を推
進したのは、なんといってもリモデルクラブの拡大であ
る。この2つが両輪となって事業を前進させ、それがリ
モデル市場での差別化をもたらし、他社を引き離した
と言っても過言ではない。
　リモデル宣言の翌年に当たる1994（平成6）年度、
約600店でスタートしたリモデルクラブは、1998（平
成10）年度末には早くも倍増して1375店、2002（平

の要素が強かった。方針が大きく転換するきっかけ
は、1997（平成9）年の創立80周年時に開催した「サ
ンクス80いきまショールームキャンペーンＴＯＴＯ生
活創造フェア」だった。そこで初めて、お客様をショー
ルームに誘引し、お得意様にショールームを商談の場
として活用していただく取り組みが試みられた。これが
後に、お得意様やパートナー主催のショールームイベ
ントとして拡大していく。こうしたショールームの役割
の変化は、以降さらに加速することとなる。
　また、“見せる”ことが主な目的だった以前のショー
ルームは、県庁所在地など地方でも比較的大きな都
市の駅前ビルに入ることが多かった。しかし、リモデル
クラブ店がお客様を案内し、最終的には商談まで行
うという新たな役割を考えると、車で来店できる郊外
型の方が実用的であると考えた。そこで、世帯数や持
ち家数、ストック需要を割り出して、全国各地域に商
圏を設定し、全国にマッピングしていく作業を進めた。
こうした基礎データを基に、1997（平成9）年度に全
国に42カ所だったショールームは、2000（平成12）

成14）年4月には3000店と躍進し、2005（平成17）
年3月にはついに5000店を突破する。この伸びは、前
述したショールームの全国拡大とほぼ平行線を描く。
つまり、両者の間には明確な相関関係があるのだが、
それは結果ではなく、そのような効果が生まれる施策
が採られたためである。
　新たなショールームを設置し、その地域でリモデル
クラブ店を増やしていく。リモデルクラブ店の増加によ

駅前型のショールーム（1987年ごろ）

郊外型のショールーム

リモデルクラブ店のショールーム

リモデルクラブのロゴマーク　発足当時（左）と現在（右）

ショールーム展開を伝える新聞記事（「流通サービス新聞」1999年6月18日） 各種販促ツール
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って、ショールームの活用は活発になる。こうして実績
を挙げるリモデルクラブ店が増えると、加盟店はさら
に増えていく。またそれに応じてショールームアドバイ
ザーの教育や増員を進め、リモデルクラブ店とショー
ルームが一体となって地域のお客様にリモデルの提案

す施策であった。
　従来のルート営業では、セールスの時間の多くが客
先に行くことよりも、見積もりや伝票処理などデスクワ
ークに費やされていた。そこで、これらの業務をセール
スから「営業センター」という新組織に移し、セールス
が社内にいる必要がない状態にした。こうなれば、営
業部隊は社外に出ていくしかなく、こうして、営業の最
先端から行動パターンが変わっていった（図3）。
　もちろんこれも、一筋縄で動くものではなかったが、
2001（平成13）年度に営業センターの第1号が北関
東支社に誕生したことが転機となった。この成功によ
って、2004（平成16）年度より全支社に営業センタ
ーを設置し、エリア営業制を一斉展開した。当時、リ
モデル企画部長・コンタクト営業推進室長として現場
の指揮を執っていた張本邦雄（後の15代目社長）は、
後にこう語っている。
「ＴＯＴＯの営業には改革が求められていました。その
ための1つの方法として、トップダウンがあります。しか
し、トップがどんなに強い力で落としても、一人ひとり
の営業に届くまでには、とても大きな時間がかかりま
す。販売革新は、最前線にいる若い社員の行動パタ
ーンを変えることから始めました。実際に人が動きだ
すと、やがてそれが特別なことではなくなっていきます。
つまり、組織の文化が変わるのです。気付かないうち
に、いつの間にか変わっていくボトムアップ型意識改
革は、組織に強く根付きました」
　評価の指標も大きく変えた。セールスの場合は売り
上げだけではなく、お客様との接点であるお得意様に
どれだけアプローチできたか、どれだけリモデル提案
活動ができたかといった活動の質も指標とした。当初
は戸惑いも見られたが、リモデル事業が浸透するにつ
れ、しだいに多くのパートナーやお得意様からの支持
を得ていくのである。

想定外の財産

リモデルクラブ店会の誕生

　前述したショールームとリモデルクラブ店との相乗

を行っていく。これが、ショールームとリモデルクラブ
店の基本的なビジネスモデルとなっていく。

リモデル事業の浸透

ＴＯＴＯの営業を
根底から変えた販売革新
　1981（昭和56）年の増改・取替キャンペーン以来、
リモデル宣言やそれに続くリモデルクラブの立ち上げ
など、施策としてはリモデル事業の活性化に向けて
着 と々手を打ってきた。しかし営業の現場では、必ず
しも施策に沿った変化が進んではいなかった。
　それは、セールスの立場からすれば必然ともいえた。
セールスにとっては売り上げを伸ばすことが至上命題で
あり、その売り上げは、これまでパートナーとの間で作
ってきたからである。ＴＯＴＯのセールスがパートナーへ
の営業活動を中心に考えるのは当然のことだった。
　しかし、リモデル事業を掛け声倒れにせず豊かな実
りあるものとするために、「販売革新」と呼ばれる思い
切った改革を断行した。具体的には、それまでセール
スが行っていた仕事を“取り上げ”、広範なエリアをカ
バーするパートナーを対象とした営業（ルート営業）で
はなく、地域に密着してお客様と直接接するお得意様
を対象にした営業（エリア営業）へとセールスを送り出

効果は、ＴＯＴＯがまったく想定していなかった新た
な“財産”を生み出す。それが「リモデルクラブ店会」で
ある。
　始まりは、横浜ショールームを活用していたリモデ
ルクラブ店が自発的に集まって1996（平成8）年に発
足した「神奈川店会」であった。活動内容は、意見や
情報の交換、共同で開催するショールームイベントな
どを中心としたもの。2003（平成15）年2月、この活
動がＴＯＴＯの経営トップに伝わったことで、全国展
開を推進することが決定する。これにより、第1号であ
る神奈川店会をモデルとして、急速に全国に拡大して
いった。
　2007（平成19）年からは、全国のリモデルクラブ
店会が交流する「全国店会交流会」を年1回開催して
いる。この交流会では、地域ごとに選ばれた店会から
取り組み事例の発表が行われ、発表後に参加者との
間で熱心な質疑応答が繰り広げられる。参加した各

図3　販売革新による営業スタイルの変化
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店、各企業からやってきた人たちの中にはじっと聞き
入ったり、メモをとる姿も見られる。
　リモデルクラブ店会はリモデルクラブ店同士の自主
的な活動であり、ＴＯＴＯはあくまでも活動のお手伝
いをしているにすぎない。しかし、そうであるからこそリ
モデルクラブ店会には価値がある。ショールームをコ
ミュニティスペースとし、個々のお店が自助努力による
自主的な発展を目指しているからだ。そこには自ずと
創意工夫による、新たな発展の芽が生まれてくる。

さらなる高みへの挑戦

T D Yアライアンスの発進

　ＴＯＴＯは水まわりを中心にリモデル事業を展開し
ている。しかし、現実のリモデルの現場では、トイレ
といっても空間全体で考えると水まわり商品だけでな
く、床や壁、天井もあれば、ドアや窓も存在する。これ
らに対応するため、ＴＯＴＯが他社との協働の可能性
を模索し始めたのは、1999（平成11）年のリモデル
の本格的な取り組みからまもない時期であった。その
結果、まず大建工業株式会社との包括的業務提携を
2000（平成12）年5月に結んだ。その成果を受けさら
に発展させた形で2002（平成14）年2月、ＴＯＴＯと
大建工業株式会社、YKKアーキテクチュラルプロダク
ツ株式会社（現 YKK AP株式会社）の3社による「TDY
アライアンス」をスタートした。3社がリモデル分野で
協働することにより、互いの足らざる部分を補うと同
時に、商品企画や開発・販売、コミュニケーション活
動で相乗効果を高め、より質の高いリモデル事業の
展開が可能となった。
　3社に共通していたのは、それぞれの分野で技術・
ブランド・信頼において第一人者であること。2002
（平成14）年7月の3社トップによる記者懇談会では、
住宅市場に対する危機感とともに、アライアンスで提
供できる質の高い空間提案に対する自信とプライドが
表明された。そして、3社はそれを現実のものとしてい
くのである。
　環境問題への対応や、長期使用可能な質の高い

家づくりへの取り組みもその1つといえる。2008（平
成20）年から3社で提唱している「グリーンリモデル」
は、長もち住宅・CO2削減・健康配慮の実現を目指し
たものである。当時、各地で開催された「TDYリモデ
ルスタイルフェア（現 グリーンリモデルフェア）」では、
リモデル前とリモデル後の実物大モデルを展示して話
題を呼んだ。
　加えて、TDYアライアンスをお客様にとってより身
近なものにしているのが、コラボレーションショールー
ムである。これは、水まわり設備・建材・窓・エクステ
リアが一体となった空間を体感できるショールームと
して、来館者数を伸ばしている。2004（平成16）年2
月オープンの広島ショールームを第1号として、東京、
名古屋、大阪、福岡など全国12カ所で展開している
（図4）。
　TDYアライアンスは、お客様、お得意様視点で、ま
たその時代に合わせて常に最適なコラボレーションの

形へと進化し続けている。その道の第一人者である3
社が集い、“餅は餅屋”の精神で、各社の専門性と3社
での相乗効果を十分に発揮し、お客様へ期待以上の
満足を提供し続ける。まさにこれがTDYアライアンス
の真髄である。

お客様の期待以上の満足を

新たな価値観を追求した
リモデル新宣言
　マーケティング本部長や専務取締役販売推進グ 
ループ長として、リモデル事業に深くかかわってきた
木瀬照雄が14代目社長に就任したのは2003（平成
15）年6月であった。木瀬社長は就任と同月に、リモデ
ル宣言からちょうど10年を契機として「リモデル新宣
言」を行った。その狙いは、リモデル事業を次の段階
にステップアップさせることにより、新たな市場を創造
することであった。広島ショールーム

3社トップによる調印式　
左から、ＴＯＴＯ重渕社長（当時）、YKKアーキテクチュラルプロダクツ株式会
社 𠮷田社長（当時）、大建工業株式会社 六車社長（当時）

図4　全国のコラボレーションショールーム
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＊ＴＯＴＯのショールームは全国に100カ所あり、そのうち12カ所がコラボレーションショールーム（2018年3月現在）

　1993（平成5）年のリモデル宣言においても、当時
の江副社長が提唱したのは、通常の修理・取り替え
需要とは一線を画した、生活者目線のリモデルであっ
た。しかし、「『困った』を『よかった』に変える」をキャッ
チコピーにしたリモデル宣言当時の市場は、顕在需要
対応型が大半を占めているのが実情だった。リモデル
市場のさらなる活性化のためには、修理・取り替えへ
の対応にとどまらず、“こうするとより快適になりますよ”
という提案によって、新たな需要を喚起しようとする発
想が必要であった。
　リモデル新宣言でＴＯＴＯが目指したのは、“お客様
の期待以上の満足を提供する”ことであった。木瀬社
長は、自らの長い営業経験の中で、“感動レベルの満
足”を得た人がその体験を周囲の人に伝えていくところ
を、幾度となく見てきた。
　人間のライフステージは、年齢とともに変わってい
く。高齢となり、孫ができた人には、孫と一緒に入浴
できる風呂があれば、世代間のふれあいをより豊かな
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ものにできるなど、新たな暮らし方を提案することがで
きる。こうした“モノ需要”から“コト需要”への転換を図
ったのが、リモデル新宣言であった。このようにリモデ
ルは、進化を繰り返していった。

ＴＯＴＯの活性化を目指す

全社一丸リモデル創出活動

　2009（平成21）年4月、販売革新をはじめとする
困難な課題に現場のトップとして取り組んできた張本
邦雄が15代目社長に就任した。しかし、その船出は
厳しいものとなった。前年の9月、リーマンショックに
端を発する世界金融危機が日本経済を直撃したの
だ。その影響は深刻で、この年の新設住宅着工戸数
は79万戸にまで急減した。この当時、すでにＴＯＴＯ
においては、リモデルが新築の売上を上回ってはいた
が、2008（平成20）年度の連結決算は9年ぶりの赤
字となった。この危機の中、張本社長は2009（平成
21）年、非営業部門を含む全社員を巻き込んだ「全

社一丸リモデル創出活動」という前例の無い活動を推
し進めた。
　キーワードは、「知る」「伝える」「つなぐ」。リモデル
の需要は常に存在しているものの、それをつかむこと
は難しい。ＴＯＴＯ社員とそれにつながる人々ができる
限り情報に敏感になり、ＴＯＴＯのリモデルを知っても
らう機会を増やそう、そのために積極的に動こうという
趣旨である。中でも社内を驚かせたのは、工場で働く
人々が取り組む「工場リモデルフェア」の開催だった。
日頃は製造ラインに就き、製品や機械を相手に仕事
をしてきた社員が、工場の敷地内に設けた会場で、お
客様への商品説明に取り組んだ。この活動の目的は、
需要喚起や売り上げアップではなく、非営業部門の人
たちとお客様との接点をつくることだった。そのため、
会場では販売スペースだけでなく、 ＴＯＴＯを知っても
らうミニ博物館を設営したり、熱気球を浮かべるなど、
お客様参加型のイベントも行った。
　結果はさまざまな形で表れたが、明らかだったの
は、製造現場のモチベーションアップだった。製造部
門の社員が会場で耳にしたのは、お客様から寄せられ
るＴＯＴＯ商品への信頼の言葉。多くの社員にとって、
それは初めての体験であり、製品を送り出す者として
のプライドを再認識した。また、応援に駆けつけた営
業部門の社員など、日頃接点の無い人 と々の出会いも
あった。お客様に自信を持って接する彼らの姿は新た
な刺激となり、自らの仕事を見直す機会にもなってい
った。当初、2年間の期間限定としていたこの活動は、
社員の希望により継続され、現在も続く恒例のイベン

トとなっている。
　ＴＯＴＯのリモデルへの挑戦は、CSマインドの向上
など、ＴＯＴＯ自身の意識改革、体質改善の歴史でも
ある。全社一丸リモデル創出活動によって、今やそれ
は営業部門にとどまらず、まさに全社的な意識改革へ
と拡大、発展を果たしたのである。

ボトムアップの力

現場の行動が実現した
トップの想い
　冒頭に述べたように、リモデル事業は、1993（平成
5）年10月のリモデル宣言からスタートした。1981（昭
和56）年10月に開始した増改・取替キャンペーンにま
でさかのぼった場合、1999（平成11）年の本格展開ま
で、18年もの歳月を要したことになる。その間、何代も
の経営者が挑戦しても打開できなかった状況を、1999

（平成11）年に動かしたものは一体何だったのか。

　経営者の想いが組織の末端にまで浸透し、動きだ
したとすれば、それはトップダウンである。多くの場合、
企業のプロジェクトはそのように推進される。もちろん
ＴＯＴＯでも同様である。しかしそれだけでは、リモデ
ル事業は動かなかった。
　ここに突破口を開いたのは、張本社長が指摘した通
り、組織の末端から動かしていくボトムアップの力であ
った。経営者の“想い”に対して、現場が“行動”で応え
た時、中間層を含めた組織全体が動きだした。それが、
1999（平成11）年からのリモデル事業の躍進につな
がったのではなかったか。
　3年後の2002（平成14）年度には早くも新築とリモ
デルの売上比率は逆転し、この年から5年連続の増収
を達成。2017（平成29）年度時点では、日本国内の
売上の68％をリモデルが占めるまでに、成長している。
歴代の社長が挑み続けてきた、新設住宅着工戸数に
左右されない企業体質への転換は、ここに完全に達
成されたのである。

工場リモデルフェア

図5　リモデル事業の進展
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リモデル新宣言　写真中央が木瀬社長
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海外事業はＴＯＴＯ創立の原点

アジアへ活発に進出した戦前

　1917（大正6）年1月、小倉工場（福岡県）の定礎
式に当たり、創立者である大倉和親は自ら「定礎の
辞」を起草し、決意を示している。その末尾には、「誠
実に事を臨むことを誓い欧州の製品を凌駕し、世界
の需要に応えてますます貿易を盛んにすることを決
意する」ことがうたわれた。つまり、海外市場への進
出は、水まわり商品の普及による社会貢献と並ぶ、
ＴＯＴＯ創立の原点なのである。
　中でも、創立時から手掛けていた磁食器部門は、
主にアメリカ、イギリス向けのコーヒー碗皿などを中
心に生産。当時の九州の新聞は、“九州産の陶磁器
が初めてスエズ運河を通った”と大きく報じた。
　1922（大正11）年からは直輸出となり、陶食器皿
を中心に東南アジア、インド市場に進出。1926（大
正15）年には、現在のインドネシア・ジャワ島に直営
代理店「日東洋行」を設立して、一時は月間2万ダー
スを販売するほどであった。
　一方、衛生陶器についても、創立時から現在の中
国・遼東半島地域に販売店を確保するなど積極的
な展開を図ったが、海外メーカーの壁は厚く、厳し
い状態が続いた。その間、日本国内の需要の進展に
応えながら、衛生陶器メーカーとしての力を蓄えた
ＴＯＴＯは、昭和初期における日本の大陸進出に便
乗する形で、自らも大きく海外事業を拡大させた。特
に中国、インドへの輸出は1934（昭和9）年以降急

進し、商品別売上高でも、磁食器や陶食器を抑え、
完全にＴＯＴＯの主力商品となっていった。
　しかし、第2次世界大戦の戦火が激しくなると、燃
料をはじめとする物資の窮乏や労働力の不足により、
生産は停滞していった。そして、1945（昭和20）年8

月に終戦を迎えると、戦後復興や高度成長期におけ
る日本国内需要への対応などにより、力を注ぐ市場
が日本国内に偏らざるを得ない状況が続いた。
　1970年代後半に入り、経済の国際化が鮮明になる
中、ＴＯＴＯにおいても海外進出の機運が高まってい
った。近代的設備を整え、品質・技術とも世界の中で
高い水準にあったＴＯＴＯが果たすべき責務は、国際
協調の立場からも、国際化を推進することであった。

新局面を迎えた海外事業

インドネシア事業への挑戦

　新たな海外進出の原点となったのは、1977（昭和
52）年に着手したインドネシア事業であった。それに
先立ち、拠点探しの調査を始めたのは1975（昭和
50）年で、東南アジアを中心に行った。この時の調査
では、生産技術についても大きな発見があった。それ
は、海外では小さなトンネル窯で多品種生産に対応
する必要があるということだった。そのためにＴＯＴＯ
は独自に小型プラントを開発し、特許を取得した。
　インドネシアについては、世界最大のイスラム人口

海外市場開拓の歴史
──先人の想いを胸にグローバル企業を目指す

東洋陶器株式会社の社名で出発したＴＯＴＯは、日本市場にとどまらず
アジアをはじめとする海外市場開拓の決意をもって創立した。
以来100年という時間を経て、
今やそれぞれの国・地域に根差したグローバル企業への道を歩んでいる。
ここにたどりつくまでの歴史には、数々の困難と多くのドラマが刻まれてきた。

2 インドに輸出したケーキ皿（1931年ごろ）

定礎の辞

6 5 0
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（昭和59）年11月の「海外事業本部」設置からであ
る。翌1985（昭和60）年、ＴＯＴＯは、最重要市場
の1つと位置付けていた中国に営業拠点を置く。これ
は、当時すでに進出していた日本商社の協力によるも
のであった。商社との連携は、1979（昭和54）年の
迎賓館改装時に衛生陶器を受注したことにさかのぼ
る。それ以降も、北京を中心に進められた超高級ホ
テルの建設では、商社を通しての輸出対応ではあっ
たが、ＴＯＴＯの水まわり商品が多く採用された。
　こうした実績を背景に、中国国内では“ＴＯＴＯ”の
ブランドイメージが形成されていく。それは最高級品
としての位置付けであった。そうした中、中国から日
本の衛生陶器業界に引き合いが来る。それは、中国
での住宅設備産業育成のために海外の事業者と技
術提携をしたいというもので、日本国内では条件をめ
ぐって複数社が競合した。結果的にＴＯＴＯがその
権利を獲得し、1987（昭和62）年11月に国営の北
京市陶

とう

瓷
じ

廠
しょう

との間で技術移転契約を締結した。ま
た、これによりＴＯＴＯの衛生陶器製造プラントの輸
出も決定した。
　中国での活発な動きと並行して進められたのが、
アジア各地における合弁企業の設立であった。1986

（昭和61）年には、タイの衛生陶器メーカー、サイア
ム・サニタリー・ウェア社に資本参加し、翌1987（昭
和62）年には同じくバンコクにおいて「THE SIAM 

SANITARY FITTINGS CO., LTD.」、韓国では「鶏

を抱えることや政情不安など未知数の要素も多かっ
た。しかし、ホテルやオフィスビルに戦後賠償などで
ＴＯＴＯの製品が納入されてすでにブランド力があ
ったこと、また競合する欧米企業が存在しないなど
の点を評価して、1977（昭和52）年に進出が決定
した。同年7月には、輸入代理店であった現地資本
との合弁企業「P.T.SURYA ＴＯＴＯ INDONESIA 

Tbk.」の設立が合意され、工場の建設業者、資材調
達のための現地調査も進めた。
　インドネシア出向の第1陣の8人が現地に向けて旅
立ったのは、翌1978（昭和53）年1月のこと。一行
が到着してみると治安の悪さは事前の情報を上回る
もので、事業の先行きが危ぶまれた。しかし、合弁パ
ートナーによる誠心誠意の支援、出向者による懸命
の技術指導、無料朝食制度など現地の事情に即し
た施策に加え、対話集会や社員旅行などコミュニケ

手に押し付けてはならない。相手の国の風俗習慣を
理解し“異なること”が必ずしも“悪いこと”ではないこ
とを見いだす努力をしなければならない」という趣旨
のメッセージが記されていた。出向メンバーは、宣教
師の布教の心構えであるというこの言葉を、忠実に
実践していくのである。
　インドネシアでの事業は、まさにゼロからの出発だ
った。電力はディーゼル発電、水の確保は井戸掘り
から、通信に至っては無線のモールス信号という状
態であった。しかし、その中で皆が力を合わせ、1つ
ひとつの小さな成功を共に喜び、共に感動し合うこと
で、風俗・習慣・宗教の違いを乗り越えて、国は違え
ど同じ人として“心の一体感”を形成できることを証明
したのである。

アジア進出を加速させた 1 9 8 0 年代

海外事業本部スタート

　インドネシアでの成功を受けて、1980（昭和55）
年9月には韓国のロイヤル金属社の資本参加を得た
「ロイヤル東陶金属株式会社」を設立した。さらに
1982（昭和57）年3月と翌1983（昭和58）年3月に
は同じく韓国の鶏林産業社と技術援助の契約を締結
するなど、アジアを中心に海外活動を展開していった。
　しかし、これらはいずれも前史というべきものであ
った。ＴＯＴＯの海外進出が本格化するのは、1984

ーション機会を確保する継続的な努力を行った。そ
れらが功を奏し、計画に対して工場稼働を1カ月前倒
し、社員教育をはじめとするQCD（Quality、Cost、
Delivery：品質、費用、納期の面から達成度をはか
る評価基準）達成を3カ月前倒し、そして3年後を予
定していた黒字化を2年前倒しでそれぞれ達成すると
いう、これ以上は望めない好スタートを切り、その後
の発展の礎を築いた。
　しかし、そうした数字以上に貴重だったのは、イン
ドネシア事業を通して得た経験だった。それは、グロ
ーバル展開において今も引き継がれている、価値観
をはじめとしたさまざまな違いを越えて互いに相手を
理解し合おうとする姿勢の重要性である。そのベース
になったのは、赴任に際して黒河隼人8代目社長が
出向者に贈ったメモであった。「異文化の地で仕事を
するには、自国の文化だけが正しいと信じ、それを相

成形工場流し込み開始インドネシアへの第1陣出向者と工場建設チーム

P.T.SURYA ＴＯＴＯ INDONESIA Tbk.の工場 北京市陶瓷廠との技術移転契約調印式 台湾東陶股份有限公司を設立
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林東陶株式会社」、また台湾では「台湾東陶股份有
限公司」を設立していった。

日本で培った技術を活かす

節水技術を武器に  
アメリカ市場進出
　このようにアジア地域において活発な進出が展開
される中、太平洋の反対側でも新たな可能性が模索
されていた。西海岸を舞台とした、アメリカ市場進出
の動きである。
　アメリカにおいては、日本商社や現地代理店を通
じて一部の商品を販売してきたが、成果が得られず、
海外事業としての本格展開には至っていなかった。そ

6 L 便器の成功から見えてきたもの

密結形便器での  
ブランド確立の壁
　CW703は、その後も西海岸の各地域のみならず、
東海岸のマサチューセッツ州や南部のテキサス州など
渇水や水不足に苦しむ地域での販売を伸ばしていっ
た。さらに一般住宅だけでなく、ホテルや中級グレード
向けの大形サイズ（エロンゲートサイズ）としてCW704

を開発し、西海岸を中心に大いに歓迎された。
　訪れた機会を逃さず、活かしていったＴＯＴＯは、
ついにアメリカでの現地生産、現地販売を決意する。
1991（平成3）年9月、エルジャー社というメーカー
からジョージア州アトランタ市のレイクウッドにあっ
た衛生陶器工場を買い取り、「ＴＯＴＯ Industries 

(Atlanta), Inc.（現 ＴＯＴＯ U.S.A., INC. Lakewood 

Plant）」を設立した。ここから「6Lで流れる便器」
CW703とCW704が全米に送り出されていった。
　1992（平成4）年に可決され、1994（平成6）年か
ら施行された「Energy Policy Act（EPACT：エネル
ギー政策法）」も追い風となった。EPACTは自然エネ
ルギーから原子力までエネルギー全般について国の
政策を定めたもので、トイレの洗浄水量については環
境対策の観点から6Lという規制が設けられたのであ
る。当時、ＴＯＴＯ以外のほとんどのメーカーは、この
規制に対応した製品を供給できなかった。“できる”と

うした中、1987（昭和62）年にチャンスとなる引き合
いがあった。それは、「カリフォルニア州ロサンゼルス
郡のサンタモニカ市が、人口急増と渇水で困ってお
り、トイレの節水をしたい。ＴＯＴＯで何か提案がで
きないか」というものであった。
　アメリカ進出の機会をうかがっていた海外事業本
部は、これに素早く反応。衛陶事業部に対してアメ
リカ向け6L便器の開発が急務であることを伝えた。
1988（昭和63）年には、早くもインドネシアで生産し
た「6L便器（CW703）」をアメリカ市場に投入した。
　サンタモニカ市は、CW703を高く評価した。そ
の理由は、CW703の性能が既存の9L便器さえ
も上回るものだったからである。即座に同市の集
合住宅など、新築物件への採用が決定された。さ
らにカリフォルニア州の郡や市が節水を進める
ために設定した、既設の便器の取り替えを促進
するリベートプログラム（6L便器に取り替える場
合、100ドルを補

ほ

塡
てん

する施策）も後押しとなった。
ＴＯＴＯはこのプログラムの認定メーカーとなり、
CW703の受注が大きく伸びていった。
　6L便器が順調に売り上げを伸ばす状況を受け、
アメリカにおける販路拡大、商品の許認可業務、ア
フターサービスの支援などを目的として、「ＴＯＴＯ 

Kiki U.S.A. Inc.（現 ＴＯＴＯ U.S.A., INC.）」を1989

（平成元）年11月カリフォルニア州オレンジ郡に設
立した。ＴＯＴＯは、ついにアメリカ市場に足掛かり
を築いたのである。

称する製品も、多くは1回の洗浄では完全に流せず、
2回、3回と流さねばならないのが実情であった。
　ＴＯＴＯは節水技術の高さによって、アメリカ市場
での初期の成功を収めた。ただ、いくら洗浄能力の
高さが認められても、CW703、704のような密結形
（便器の真上にタンクを載せたもの）の便器だけを
扱っていたのでは、アメリカでは高級ブランドとしては
認知されないことが分かってきた。高級品メーカーと
してのブランディングを目指すＴＯＴＯにとって、これ
は絶対に乗り越えなければならない壁であった。

技術とマーケティングの勝利

ワンピース便器で  
高級ブランドとして認知
　こうした中で浮上してきたのが、便器とタンクを一
体としてデザインしたワンピース便器であった。ワンピ
ース便器は、その優美な形状から、特にアメリカでは
便器の最上位機種に位置付けられていたのである。
　しかし、節水能力をアピールしてきたＴＯＴＯにとっ
て、この話はそれほど簡単ではなかった。CW703、
704のような密結形は、高い位置から水を流すこと
で重力を加えることができるが、ワンピース形はそれ
ができない。そのため、タンクの水量は必然的に多く
なる。当時アメリカでは、6Lで流せるワンピース便器
は原理的に不可能であると考えられていた。

6L便器 CW703とCW704 ＴＯＴＯ Industries (Atlanta), Inc. ＴＯＴＯ Industries (Atlanta), Inc. 窯の火入れ式

ＴＯＴＯ Kiki U.S.A. Inc.のスタッフ（1998年ごろ）台湾東陶股份有限公司  苗栗工場（2018年）



6 5 76 5 6 ❷  海外市場開拓の歴史

　しかし、ＴＯＴＯはこの難題に挑戦し、開発に成
功。1997（平成9）年、6Lの洗浄水で流せるワンピ
ース便器をアメリカ市場に投入したことに続き、洗浄
能力をアピールするサブブランドとして、「G-MAX」を
積極的に売り込んでいった。
　さらにアメリカ市場で勝負するために、この6Lワン
ピース便器を生産する第二工場を、アトランタのモロ
ー地区に新設した。レイクウッドの第一工場は、設
備的に6Lワンピース便器の安定的な生産に適してい
なかったからである。
　工場用地に選ばれたのは工場跡地だったため、既
設の建屋も活用したが、調製棟や付属棟など、新た
な建屋を建設した。特に調製棟は新システムの設備
を導入したため、ほかの工場にはない建屋となった。
アメリカでは、陶器の原料が粉砕された状態で供給
されるためである。また、当時のアトランタはオリンピ
ックに向けた準備の真っ最中であり、労働力、物資
の確保に苦労することとなった。
　さらに、アメリカでは単位がミリではなくインチな
ので、日本から持っていった図面はすべて現地の設
計事務所で書き換えた。加えて、鋼材など部材の規
格が違うことによる図面の書き換えや構造計算のし
直しが発生するなど、文化の違いにも悩まされた。そ
の上、多民族国家のアメリカでは、コミュニケーショ
ンにも日本とは違う文化が存在し、現場の職人が日
本から来たＴＯＴＯ側の言葉に耳を貸さないこともあ
った。こうしたさまざまなトラブルを乗り越えながら、
1996（平成8）年7月、オリンピックの開会式で沸き

洗浄比較ができる展示台を設置した。また、ＴＯＴＯ
の主力商品を展示した5台のキャンピングカーで全
米を回った。後に集計すると、ＴＯＴＯの営業マンは
発売から4年で100万回以上、実演のために洗浄レ
バーを回していた。
　こうした地道な活動の継続により、ＴＯＴＯの商
品に対する評価と信頼はしだいに揺るぎないものと
なっていった。それが目に見える形で世に出たのが、
2002（平成14）年に公表されたNAHB（National 

Association of Home Builders：全米住宅建設
業者協会）リサーチセンターによる大便器の洗浄性
能調査であった。この調査において、上位3位までを
ＴＯＴＯ製品が独占したのである。この調査結果は大
きく報道され、ＴＯＴＯがアメリカ市場において、高
級衛生陶器メーカーとしての存在感を示す一助とな
った。10年以上の年月をかけて高めたブランド価値
を、今後はどこまで他商品へ拡げることができるか。
すでに温水洗浄便座をはじめ、バス、水栓金具など
への波及が始まっている。

立つ中、モロー工場は竣工式を行った。
　生産体制の整備に合わせ、この6Lワンピース便器
を全米で販売展開していった。西海岸のロサンゼル
スに加え、東海岸のニューヨークにも販売拠点を置
き、2人の営業担当副社長が東西に分かれて、互い
に競い合いながら、ＴＯＴＯブランドを広めた。
　美しいデザインと高い節水性能を知ってもらうため
には、お客様に体感してもらうことが一番。各地のキ
ッチン＆バスショップ（販売ショールーム）に他社との

心に壁をつくらず

北京でのプラント建設

　アメリカでの挑戦は、お客様もサプライヤーも商品
もすでに成熟した市場に新たに参入する困難との戦
いであった。その一方で、中国への進出は開拓者の
ような挑戦となった。1980年代後半の中国は、改
革開放政策（経済立て直しのための国内改革および
対外開放政策）がまだその緒に就いたばかりであり、
中国政府は国外の近代技術を導入して急ピッチで経
済成長を成し遂げようとしていた。北京へのプラント
輸出が決まり、打ち合わせの機会を持つようになった
のは1987（昭和62）年ごろからである。ところが、当
初から両者の議論はかみ合わなかった。ＴＯＴＯは、
工場の設計図面を提示したのだが、中国は独自の規
格を持っており、それに基づいて対応しようとしてい
たのである。
　そもそも社会体制の違う国で、共同プロジェクトを
進めることは簡単ではない。中国サイドの人たちもリ
スクは冒したくないので、ＴＯＴＯの意向を簡単には
聞いてくれない。重要プロジェクトとしてスタートした
事業ではあったが、事前打ち合わせの段階において
早くも決裂の瀬戸際にまで至った。
　ＴＯＴＯサイドからは、「このプロジェクトは皆さん
の国の工場を造るものだが、私たちは自分たちの工
場を造るつもりで最高の工場を造るから、ぜひ信用し
てほしい」と繰り返し説得した。言葉の壁に苦労しつ
つも侃

かんかん

々諤
がくがく

々の議論を繰り返していると、しだいにお
互いの気持ちは通じ合うようになっていった。
　こうして徐々にプロジェクトは進み始めたが、1989

（平成元）年6月に天安門事件が起こると、中国に
進出していた多くの外国企業が撤退を迫られた。
ＴＯＴＯも例外ではなかったが、担当者は最後まで残
り、事件の終息後には最初に戻った。プロジェクトの
危機にこうした対処をしたことが、信頼のきずなを深
めることにつながった。
　こうして1990（平成2）年6月にプラントは着工の
運びとなり、さらに翌1991（平成3）年12月に竣工しモロー工場

キャンピングカー内部での展示風景

主力商品を展示し、全米を回ったキャンピングカー

ロサンゼルスショールーム

ニューヨークショールーム
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た。ＴＯＴＯはハードを納入するだけではなく、プラン
トの稼働をスムーズにするために中国のスタッフを小
倉の本社に招いた研修も行い、交流がさらに深まって
いった。

長期戦略で挑んだ潜在的な巨大市場

ブランド認知は海外進出の
第 1ステージ
　プラント建設と並行して本格的な中国進出を進め
るため、ＴＯＴＯは中国における“ブランド認知”にも
着手した。ＴＯＴＯにおいてブランド認知は、いわば
海外進出の第1ステージ（図1）と位置付けており、ホ
テルや空港、オフィスビルなど、著名物件に商品が採
用されることにより、ＴＯＴＯブランドを現地に定着さ
せようとすることである。通常のプレゼンテーション
に加え、来日経験のないホテルオーナーや設計者を
東京など大都市へ招待して、ＴＯＴＯの商品が採用

された高級ホテルに宿泊してもらうことも、しばしば
行われた。こうした実体験こそが、ＴＯＴＯのステー
タスと快適な使い心地を理解してもらう最も有効な
手段であった。
　1992（平成4）年、プラントを納めた北京の工場
が稼働を開始し、ＴＯＴＯは相手先企業に対して合
弁企業の設立を持ちかけた。まとまれば、ＴＯＴＯに
とって中国初の生産拠点となる。プラントの順調な
稼働や地道な人的交流によって信頼を深めていたこ
とも好条件となって、1年の交渉の後、最終的には、
ＴＯＴＯが55％を出資し、経営権のマジョリティを得
ることで合意に至った。これは、当時の中国ではきわ
めて異例なことであった。こうして1994（平成6）年5

月、「北京東陶有限公司」を設立した。この拠点獲得
によって、ＴＯＴＯは第2ステージ、つまり販売代理店
などの販売網を持ち、市場に深く浸透していく段階
への足掛かりを得たのである。
　この頃になると中国の経済成長は顕著であった。
そんな中、多くの外国企業は安価な労働力で生産
した製品を中国外で販売することに注目していた。
ＴＯＴＯは当初より、中国を“潜在的な巨大市場”とと

らえていたことから、生産する商品はすべて中国国内
で販売していくことを考えていた。

市場浸透を目指して大陸を歩く

丁寧な対話を重ね  
信用を育てる
　生産の拠点を確保したことにより、次の課題となっ
たのは中国全土に販売していくチャネル（商流）の構
築であった。当時の中国には、ＴＯＴＯが目指すよう
な高級衛生陶器の市場は存在していなかった。その
ため、市場を創りながら取り扱い店を開拓し、販売
チャネルを構築していくしかなかった。
　しかしながら、中国独特の商習慣に悩まされた。当
時の中国では信用払いが主であり、支払いが滞るこ
とも多々あった。そのためＴＯＴＯは前金制を厳守す
ることとした。しかし、まだ認知度が高くない外国企
業のＴＯＴＯが、見たこともない高級な商品を紹介

し、しかも前金支払を要求する未知のビジネスモデ
ルを提示したのである。これを了承して取り扱い店に
なってくれる企業は、簡単には現れなかった。
　そこで、先見性のある地方の経営者を見つけ出す
ことが肝要であった。しかし、そんなリストはどこにも
ない。結局どの町にもある建材街などを回り、わずか
な可能性に賭けて、1軒1軒丁寧に説明していくしか
なかった。説明に関心を持った経営者には、中国国
内のホテルや空港などの著名物件での導入例を見
せたり、北京の工場を見せた。先進的な例を示して、
やがてこれが一般的になっていくであろう中国の未来
像を伝えることに意味があった。
　最後の一押しは、やはり第1ステージのときと同
様、日本とＴＯＴＯを見ていただくことであった。小
倉の本社から始まり、東京の高級ホテルなどを案内
してＴＯＴＯの商品が使われている現場を見せ、最
後に新宿のショールームを案内すると、経営者たち
の心に強烈なインパクトを与えることができた。こうし
て少しずつではあるが貴重な販売チャネルを獲得し
ていったのである。

ブレない戦略でブランド確立

「TOTO＝最高級ブランド」
の実感
　厳しい道のりではあったが、徐々に取り扱い店は
増え、現在、代理店は50社ほどである。大きく活路
を開くことになったきっかけは、1996（平成8）年ご

中国の販売店様に説明をしている様子北京東陶有限公司の竣工式

図1　ブランド確立に向けた3つのステージ

ブランド
認知 市場浸透 ブランド

確立

第1ステージ 第2ステージ 第3ステージ

北京東陶有限公司

アジア最大規模の展示会Kitchen & Bath China 2015に出展北京東陶有限公司設立調印式

プロジェクトの打ち合わせ風景
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ろから、中国政府が住宅の個人所有を認める方向を
示したことであった。持ち家にはこだわりが生まれ、
より良い物を大切に使おうという気持ちを抱くように
なるため、毎日の生活に欠かせない、トイレをはじめ
とする水まわり設備も例外ではなく、これが高級品の
需要を高めることにつながっていった。
　その時に真価を発揮したのが、「ＴＯＴＯ＝最高級
ブランド」として認知に努めてきたことであった。「高
いけれど、やっぱりいい」「ＴＯＴＯの商品なら安心
だ」というお客様の声は、高級ブランドへの信頼の証
しであった。
　中国を市場としてとらえ、そのための独自のマーケ
ティングを進めてきたＴＯＴＯにとって、中国は今後
も事業の拡大が期待できる市場である。多くの人々
に、まだＴＯＴＯの商品による豊かな生活文化を体
験いただけていない点に、大きな成長余地がある。
　中国経済の減速が取りざたされているが、日本に
おいても高度成長が終息した後に安定成長の時代
が到来したように、これからの中国経済も安定化のフ
ェーズに入っていくと予想されている。日本の来し方
を振り返れば、中国の水まわり設備に対する需要や
欲求は、さらに質を高めていくだろう。ＴＯＴＯはさら
にブランド価値を高め、それに応えられる態勢を整え
ていかなければならない。

アジアのポテンシャル

市場として、生産拠点として、 
グローバル戦略の要
　現在、ＴＯＴＯは住設事業をグローバル視点で一
本化し、日本住設事業、中国・アジア住設事業、米
州・欧州住設事業の3本柱による新体制としている。
その中でアジアは、自国への商品供給だけではなく、
ＴＯＴＯのグローバルサプライチェーンの要として、
世界中の市場に商品を供給する役割も担っている。
2014（平成26）年8月には新興国市場での事業拡
大を目指し、インドのグジャラート州ハロルで衛生陶
器工場が稼働を開始。成長はさらにスピードアップし

ている。
　近年特に成長が期待されているベトナムは、現在
第2ステージにあり、全国に販売網を拡大中。直近
では正規代理店も含め、お得意様はおよそ200社に
上る。大都市にはショールームを開設し、コールセン
ターやアフターサービスは高い評価を得ている。今
後はトップブランドとしての浸透を図った施策に期待
が集まる。
　中国でもそうであったように、東南アジアでも第1
ステージ、第2ステージでは、日本やＴＯＴＯを見て
いただくことには、プロモーションとして大きな効果が
ある。東京の著名物件や一流ホテルでＴＯＴＯの商
品を体験してもらう、ショールームやＴＯＴＯミュージ
アムを見てもらう、こうしたことを通じてＴＯＴＯの支
持者を着実に増やしている。これはベトナムでも、タ
イ、インドネシアでも同様である。また、台湾など進
出の歴史が長い地域では、オーナーが親から子に代
替わりする際にも、同様のプロモーションを行い、効

果を挙げている。
　ベトナムのもう1つの魅力は、“人”にある。ベトナム
では、識字率が100％に近い。また、社会主義国の
良い一面として、就学できない子どもやストリートチ
ルドレン、あるいは若年ホームレスなどがほとんど見
られないのも特徴である。近年、一部に富裕層の台
頭も見られるが、社会全体としては平等感の強い国
といえる。
　ベトナムのポテンシャルの高さは、ＴＯＴＯにおいて
も人財の活躍に結び付いている。例えば衛陶生産本
部では、成形や施

せ

釉
ゆう

などの技術別に技能選手権を
定期的に催しており、これまでトップはほぼ日本が独
占してきたが、2015（平成27）年の成形の部第7回
大会ではベトナム工場から優勝者が出た。こうした生
産拠点間の切磋琢磨により、世界に拡がるＴＯＴＯ
全体の技術が上がり、高いレベルでの商品の均質は
実現されている。
　アジアでは国境を越えた、生産拠点間の交流も盛
んである。各工場ではそれぞれ改善に取り組んでい
るが、その情報を工場間で流通させている。さらにこ
の地域の工場では、改善を加えた道具に発案した工
場の名前が書かれている。例えば東陶（福建）有限
公司をまねて改善したものならば、「from TFJ」と書
かれており、使う人はそのたびにこの改善に対して感
謝するのである。

　こうしたことのベースにあるのは、ＴＯＴＯの海外
事業に一貫して流れている「Made by ＴＯＴＯ」の思
想である。ＴＯＴＯの工場で作られたものは、世界中
どの工場でも、ＴＯＴＯの高い品質を保証している。
それは、日本を含めすべてのＴＯＴＯの生産拠点で働
く者のプライドなのである。
　シンガポールにある「ＴＯＴＯ ASIA OCEANIA 
PTE.LTD.」がこの地域の中心となり、事業活動の調
整を行っている。ASEAN地域は、関税を撤廃して1
つの経済圏として統一され、生産地としての力がさら
に強化されると期待されている。
　ＴＯＴＯは、それぞれの国・地域に根差し、そこで
暮らすお客様から必要とされ続ける存在になることを
目指している。それを実現していくための思想が、愛
業至誠であり、「Made by ＴＯＴＯ」であり、働く人
の「心の一体感」なのである。先人の想いを胸に、各
国・地域で求められるNo.1ブランドの実現を目指し
て、次の100年に向けて前進を続ける。

インドのグジャラート工場の開業式

グジャラート工場

2015年度 衛陶技能世界選手権大会 成形の部

ＴＯＴＯ VIETNAM CO., LTD.設立10周年の人文字（2012年）
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洗浄水量の規制に対応

流せる 6 L 便器が  
アメリカの心をつかんだ時
　2002（平成14）年10月、CNNテレビをはじめとす
るアメリカ各地の番組で、ある日本関連のニュースが
流され、全米の耳目を集めた。なぜなら、その内容は
人々の暮らしに密着したものだったからだ。この日か
ら、聞き慣れない日本企業の名前が、アメリカ各地の
家庭や職場でさざ波のように広がっていった。
　ＴＯＴＯがアメリカの注目を浴びたのは、その主力
商品である大便器が、アメリカン・スタンダード社や
コーラー社など伝統的なアメリカの企業を押しのけ、
信頼できる洗浄性能調査において上位3位までを独
占したというニュースが流されたからだ。大便器の性
能に悩んでいる人が少なくないアメリカでは、「そう
だったのか！」とばかりに、人々がこの情報に飛びつい
たのである（図1）。
　しかも調査を依頼したのは、ワシントン州シアトル
市とカリフォルニア州オークランドイーストベイの公共
機関であり、調査に当たったのはNAHB（National 
Association of Home Builders：全米住宅建設業
者協会）リサーチセンター。アメリカでは議会が法律

をつくり、連邦政府や州政府が施行するが、その評
価やチェックは民間の第三者機関が行う。NAHBリ
サーチセンターは、20万社もの建設業者が加入する
NAHBの非営利研究機関である。すべてのメーカーに
中立であり、だからこそ、そのデータは信頼度が高く、
業界への影響度は絶大である。
　日本では水洗トイレの洗浄水量の規制は一般に緩
い。しかし世界を見ると、厳しく規制が行われている
国や地域は多い（図2）。理由は、水資源の確保に問
題を抱えているからである。西海岸や南部の諸州に渇
水地帯を抱えるアメリカでは、ちょうど10年前に当た
る1992（平成4）年にEPACT（Energy Policy Act：
エネルギー政策法）という法律がつくられ、2年後の
1994（平成6）年から、1回当たりの洗浄水量を大便
器は1.6ガロン（約6L）、小便器は1ガロン（約3.8L）以
下にするよう、製造業者に対する規制が定められた。
　EPACT自体は、自然エネルギーから原子力に至る
まで、国のエネルギー政策を定めたものだが、こと水
洗トイレの洗浄水量の規制については評判が悪かっ
た。というのも、この規制には技術的な裏付けが無
かったからだ。技術的な裏付けが無い法律の施行に
より、結果的に流せないトイレが流通するという事態
を招いていたのである。便器の性能に悩んでいる人が

図1　節水大便器の性能試験結果

腰掛便器節水化への
終わりなき挑戦
──開発の変遷をたどる

21世紀の住宅設備機器メーカーにとって、
節水は最も重要なテーマの1つである。
ＴＯＴＯは、これに1970年代から取り組んできた。
6階建ての仮設ビルで水と代用汚物の流れを検証した時代から
スーパーコンピューターによるシミュレーションに至る、
飽くなき挑戦の軌跡を振り返る。
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による影響や排水勾配をはじめとする、あらゆる角度
からのテストと検討を重ねた。
　便器本体にも、洗浄方式に応じた工夫を重ねた。
「サイホンゼット便器」では、従来品ではサイホン現
象を誘発するためだけであったゼット穴からの水流
を、汚物をトラップまで送り込むためにも利用するよう
にした。「サイホン便器」では、排水部に水たまりとな
るくぼみを形成することで、排水路の満水を早め、そ
れによってサイホン現象が早く起こるように工夫した。
「洗い落とし便器」では、まずロータンクの幅を狭く
し、その分高さを45㎜アップさせ、さらに排水口径を
38㎜から50㎜にすることで洗浄水の勢いを強くした。
　便器内での水の流れも再検討した。それまでは、タ
ンクから送り込まれた水とリム（便器のフチ）から流れ
る水がぶつかり合い、水勢を弱くしていたのだが、便
器の形状を改良することで水の整流化を図り、洗浄
効果を高めた。
　こうした努力の結果、1976（昭和51）年5月、節水
消音便器「CSシリーズ」を発売した。結果は、サイホ
ンゼット便器の洗浄水量が20Lから13L、サイホン便
器が16Lから12L、洗い落とし便器が12Lから8Lと、
それぞれ従来品より約30％もの大幅な節水を実現し
た。長期間にわたった研究の成果は、豊富なデータ

少なくないということには、こうした背景があった。
　これに対し、ＴＯＴＯは、長年日本で積み上げてき
た節水技術により、EPACT施行前から“流せる”6L便
器をアメリカに送り、規制が妥当であることを証明し
てみせた。1997（平成9）年からは、アメリカ人好みの
ワンピース便器でも6L便器を投入。現地のトイレメー
カーの脅威となっていく。上位3位を独占したのはこ
の時の製品である。こうした実績により、アメリカにお
けるＴＯＴＯ製品の信頼度は急上昇。ＴＯＴＯは、“節
水”でアメリカの心をしっかりとつかみ取ったのである。

日本にもあった水不足

新しいライフスタイルが
もたらしたもの
ＴＯＴＯが取り組むべき課題として、大便器の節水
化を最初にクローズアップしたのは、1970年代前半
にさかのぼる。そこに至るまでの、当時の日本の状況
を振り返ってみる。
　戦後の日本では、復興の過程で都市への人口集中
が進み、住宅をはじめとする生活インフラの不足を招
いた。その解消のために1955（昭和30）年7月に設
立されたのが、日本住宅公団（現 独立行政法人都市

てはなお年間約20億トンの水が不足するとされ、都
市住民の節水への意識はいやが上にも高まっていっ
た。ＴＯＴＯが、腰掛便器を中心に節水形衛生器具
開発への取り組みを開始したのは、まさにこの1973
（昭和48）年のことであった。

節水消音便器 CSシリーズの開発

リーディングカンパニー
としての責務
　節水形衛生器具の開発に当たってＴＯＴＯが目指
したのは、大便器での節水だけではなかった。水洗
トイレの洗浄は、便器本体を洗浄して汚物を排出す
るだけではない。排水本管まで汚物を搬送して完了
する。システム全体の無駄を突き詰めていく挑戦が始
まった。
　このために、ＴＯＴＯが投入した資金と人財は膨大
であった。まず実証実験を行うために、6階建ての仮
設ビルを建てた。そこには、排水管から下水道に至る
までの排泄物（代用汚物）と水の流れを人の目でとら
えることができる、樹脂製の透明な配管を設置した。
ここに大便器から水と代用汚物を流す実験を繰り返
してデータを採ったのである。こうして、排水管の長さ

再生機構。以下、公団という）である。公団は民間の
資金も導入し、日本の経済成長を担う中堅サラリー
マン世帯に向けて大量の集合住宅を供給することを
目的とした。同時に、従来の公営住宅では実現でき
なかった高いレベルの居住性も追求していった。
　それは、水まわり空間も同様であった。日本では一
般的ではなかった壁掛洗面器が導入され、浴室は各
戸に設けられた。さらにトイレには水洗式が導入され
た。これによって公団住宅の開発には上下水道の整
備が必須となり、それは以降全国で活発となる民間
業者による団地開発のモデルとなった。こうして日本
の都市部に新しいライフスタイルが定着することによ
り、生活用水の需要は右肩上がりに増加していくこと
となった。
　こうした中、人々に節水の必要性を実感させたの
は、1950年代半ばからたびたび発生した、都市部に
おける水不足であった。中でも東京オリンピック開催
の年に当たる1964（昭和39）年に首都圏を襲ったオ
リンピック渇水は、新聞やテレビによって全国に報道
され、日本中の注目を集めた。また、1973（昭和48）
年に建設省（現 国土交通省）から発表された1985
（昭和60）年までの水需給見通しによると、日本国
内すべての河川開発を終えたとしても、首都圏におい

実証実験用6階建て仮設ビル

CSシリーズのカタログ CSシリーズ

2018年3月現在

洗浄水量6.0L規制地域

イギリス：6.0L カナダ：6.0L

メキシコ：6.0L

ブラジル：6.0L

各国規格参照：ANSI／ASME, CSA, GB, EN, AS, etc.

アメリカ一部地域で
4.8L規制

オーストラリア：6.0L

アメリカ：6.0L中国：6.4L
（都市部：5.0L規制）

香港：7.5L
（海水利用）

サウジアラビア：4.8L

図2　海外の洗浄水量規制
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を基に作成されたカタログや資料にまとめられ、各自
治体の衛生設備器具の節水対策の指針となって活用
されていった。

持続可能な社会に向けて

環境問題に対する
意識の変化
　CSシリーズは、その後18年間にもわたるロングセ
ラーとなる。その間、ＴＯＴＯは、生産性や品質の向
上、あるいはデザインの展開などに力を傾けた。1984

（昭和59）年には「デリシアシリーズ」、1986（昭和
61）年には「ロマンシアシリーズ」という、デザインシ
リーズを発売した。この2つはデザイン性を高めた高
級品として開発したものであるが、その中には1994

（平成6）年に18年ぶりのモデルチェンジを果たす
「NEW CSシリーズ」につながる技術が潜んでいた。
　もう1つ、この18年間に起きた大きな変化を挙げる
ならば、それは環境問題に対する人々の意識の高ま
りがあった。CSシリーズ開発の原動力となった危機
意識も、水資源の不足という環境問題であったが、
1980年代に入ると環境問題は国境を越えた人類共
通の課題として認識されるようになっていった。河川
や海、大気など、身近な環境を破壊する環境汚染は
もちろんのこと、地球の反対側で起きている無秩序な
伐採による熱帯雨林の減少なども、日本のメディアな
どで大きく取り上げられた。
　1972（昭和47）年のストックホルム会議以降10年
ごとに開かれる“環境と開発に関する国際連合会議”
も、開催されるたびに世界の注目を高めていった。中
でも1992（平成4）年にリオデジャネイロで開かれた
第3回会議は“地球サミット”と呼ばれ、日本でも大き
な関心を呼んだ。“気候変動枠組条約”と“生物多様
性条約”が採択されたこの会議は、5年後の1997（平
成9）年に京都で開かれ、“京都議定書”が合意された
“気候変動枠組条約第3回締約国会議”への橋渡しと
なった。
　ここで環境問題は、1つの転換点を迎える。CO2を

Kiki U.S.A. Inc.がこの時求めてきたのは、日本では
まだ生産していない6L便器だった。
　先述したように、EPACTによってアメリカ全土でト
イレの洗浄水量の規制が定められたのは1992（平
成4）年のことである。しかし、水資源環境が最も厳し
い西海岸の諸州や南部のテキサス州などでは1980

年代からすでにトイレの節水は求められており、節水
形便器への交換奨励策や一部地域での規制も行わ
れていた。ところが、アメリカ国内ではそれに対応でき
る商品は、まだほとんど流通していなかった。これは
明らかにチャンスであった。
　ＴＯＴＯでこれに敏感に反応したのが、当時常務
取締役・海外事業本部長だった重渕雅敏（後の13

代目社長）であった。重渕は1977（昭和52）年に
ＴＯＴＯにとって戦後初となる海外進出、P.T.SURYA 

ＴＯＴＯ INDONESIA Tbk.（以下、STIという）の立
ち上げを手掛け、1984（昭和59）年に設置した海外
事業本部の初代本部長も務めた、海外事業のパイオ
ニアだった。重渕の指示のもと、衛陶事業部において
アメリカ向け6L便器の開発が急ピッチで進められた。
　この時明らかになったのが、CSシリーズ発売以降
も絶え間なく積み上げてきた、ＴＯＴＯの節水技術の

はじめとする温室効果ガスがもたらす地球温暖化が、
人類の喫緊の課題として俎上に載せられたのである。
その基本理念は「持続可能な社会」。化石燃料の使
用を抑えながら、生態系をはじめとする健全な地球シ
ステムを維持し、その中で人類の生活を豊かにしてい
くことを目指す社会の到来であった。

節水を加速させた3つの流れ①

アメリカ向け
初代 6 L便器の開発
　こうした動きを背景に、いよいよＴＯＴＯは新たな
節水便器の開発に向けて動きだそうとしていた。それ
は、世界規模で進む水資源保護、新発想商品の開
発、加えてＴＯＴＯの開発体制の革新が複雑に絡み
合いながらの動きであった。
　最初の動きは、アメリカだった。1980年代の終わ
りごろ、ＴＯＴＯはアメリカ市場に進出する。とはいえ、
それはまだ本格的なものではなく、現地の業者と代理
店契約を結び、現地法人「ＴＯＴＯ Kiki U.S.A. Inc.

（現 ＴＯＴＯ U.S.A., INC.）」が販売やアフターサー
ビスを支援するというレベルのものだった。ＴＯＴＯ 

底力だった。開発は、1986（昭和61）年に発売した
ロマンシアシリーズのサイホン便器の構造を参考に進
めた。注目すべきは、「CW703」として完成したこの
製品の内部金具が従来品のままであったことだ。つま
りこの時ＴＯＴＯは、便器形状の改良だけで6L洗浄
を実現したのである。
　小倉第一工場（福岡県）で製作した成形用の型
をインドネシアに運び、CW703をSTIで生産した。
CW703をアメリカ市場に投入したのは、1988（昭和
63）年のことである。当時アメリカに出向していた社員
は、次のように回想している。
　「CW703は本当に性能のいい便器でした。当時水
不足で困っていたカリフォルニア州ロサンゼルス郡サ
ンタモニカ市からの引き合いに応えてこの商品を提案
しましたが、先方の期待を上回る性能で、すぐに採用
されました。これが突破口となり、販売先はロサンゼ
ルス市、マサチューセッツ州、テキサス州と拡がり、大
ヒット商品となりました」
　この成功を受けてアメリカでのビジネスは本格化、
さらなる洗浄能力の向上に向けた開発も進められる。
しかしそのためには、便器形状の改良だけでは限界
があることはすでに見えていた。では、その壁を越え

アメリカでの洗浄実験の様子

CW703の日本での実験風景

アメリカ向け6L便器 CW703
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るためには何が必要なのか。新たなるＴＯＴＯのチャ
レンジは、すでに始まっていた。

節水を加速させた3つの流れ②

T H E  B E N K I  プロジェクト

　アメリカ向けの6L便器が動きだした1988（昭和
63）年、社内にそれまでにない、まったく新しいプロ
ジェクトを立ち上げた。それが「THE BENKI プロジェ
クト」である。開発チームに与えられたテーマは、「便
器でない便器を作れ」。従来の固定概念を捨てて
ＴＯＴＯが持つ技術を結集させ、機能、デザインすべ
てにおいてお客様に最高水準の満足を約束できる、
次世代の便器を提供しようというものであった。
　ここでも、開発の重要なポイントになったのは節水
である。その背景には、やはり環境問題に対する世論
の高まりがあった。これからの企業活動が、環境保護
を抜きにしては考えられないことは明白であり、そこに
水まわりメーカーとして貢献できるのは節水である。
節水はＴＯＴＯが取り組むべき最重要テーマとして、
明確に位置付けていた。
　このプロジェクトは、もう1つの課題を背負ってい
た。それが開発体制である。当時のＴＯＴＯでは、商
品の開発はそれぞれの事業部単位で行うことが原則
だった。便器の開発は衛陶事業部、水栓金具の開発
は金具事業部で行われ、事業部間の交流はほとんど

樹脂管などを使ってトラップ部を作り、便器内部で起
こっている水と汚物の挙動を、視覚的にとらえることに
成功したのである。これは伝統あるＴＯＴＯの衛陶事
業部にとって、大変な衝撃だった。これによって以降の
衛生陶器の開発は劇的に変わっていくこととなった。

無かった。これは、茅ヶ崎の研究所でも同様だった。
研究所で開発したものは技術シーズと位置付けられ
ており、新たな発見や発明があれば、研究所の社員
が各事業部を訪れてプレゼンテーションを行う。だ
が、それをどう活かすかは事業部次第であり、研究所
が事業部の開発セクションと一緒になって商品開発
に取り組むということはほとんど無かった。
　これは、それまでの研究所が、主にファインセラミッ
クスの基礎研究を行っていたという事情にもよる。し
かし1987（昭和62）年、新たに「商品研究所」を設置
したことで、変化が現れてくる。商品研究所はその名
の通り、具体的な商品を開発することが目的であり、
電気技術を水まわり商品に活かすことを中心に研究
を進めた。そこには、各事業部の開発チームからも人
財が集められ、この商品研究所で、THE BENKI プロ
ジェクトは始まった。
　衛生陶器の生産は、機械化や自動化が進んだ現
在にあって、なお職人的な手仕事が残っている分野
である。衛陶事業部の開発においても、この当時はま
だ職人の手技に頼る部分が多くあった。その一番の
理由は、排水部分など便器の中が見えないことだっ
た。そのため、設計図通りに作るにしても、最後は職
人の経験や勘に頼らねばならなかった。
　商品研究所が衛生陶器の研究に加わって最初に
周囲を驚かせたのが、この見えないことが当たり前だっ
た衛生陶器の内部を可視化したことであった。透明の

　新商品には最新のウォシュレットの機能などさまざ
まな新しい技術を盛り込んだが、最大の特徴はなんと
いっても水道管に直結でタンクの無いローシルエット
を実現したことである。それを可能にしたのが、「シー
ケンシャルバルブ方式」というまったく新しい洗浄方式
だった。シーケンシャルバルブ方式は、まずリムから水
を流して便鉢を洗う、次に排水路にサイホン現象を起
こさせるためにゼット穴から水を勢いよく噴出する、そ
して再びリムから水を流して便鉢に水をためる、とい
う3段階の動きをする。これをコンピューター制御で
実現したのである。これにより、洗浄水量は大8Lまで
の節水を可能にした（図3）。
　この前例のないバルブ方式の開発を実現するため
には、やはり従来の縦割り組織のままでは難しかっ
た。THE BENKI プロジェクトでは、各事業部が、そ
れぞれの立場から開発に携わるのではなく、個々の
技術者がシーケンシャルバルブ方式という、まったく
新しい技術の開発に1つのチームとして取り組むこと
で実現したのである。
　こうして、1993（平成5）年4月、5年もの歳月をか
け、タンクレストイレ「ネオレストEX」を発売した。ネオ
レストとは、“ネオ（新しい）”と“レスト（レストルーム）”
を合わせ、次世代トイレの意味を込めたものであった。

ネオレストEXと開発者 ネオレストEX

リムから水を流し便鉢を洗う

ゼット穴から水を噴出

リムから水を流し便鉢に水をためる

❶

❷

❸

図3　シーケンシャルバルブ方式

一部可視化した実験用便器 トラップ部を透明にした実験用便器
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節水を加速させた3つの流れ③

NEW CSシリーズとアメリカ向け
6Lワンピース便器の開発
　ネオレストEXの発売後、THE BENKI プロジェクト
に集まったメンバーは、それぞれの職場に散っていっ
た。そこで浮上してきたのが「NEW CSシリーズ」の開
発だった。ＴＯＴＯのスタンダード便器としてロングセ
ラーを続けていたCSシリーズの発売から、すでに17

年が経過していた。1993（平成5）年には環境基本
法が制定され、企業は製品の使用や廃棄による環境
負担の低減に努めることが求められた。新たな節水
便器開発の機は十分に熟していた。
　この時開発のベースとなったのは、先述の2つのデ
ザインシリーズだった。デリシアシリーズでは、大小切
り替えの排水弁をＴＯＴＯとして初めて採用した。こ
の切り替え方式は、手でレバーを押さえ続ける従来
の方式ではなく、レバーを小方向に一度回すだけで
一定量の水を排出することができるものだった。これ
により、洗浄水量は大13Lに小11Lが加わり、節水に
貢献した。
　節水に直接関係するものではないが、このシリーズ
で重要だったのが防露技術だった。水洗トイレは便
器に水をためるため、気温によって表面が結露する。
これがカビや汚れの原因になるために、便器内部に
空気の層を作って結露を防ぐ技術が開発された。し
かしこれは、構造が複雑になるために高級品向けの
仕様とされていた。しかし、ロマンシアシリーズのトラッ
プ構造を参考に衛陶製造部が「底型一体トラップ」と
いう製法を開発、住宅会社向け専用品（CZ724）で
は、生産コストを上げずに便器の防露構造が実現で
きる可能性を見いだしたのである。
　これが、NEW CSシリーズ開発に大きな影響を与え
ることになった。高級品向けだった防露技術が標準仕
様にできるのなら、長年積み上げてきた節水の技術と
組み合わせて、CSシリーズに代わる新たなスタンダー
ドモデルの開発、つまりモデルチェンジができるのでは
ないか、という構想が浮かび上がってきたのである。

サイホン便器（共に大10L・小8L）、セミサイホン便器
（大8L・小6L）の3タイプ。従来のCSシリーズに比べ
約33％の節水を実現した。
　節水技術のポイントは、便器までの給水経路での
エネルギーロスとトラップ内での水流抵抗を低減した
ことにあった。また、便鉢にたまった水の表面積を十
分に保ちながら、たまった水を少なくすることで、汚物
を含めた水の排出時間を短縮したこと。これらによっ
て洗浄力がアップし、節水に貢献した。
　この時期、ＴＯＴＯの節水への取り組みはノンス
トップであった。NEW CSシリーズが世に出たのと同
時期には、アメリカ向け6L便器の新たな開発が始ま
る。STIで生産し、1988（昭和63）年からアメリカ市
場に投入したCW703・CW704は、抜群の汚物排出
性能によりＴＯＴＯの評価を高めたが、そこには1つ
の課題があった。それは、アメリカではタンクと便器
が一体化したローシルエットのワンピース便器の人
気が高いということだった。こうして開発の焦点は、
“ＴＯＴＯの高度な洗浄技術を搭載した6Lのワンピー
ス便器”に絞られた。
　アメリカのメーカーが6L便器で苦戦を強いられた
主な原因は、サイホン現象が不完全なことだった。6L

では汚物排出に必要なサイホン現象が起こせず、無
理に起こすためにトラップ部を従来の製品に比べ3割
ほど狭くするメーカーも現れた。しかし、これは禁じ
手だった。ここまで狭くしてしまうと、紙などは流れず

　衛陶事業部では、便器を成形する型の製作のため
に導入していたNCマシン（コンピューターによって数
値制御できる工作機械）を便器内部の可視化にも活
用した。これを使って樹脂ブロックから便器排水路（ト
ラップ）を削り出し、陶器部とつなぎ合わせて試験し
た。これによって、水だけの流れ、汚物を含んだ流れ、
さらにはサイホン現象を阻害する空気のよどみなどを
実際に目で確認することが可能となり、節水化の開発
に大きく貢献した。
　1994（平成6）年9月、ＴＯＴＯは18年ぶりとなる
スタンダード便器のモデルチェンジを実施、新型節水
静音腰掛便器「NEW CSシリーズ」を発売した。洗浄
方式は大小切り替えが付いて、サイホンゼット便器・

に詰まってしまう。そこでＴＯＴＯの商品研究所では、
サイホン現象の作用を徹底的に研究し、6Lでも汚物
排出に十分なサイホン現象が起こせる方法を突き止
めた。さらにタンクから便器に水を送る排水弁を新
たに開発し、従来の2インチ（約5㎝）から3インチ（約
7.5㎝）に広げ、水が流れ落ちる力を強めた。こうし
て生み出された新しいアメリカ向け6Lワンピース便器
を、1997（平成9）年にアメリカ市場に投入し、高い
評価を受けた。
　このような画期的な商品がスピード感をもって開発
できた背景には、衛陶事業部が商品研究所の成果を
取り入れ商品開発に活かしたことにあった。それは、
衛陶事業部にとって着実な変化であり、これが1つの
モデルケースとなり、その後の開発体制に大きな影響
を与えていくのである。

慎重に進められた節水便器の投入

衛生性を犠牲にしない
節水のさらなる追求
　6L便器の開発に成功したことにより、節水に関し
てＴＯＴＯは十分なポテンシャルを得たといえる。6L

便器は洗浄水量に規制が設けられている地域では求
められているが、果たして日本市場にニーズはあるの
か、その判断は簡単ではなかった。6Lで流せることを
証明するのは難しいことではない。海外での実績もあ
る。しかし、それはメーカー側の理屈かもしれない。
つい数年前まで、人々はこの倍以上の水を使ってトイ
レを流していたのである。そこに心理的な壁は存在し
ないのか。慎重な見極めが必要だった。
　1999（平成11）年7月に発売した「レスティカシリー
ズ」には、画期的な防汚技術である「セフィオンテク
ト」を初めて搭載した。洗浄水量も大8L・小6Lとなり、
NEW CSシリーズから約23％もの節水を実現した。し
かし、あくまでもレスティカシリーズの訴求ポイントは
“ラクしてキレイ”という、お手入れのしやすさであった。
　2002（平成14）年7月には大便器の構造革新と
もいえる「フチなし形状・トルネード洗浄」を「NEWネNCマシンでの加工の様子

NEW CSシリーズ

アメリカ向け6Lワンピース便器　CST864（左）とCST854（右）
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オレスト」に初搭載した。2004（平成16）年2月には、
「ピュアレストシリーズ」としてタンク式大便器にも展
開した。便器のお手入れのしやすさ、清潔さが市場に
求められる時代であった。

流体の動きを突き止める

高精度流体解析技術の導入

　2006（平成18）年、ＴＯＴＯは「ネオレストX・A・D」
「ピュアレストEX・QR」などの6L便器を相次いで発売
した。実はその研究・開発は1998（平成10）年から
2003（平成15）年にかけて進められていた。それは、
サイホン現象の検討や従来の代用汚物による実験
的・経験的知見に対して、定量的・定性的に構造を解
明する作業でもあった。そのツールとなったのが、3

次元流体解析技術であった。
　商品の強度設計や便鉢内の水流の流れ設計など
に不可欠となる、 コンピューターによる固体や流体
のシミュレーション技術として、CAE（Computer-

Aided Engineering）がある。ＴＯＴＯでは1990（平
成2）年ごろからCAEの導入を開始し、コンピューター
などの機器を整備し、人財を育成している。その後約
10年にわたって、衛生陶器などでの水・空気・固体が
複雑に絡み合う多相流の解析を行ってきたが、それ
まで利用してきた市販ソフトでは精度・速度・機能とも
に限界があった。そこで、東京工業大学が発案した
CIP法（高次精度差分法の1つ）という解析手法を改

終わりなき挑戦

その国で求められる衛生陶器へ

　2006（平成18）年以降、ＴＯＴＯの節水への取
り組みはギアを一段上げた。2010（平成22）年に
は「GREEN MAX 4.8」として大4.8L機種を展開、
2012（平成24）年2月に発売した「ネオレスト ハイブ
リッドシリーズ」の床排水タイプでついに大3.8L洗浄
を実現した。
　高精度流体解析技術は、引き続き、東京工業大学
との共同研究を進めている。2012（平成24）年から
は東京工業大学が運用するスーパーコンピューター
“TSUBAME”を用い、“陶器表面の薄膜の流れ”や“洗
浄時の水の跳ね”に最適化した新計算手法を開発し
ている。TSUBAMEは、多相流のような複雑な解析で
こそ力を発揮するといわれており、今後も“完全な実
現象の再現”を目指して、さらに高精度の計算手法の
開発を進めていく。

　ＴＯＴＯが節水に取り組んできた背景には、節水を
含めた人々の地球環境への関心の高さがあった。節
水は人々に求められてきたのである。洗浄水量が減っ
ていくことに対する心理的な不安解消も含めて、水ま
わりメーカーが取り組むべき課題として節水は存在し
ている。ＴＯＴＯが自ら開発体制を変化させながら取
り組み続ける“終わりなき挑戦”である。

良することで、ＴＯＴＯの商品に適用可能な高精度流
体解析ソフトの自社開発を目指し、2000（平成12）
年より東京工業大学との共同研究を始めた。その結
果開発した技術がSTAA法（改良した界面数値拡散
の制御手法）であり、これは2002（平成14）年に特
許出願を完了した。
　高精度流体解析技術は、すでに小便器洗浄スプ
レッダー、ウォシュレットのノズル洗浄、大便器洗浄
などに適用され、実績を挙げていた。これまで、商品
研究所・衛陶事業部が挑んできた便器内部の水の動
きの可視化は、この技術によってさらなるステージへ
と上がっていった。CAEは自動車会社における気流
の解析など単一流体の解析に多く用いられているが、
ＴＯＴＯのように水、空気、固体の多相流が複雑に絡
み合う商品の解析は現状では珍しいといわれている。
それだけに、ＴＯＴＯの流体の動きを突き止める研究
に寄せられる期待は大きい。

CAE技術を用いた解析結果の検証

スーパーコンピューターによる解析

1970-1980年代 1990年代 2000年代

アメリカでの
洗浄水量規制

海外向け
商品

日本向け
商品

1992年
エネルギー政策法
6Ｌ規制

1988年
アメリカ
●
6Ｌ

CW703

1997年
アメリカ
●
6Ｌ

ワンピース便器

2006年
アメリカ・中国
●
4.8Ｌ

ワンピース便器

2012年
アメリカ・中国
●
3.8ＬCST854

CSシリーズ

2010年
●
4.8Ｌ

GREEN
MAX 4.8

2012年
●
3.8Ｌ

2011年
カリフォルニア州環境基準
4.8Ｌ規制

1993年
●
8Ｌ

ネオレストEX

NEW CS
シリーズ

2006年
●
6Ｌ

デファクトスタンダード化

●
20Ｌ

1976年
●
13Ｌ

ネオレストAH ネオレストAH/RH ネオレストAH/RH
床排水タイプ

● 2007年
●
5.5Ｌ

2009年
●
4.8Ｌ

1999年
●
8Ｌ

ネオレストX

1994年
●
10Ｌ

ピュアレスト
シリーズ

レスティカ
シリーズ

図4　ＴＯＴＯの節水への取り組み
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日本のトイレが迎えていた転換点

“ 清潔で快適なトイレ ” への
挑戦
　ＴＯＴＯが新規分野への挑戦を進めていた1978
（昭和53）年11月、1964（昭和39）年12月から輸
入販売をしていた「ウォッシュエアシート」をベースに
した、新たな温水洗浄便座の開発を決定。同時に、
1980（昭和55）年6月の発売を目指して研究・開発
がスタートした。これが初代「ウォシュレット」誕生の
第一歩である。開発の担当部署は、普通便座を製造
していた金具製造本部と決まった。
　ＴＯＴＯが温水洗浄便座の開発を決断した第一の
理由は、新商品による市場開拓への強い意欲であっ
たが、その背景には、この当時日本のトイレが大きな
転換点を迎えていたという事情があった。
　日本において、トイレが和式から洋式へ大きく変
わったのは、日本万国博覧会（大阪万博）が開催さ
れた1970（昭和45）年だといわれる。1960（昭和
35）年から腰掛便器を採用していた日本住宅公団
（現 独立行政法人都市再生機構）の影響や下水
道の普及を推進する日本政府の政策などが後押しと
なった。そして、1977（昭和52）年には、ついに和
風便器と腰掛便器の出荷数が逆転する。
　その変化は、便器のみにとどまらなかった。西洋
人にとって、便座は冷たいことが当たり前であったが、
日本人の多くはこれを受け入れられず、便座カバーを
かぶせ、さらには暖房便座という新たな需要を生み
出した。
　このような背景の中、開発にはもう1つの想いも込
められていた。それは、それまで輸入販売で日本市
場に供給してきたアメリカン・ビデ社のウォッシュエア
シートに対する、お客様からのさまざまな要望に応え
ていかなければならないという使命感だった。
　日本でのウォッシュエアシート発売当初は、肛門科
の病院を中心に年間百数十台程度の販売実績で、
お客様から「湯温が不安定、吐水角度も一定しない。
何とかしてほしい」という声が寄せられていた。また、

輸入品のため修理部品の入手も思うに任せず、故障
対応が十分にできないなど、不都合なことが少なくな
かった。
　1967（昭和42）年に日本の輸入商社が特許と独
占販売権を取得したことから、製造が国産メーカー
に委託され、ようやく一部の改良や暖房便座機能の
追加などが行われた。しかし1970年代後半に、口
コミによって温水洗浄の心地よさが広まって販売が
急伸すると、お客様の不満の声も以前に比べ増して
いった。
　寄せられたお客様の意見を基に、アメリカン・ビデ
社には設計変更を求めて折衝したが、同社は消極
的だった。この時、“清潔で快適なトイレ”という新た
なニーズの存在に手応えを感じていたＴＯＴＯは、日
本における水まわりのトップメーカーとしての自負を
胸に、自社開発を決断したのである。ウォッシュエア
シートに対するお客様からの多くの要望が、目指す
商品の仕様を示してくれていたものの、開発チームに
は時間が無かった。
　通常ＴＯＴＯでは、新商品の開発期間には3年が
充てられていた。ところが、この前例の無い商品の開
発には、なんと1年半の時間しか与えられなかった。
しかも、その中には試作品の検討や生産準備の期間

ウォッシュエアシート（輸入品）

ウォシュレット
革新は日常へ、そして世界へ
──水と電気との格闘の軌跡

4

「おしりを洗う」という新たな生活文化を提案し、日本に根付かせたウォシュレット。
水と電気の融合という課題に挑戦し、たゆむことのない進化を続けながら、
それまでの常識を超えた「ワンダーウェーブ洗浄」の登場で、次なるステージへと踏み出した。
そして今、世界という広い舞台で、ウォシュレットの新たな挑戦が始まる。

6 7 4

®
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かったが、「湯の吐
水量が少ない。少し
長く洗っていると水
が出てくる。肛門に
うまく湯が当たらな
い」という、商品の仕
様に対する不満も多
かった。そこで開発
チームでは、これら
の問題に対して、自
分自身が実験台となって課題点を1つひとつ確認し
ていくことで、あるべき商品の仕様を固めていった。
具体的には、正確な場所に湯を当てるために、便座
の中央に針金を張り、それぞれの肛門の位置に紙を
貼って数値化した。洗浄水の温度については、0.1℃
ずつ温度を上げて自分の体に当て、適切な湯温を導
き出した。
　しかし、メンバーの実験データだけでは、開発に
向けた基礎データにはなり得ない。もっと多くのモニ
ター人数が必要だった。さらに性別による体型差異
はどれくらいか、温水を当てる角度は何度が適切か、
水量と洗浄時間はどれくらい必要か、湯が噴き出す
ノズルの位置はどこがいいか、といった課題ごとの科
学的なデータが必要であった。
　こうしたデータを得るためにチームは社内に働きか
け、協力者を募った。いかに自社の新商品開発のた
めの貴重なデータとはいえ、デリケートな部位である

も含まれており、設計に充てられるのは実質半年しか
なかった。
　この過酷な試練を開発チームは乗り越え、ウォ
シュレットは成功への道を踏み出すこととなる。それ
を可能にしたのは、20代を中心としたメンバーたち
の気力と体力、そしてチームワークによるところが大
きかった。同時に、NASA（アメリカ航空宇宙局）の
システムをヒントに、開発チームを「熱交換ユニット・
バルブユニット・ノズルユニット・温風ユニット・暖房
便座ユニット・制御ユニット」などの機能単位に分け
て同時進行させることで時間短縮を図るという工夫
も行った。

備をリードしてきたＴＯＴＯだが、電気の利用につい
ては“水と電気は共存できない”というタブーから、取
り組みが遅れがちであった。しかし、USシステムにお
いて、初めて自社開発で水と電気を融合した“アクア
エレクトロニクス”による、それまでにない水まわりの
商品開発に成功したのである。
　1970年代に入り、電子卓上計算機（電卓）などIC

（Integrated Circuit：集積回路）の利用が日本で
も急速に高まると、オイルショック後の日本政府の産
業政策の後押しもあり、幅広い産業で活用が拡がっ
ていった。ＴＯＴＯにおいても、新商品や新規事業の
開発が急がれる中、タブーへの挑戦は始まっていた。
　それに伴い、水栓金具や給湯機などの事業部で
は、電子関係の技術者・経験者の中途採用や、関連
する学部の新卒者採用を進めた。こうして、徐々に専
門的な人財が集まっていき、後の「エレクトロニクス
技術本部」の組織化へと発展していく。USシステム
はそうした動きの先駆けであり、その人財はウォシュ
レットの開発にも加わっていたのだった。
　もう1つ、USシステムのその後の大きな成果があ
る。1987（昭和62）年1月に発売したA形は、当時
世界でも例の少ない「乾電池タイプ」であった。乾電
池の限られたエネルギーだけで約8年間使用可能と
するため、超低消費電力にて作動する光電センサー・
コントローラーとアクチュエータ（小型ラッチング・ソレ
ノイドバルブ）の開発は不可欠であった。乾電池を利
用すれば、コンセント（100V電源）の無い場所でも使
用できるため、小便器だけでなく自動水栓にも展開し
た。これらのＴＯＴＯの独自技術により、パブリックト
イレの自動化と節水化が一気に拡がったのである。

3 0 0 人の社員がモニター協力

ウォシュレットの基礎となる
貴重なデータを採取
　アメリカン・ビデ社のウォッシュエアシートに対す
るお客様の不満は、「温水ではなく水が出てくる。便
座が温まらない」といった商品の故障によるものが多

水と電気の融合

踏み出していた
アクアエレクトロニクスの道
　新しい温水洗浄便座には、温水洗浄と温風による
乾燥、そして暖房便座の3つが基本機能として求め
られた。いずれにも、素早くかつ正確に温度をコント
ロールする電子技術が必要であった。しかも、これを
電気との相性の悪い水まわり商品に組み込まなけれ
ばならないという、高いハードルも存在した。しかし、
実はＴＯＴＯには、この分野ですでに1つの実績が
あった。それが、1975（昭和50）年7月に発売した
小便器節水システム「USシステム」である。
　それまでパブリックトイレにおける小便器の洗浄
は、ハイタンクから一定の時間間隔で水を流す自動
サイホンを用いた機械式が主流であった。しかし、
夜間などには人の手で止水栓を閉めるという手間が
あったため、実際には止水は行われず、水の無駄が
多かった。ここに電子技術を導入し、電気スイッチで
給水のON／OFFを行うH形、フラッシュバルブに等
間隔タイマーをセットして一定時間ごとに洗浄するF

形、そして赤外線センサーで利用者を検知し便器の
前から人が立ち去ると洗浄するA形、の3種類の新方
式を開発した。
　衛生陶器と水栓金具を中心に、日本の水まわり設

ウォッシュエアシート（国産品）

300人の社員から有用なデータを得る
（ほんま りう作画「ウォシュレット物語」
『週刊サンケイ』1988年5月12・19日、
5月26日、6月2日号)

USシステム 自動ハイタンクバルブ：H形（上）
USシステムH形のカタログ（左）

図1　ノズルから噴出する洗浄水の角度イメージ
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おしりへの実験はさすがに抵抗感が大きく、特に女
性社員の協力を得ることは容易ではなかった。しか
し、最終的にはチームの熱意に応えた延べ300人以
上の参加者から、有用なデータを採ることができた。
　その結果、洗浄する温水は38℃、便座の温度は
36℃、乾燥のための温風は50℃、ノズルから噴出
する洗浄水の吐水角度は43度、30秒以内に肛門の
洗浄を行うためには約500cc／分の水の勢いが必
要といった、新たな温水洗浄便座開発に欠かすこと
のできない貴重なデータが得られたのである。

ハイブリッド I C 搭載

ウォシュレットの誕生

　目指すべき適正な数値は、社内の協力によって得
ることができた。問題は、適温を維持するために温度
の変化を素早く正確に感知し、必要な制御を即座に
行う技術だった。この難しい問題に対して担当者が
導き出した答えは、ICによる制御であった。
　しかし、ICのような精密部品を水や尿がかかる可
能性がある商品に使用することは、当時はまだ考えら
れない時代であった。家電メーカーに問い合わせた
が、やはり漏電の危険性を指摘され、難しいという
返答だった。
　この問題を解決したのが、特殊な樹脂でICをコー
ティングした「ハイブリッドIC」だった。開発メンバー
の1人がこれに気付いたのは、風雨にさらされながら
点滅する交通信号機を見た時だった。これなら、温

「ウォシュレットS」である。
　この当時、社内で研究を進めていた技術の1つに、
「セラミックヒーター」があった。ウォシュレットGで
は、たっぷりの洗浄感を実現するため、多槽式熱交
換器に湯をためる貯湯式を採用していた。しかし、熱
交換器内を通過する水を瞬間的に加熱して湯を作る
ことができるセラミックヒーターを用いれば、貯湯タ
ンクは必要なくなり、小型化やコストダウンが可能と
なる。当時の営業部門からは、温水洗浄と暖房便座
に機能を絞った普及タイプの要望もあったことから、
急遽開発が決定したのである。
　発売まで1年を切っていた時期の決断ではあった
が、貯湯式という1つの方式に限定せず、湯切れの
心配がない瞬間式の可能性も追求し続ける体制を
採ったことが、後にウォシュレットが新たな発展を果
たすことにつながった。

“ 拭く” から “ 洗う ” へ

新しい価値を伝えるための
試行錯誤
　ウォシュレットの発売に当たっては、ウォッシュエア
シートより高額のウォシュレットGは月500台、普及
タイプのウォシュレットSは月2000台の販売を見込
んでいた。ところがふたを開けてみると、高額なウォ
シュレットGの方が多くの支持を受けて品不足になる
という、想定外の展開となった。
　こうして好調なスタートを切ったウォシュレットで
あったが、発売から3カ月が経った頃、突然「温水が

水洗浄便座に使えるはずだと考えたのである。信号
機メーカーの協力を得て入手したハイブリッドICを
樹脂製のカバーで覆ったところ、予想通り問題をクリ
アすることができた。
　温度センサーにはサーミスタ（thermistor：温度の
変化により、抵抗値が変化する電子部品）を用いるこ
とで、よりきめ細かな温度制御を実現した。ＴＯＴＯ
の技術がより高次なアクアエレクトロニクスの実現に
向けて、また1つ進化した瞬間であった。
　こうして、いくつものハードルをクリアして誕生した記
念すべき新商品が「ウォシュレットG」である。最先端の
知識と技術を駆使して完成させた自信作であった。

貯湯式と瞬間式 2つの方式

可能性を追求した
もう 1つのウォシュレット
　ウォシュレットGを開発中の1979（昭和54）年4

月に、もう1つの温水洗浄便座の開発が決定する。

水に変わる」という不具合事象が多数寄せられるよ
うになる。原因は、1日に1500回もICから送られる
ON／OFF信号により、ヒーターの電熱線が金属疲
労を起こして断線したことにあった。ウォシュレット
は、ＴＯＴＯが初めて販売した家電的な商品であっ
た。最初の挑戦での予想外のつまずきに社内には動
揺が走り、一部では“全品回収”“撤退”という可能性
すらささやかれた。
　この危機に際して、経営トップとしてウォシュレット事
業を強力に推し進めた山田勝次9代目社長は、修理
対応ではなく、一式全部を取り替えるという対応を決
断した。この思い切った判断が市場の信用を引き出し、
その後の大きな成功へとつながっていくこととなった。
　発売から2年後の1982（昭和57）年には、今も多
くの人の記憶に残るコピー「おしりだって、洗ってほし
い。」とともに全国に放映されたテレビCMが大きな話
題となる。“拭く”から“洗う”という新しいトイレ文化と
ともに、ウォシュレットの販売は拡大していった。
　こうした華やかなマーケティングと並行して、営業
の現場ではもう1つの販売戦略が、着実に進められ
ていた。1981（昭和56）年10月から開始した、「増
改・取替キャンペーン」の重点商品としての動きであ
る。高度成長から安定成長に移行した日本経済の
中で、ＴＯＴＯの体質改善の必要性を痛感していた

温水温度制御用IC セラミックヒーター瞬間式熱交換器

ウォシュレットG ウォシュレットS

大きな話題となったウォシュレットの
テレビCM（上）
ウォシュレットGBのチラシ（右）
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山田社長は、後に「リモデル（従来の増改築の概念を
超えて提案をしていく活動）」として花開いていくこの
キャンペーンに並々ならぬ情熱を燃やしていた。
　ちょうどこの年に営業所長として千葉に赴任した
木瀬照雄（後の14代目社長）は、当時のウォシュレッ
トがリモデルにとっていかに強力な商品であったかを
自著の中で活写している。「（ウォシュレットを）工事
店の奥さんたちに売り込みました。自宅のトイレにつ
けて使ってもらうと、予想どおり、『これ、いいわね』
と、友達にもお客さんにもすすめてくれるようになりま
した。（中略）これこそ取替需要、価値を伝えて需要
を創造する『リモデル』の原点でした」「『ウォシュレッ
ト』の取り付けを入口にして、浴室リフォームの注文
などにつなげていくこともできます。（中略）資金繰り
に苦労していた工事店が、『ウォシュレット』を売り始

　販売が順調に進む一方、機能についても、洗浄・
乾燥・暖房便座という3つの基本性能を基盤としなが
ら、清潔性を高めたセルフクリーニング機能、快適
性を追求したムーブ洗浄やマッサージ洗浄、オゾン
脱臭機能、清掃性を追求した本体・便座・便ふたの
着脱化など、ウォシュレットは進化に次ぐ進化を重ね
ていった。中には、開発前には必要ないといわれてい
たにもかかわらず後には当たり前となったリモコンの
搭載や、便座がゆっくり閉まり音がしないソフト閉止
機構など、腰掛便器の常識を覆す進化をＴＯＴＯは
実現していった。

ウォシュレットの転換点

アプリコットシリーズへの道

　国民生活の中に定着し、機能の進化も着実に進
み、ついに累計1000万台を超えた1998（平成10）
年、21世紀を目前にしたこの当時、ウォシュレットと
ＴＯＴＯをめぐる環境は大きく変わろうとしていた。
　経済史上は1991（平成3）年に始まったといわれ
る、いわゆる“バブル崩壊”の実体経済への影響は、
1990年代半ばから顕著になってくる。不動産価格
の大幅な下落によって含み資産を減らした金融機関
をはじめ、民間企業の多くが打撃を受け、経済は縮
小していった。住宅産業に与えた影響は甚大で、新
設住宅着工戸数は右肩下がりの傾向を強めていく。
1998（平成10）年度、ＴＯＴＯもついに上場以来初
の赤字を計上し、経営改革は待ったなしとなった。
　この年に13代目社長に就任した重渕雅敏は、改
革の柱にリモデルの推進を据えた。ウォシュレットは、
リモデルにとっては格好の商品であり、しかも誕生か
ら18年が経ち、買い替えのサイクルを迎えようとして
いた。時代性をとらえ、買い替え需要にマッチした、
新たな商品づくりを進めていくこととした。
　また、リモデルと並ぶ販売改革の目玉として、それ
まで開拓があまり進んでいなかったリテール（一般消
費者向けの小売）への挑戦も課題として浮上した。バ
ブル崩壊後の経済縮小に対応するため、流通業界

めて息を吹き返した例もありました」（『市場を創る逆
算思考』東洋経済新報社、2014年）。経営者の想
いは、しっかりと現場に届いていたのである。

進化に次ぐ進化

ウォシュレットの躍進

　発売当初は月2500台を想定していた出荷台数
は、累計台数で見ると、7年後の1987（昭和62）年
度に100万台を突破。その後ペースを一気に上げ、2

年後の1989（平成元）年度には200万台、その4年
後の1993（平成5）年度に500万台、そしてその5年
後の1998（平成10）年度には1000万台突破を実
現した。こうして、まさにウォシュレットの時代が到来
した。温水洗浄便座は日本の家庭に急速に浸透して
いき、内閣府の消費動向調査によると、1992（平成
4）年3月時点で14.2％だったものが、6年後の1998

（平成10）年には33.9％と2人以上の世帯の3分の
1まで普及した。
　この頃にはトイレの床がタイルからフローリングに
変わり、掃除に水を使わなくなったことで、暖房便座
用の電源となるコンセントをトイレ内に設置すること
を、お客様に勧めやすくなっていた。

の改革が迫られる中、主役のひとりとして急伸してき
たのが家電量販店である。その勢いはすさまじく、日
本の家電メーカーも、その意向や動きを無視できな
くなっていった。家電量販店の棚に並べて、お客様、
中でも女性客にダイレクトにアピールしていく商品づ
くりも、またこの時のテーマとなっていた。
　その狙いが端的に表れているのが、1999（平成
11）年10月に発売したウォシュレット「アプリコット」と
いう商品名である。1980（昭和55）年の発売以来、
ウォシュレットのネーミングはすべて「ウォシュレット」＋
「ＧまたＳのシリーズ名」＋「商品番号」で一貫してき
た。しかし女性を意識した商品づくりにふさわしいも
のに変えようとイメージしたのが、アプリコットだった。
　さらに、リテールでの女性客向けという日本国内の
展開に加え、海外展開も視野にあった。日本経済が
バブル崩壊に沈む中、日本企業は相次いで海外市場
に活路を求めた。1980年代から海外事業を本格化
してきたＴＯＴＯも、アメリカ、中国、アジアで、いよい
よその基盤を確かなものにしようとしていたのである。
　グローバルに展開している現在のウォシュレットの
ロゴマークは、アプリコットを発売した1999（平成
11）年に制作されたものだ。小文字のeの上に付けら
れている2つの点は、「ワンダーウェーブ洗浄（後述の

図2　ウォシュレットの累計出荷台数推移と追加機能変遷

『市場を創る逆算思考』
東洋経済新報社、2014年
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家電量販店での売り場（上）
『ボディケア読本』
女性モニターキャンペーンを実施し女
性限定で希望者全員にプレゼント（左）

※追加機能の変遷は、シートタイプ（便座を取り替えるだけのタイプ）のウォシュレットへの搭載年を記載
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新技術）」の水玉を表している。同時にこのロゴマー
クが担ったのは、世界中のお客様にウォシュレットを
訴求することであった。アルファベットの大文字と小
文字の組み合わせには、世界中のあらゆる国や地域
の人々に使ってほしいという願いが込められている。
また、あたかも人の笑顔のように見える小文字のeに
は、ウォシュレットを使ったすべての人々を笑顔にす
るという意味を込めた。
　海外事業においても、ウォシュレットはやはり重要
な商品であった。しかし、海外事業を経験した者か
ら見ると、当時のウォシュレットのデザインはとても海
外向きとはいえなかった。ここでも、イノベーションは
求められていた。
　さまざまなマーケティングから求められたキーワー
ドは、「シンプル＆コンパクト」。それまでのウォシュ
レットの基本デザインは、機械としての性能の良さや
堅牢性が前面に出たもので、信頼感は十分だった
が、デザイン性が高いとはいえなかった。また、それ
までの開発は、まず機能ありきで、必要な部品を検
討した後にデザインに入っていた。そこで開発に当
たっては、デザイナーが自由にデザインを考え、そこ
に必要な機能を入れ込んでいく手法を採ることにし
た。こうして、新型ウォシュレット「アプリコットシリー
ズ」の開発は始まった。

逆転の発想で驚きの新技術

洗浄技術の大きな展開
ワンダーウェーブ洗浄
　出来上がってきたアプリコットのデザインは、小型
化とシンプルな形状を実現しており、マーケティング
の方向性にかなったものであった。その形状とサイズ

の中に、貯湯式のＧシリーズと同等以上の機能を持
たせることが開発の課題となっていった。
　この形状を実現するには、貯湯タンクは使えない。
となれば、湯をつくる機構は瞬間式以外に無い。タ
ンクを備えた貯湯式は1000mL／分の湯量で、使
用者にたっぷりの洗浄感をもたらしていた。しかし、
家庭用の15アンペアのブレーカーが落ちない消費電
力1200Ｗで、洗浄に適した37.5℃まで水温を上げ
られる水量は約400mL／分にすぎなかった。この水
量で、これまで以上の洗浄力と快適な洗い心地を実
現するための技術開発、これが開発のカギとなった。
　その解決策と考えられていたのが、茅ヶ崎工場（神
奈川県）内の商品研究所で進められていた「空気混
入ノズル」という技術であった。これは、水に空気を
含ませて水の粒を大きくすることで、従来の65％の
水量でもたっぷりとした浴び心地が得られるというも
のだった。
　この技術の採用が決まったのが1998（平成10）年
12月。最大の山場を乗り越えたと思った開発チームに
は、これでゆっくり年を越せるという安

あん

堵
ど

感が漂った。
ところが、それを許さない事態が勃発する。完全オリ
ジナルだと思っていたこの技術は、すでにほかの家電
メーカーによって特許が取得されていたのである。
　開発期限を目前に苦悩する開発チームから次に出
されたのは、水を玉状にして連続吐水する、というア
イデアだった。これなら、少ない水量でもしっかりし
た洗浄感が得られるのではないか。なぜなら、水は
連続的に当てるよりも、断続的に当てる方が応力が
大きくなるからだ。
　では、どうやってその玉状の水を作るのか。かつて
石油給湯機の開発時に、電磁ポンプで石油を送る
際、石油の流れに脈動が生じてしまい、流れが途切

れて火が消えてしまうことがあった。そのため、石油
給湯機ではこの脈動を抑える装置を付けていた。だ
が、今回のノズルでは逆に脈動が必要なのだから、
この装置を応用すれば、玉状の水を作ることもできる
のではないか。まさに逆転の発想であった。
　ここからは、開発チームによる人間の体を使っての
実証実験の繰り返しとなった。それによって得られた
結果は、強い吐水と弱い吐水を、交互に1秒間に70

回以上繰り返し連射することで、従来以上の洗浄感
が得られるというものであった。「ワンダーウェーブ洗
浄」と名付けたこの洗浄方式は、ウォシュレットの洗
浄技術を革新的に変えるものとなった。
　貯湯式だけではなく、瞬間式の研究があったから
こその成果であった。一時は瞬間式の研究開発を中
止すべきという意見も出されたが、「それでは商品開
発の幅を狭くする」という判断から、継続されたという
経緯があった。結果的にこの判断が、ワンダーウェー
ブ洗浄の開発につながったのである。
　迎えたアプリコットの発売に際しては、モデルチェ
ンジが明瞭な“袖無しすっきり”のフォルムを強調する
意見も多かったが、重渕雅敏13代目社長の判断に
より、ワンダーウェーブ洗浄にポイントを絞って訴求
することを決めた。これを受けて制作されたCＭは、
アプリコット星に向けて、宇宙船に見立てたウォシュ
レット「アプリコット」から水玉を連射するというイン
パクトの強いものとなった。また、訴求対象とした女
性に向けては、ワンダーウェーブ洗浄が女性にやさし
いことをまとめた小冊子を制作、研修会やショールー
ムで展開していった。商品の魅力に加えてこうした施
策が実を結び、アプリコットは1999（平成11）年か
らの業績回復に大きく貢献していった。

ＴＯＴＯオリジナルを追究するプロ集団

アクアエレクトロニクスの
中枢部
　ワンダーウェーブ洗浄は大きな展開だったが、この
技術を商品化するには、別のプロ集団が必要だった
ことも忘れてはならない。狭いウォシュレットの機能部
に、瞬間式加熱器（ヒーター）に加え、「ワンダーウェー
ブ洗浄・ノズル位置や流量調節・温風乾燥・脱臭・便
座と便ふたの電動開閉」といった多種多様な機能を
コントロールする「電子制御基板」を詰め込まなけれ
ばならないのである。これを担ったのが「セラミック・
機電事業部（現 エレクトロニクス技術本部）」だった。

現在のウォシュレットロゴマーク

ワンダーウェーブ洗浄のイメージノズルの吐水実験の様子

アプリコット

アプリコットのテレビCM（上）
アプリコット大好評!!編のポスター（右）
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　それぞれのユニットを担当する部署からは、さまざ
まな要望が出されてくる。それらを実現させるための
電子制御基板を設計し、サイズを調整して、デザイン
されたボディの中にまとめ上げなければならない。ア
プリコットの場合には、全体が小型化された上に機
能が増えたため、これらの作業は技術的に非常に難
易度が高かった。
　ワンダーウェーブ洗浄などの機能を実現するため
には、電磁ポンプやノズルの動きをきめ細かく制御す
る必要がある。エレクトロニクス技術本部では、これ
らの動きを制御するマイクロコンピューターのプログ
ラムも作成した。このプログラムがあってこそ新技術
が商品として十分な性能を発揮することから、開発
部門と一体となった動作検証を繰り返した。しかも
10万行を超えるプログラムには1つのミスも許されな
い。バグと呼ばれるこうしたミスを徹底的に駆逐し、
仕様書通りの機能を実現するためには、きめ細かく
粘り強い作業が要求されるのである。
　ＴＯＴＯの電子技術に関する組織化の流れは、
1985（昭和60）年に、自社での制御開発を目指して
開発本部内に設けた「電子制御設計課」に始まるが、
すでに1970年代から社内の各部署には電子技術系
の社員が存在していた。1990（平成2）年には、社内
各部署のそうした人財を本社に集め、全社を横断して
電子制御基板の開発、製造を行う体制を構築した。
　このような体制づくりには、水まわりメーカーが自
在に電子技術を駆使するアクアエレクトロニクスの

追究という目的があった。そのためには、設計はもと
より、防湿ポッティング（電子回路保護のために絶縁
材を注入する処理）などトイレ環境での信頼性を確
保する技術でもＴＯＴＯオリジナルが求められた。と
いうのは、温水洗浄便座のようにトイレで使われる
商品の場合、液体としての尿の浸入は防げても、気
化したアンモニア成分の侵入や内部結露の発生を防
ぐことは簡単ではないからだ。
　そこでＴＯＴＯは、オリジナルのマイコンによる電子
制御技術を進展させるとともに、ポッティングについて
も他社とは一線を画す独自技術の開発を進めてきた。
この2つの技術によってウォシュレットは、厳しいトイ
レ環境でも快適で安定した動作を可能としたのであ
る。こうした研究を長年にわたって地道に進めてきた
エレクトロニクス技術本部は、ＴＯＴＯの技術の根幹
となるアクアエレクトロニクスの中枢を担っている。

ウォシュレットのグローバル展開

地球のどこでも
“ おしりを洗う ”
　現在ＴＯＴＯは、それぞれの国・地域に根差したグ
ローバル企業への道を歩んでいる。ＴＯＴＯのグロー
バルに対する考え方は、すでに“日本と海外”ではな
い。日本を含めたグローバルという認識のもとに、す
べての事業を進めている。
　商品開発や生産も例外ではない。ウォシュレッ
ト事業についていえば、2010（平成22）年から本
格導入したプラットフォーム設計（部品統合、機能
部の共通設計）を軸に、バルブユニットの自動組み
立てや、需要変動に対応するための「On Demand 

Production System」を展開し、すでに多くの実績
を挙げている。部品やユニットの共通化は着実に進
めており、米州や欧州など、これから本格化を目指す
地域への対応についても、体制強化を図っている。
ＴＯＴＯの重要商品であるウォシュレットは、グロー
バル・プラットフォーム設計を軸に、機能、コスト、
ローカル対応のいずれについても、これまでで最高レ

ベルの体制を構築しようとしている。
　それを裏付けるのが、マレーシアと中国で稼働す
る2つの生産拠点だ。1997（平成9）年5月からウォ
シュレット本体の組み立てを開始した、「ＴＯＴＯ KIKI

（MALAYSIA）SDN. BHD.（現 ＴＯＴＯ  MALAYSIA 

SDN. BHD.）」の工場では、日本、米州、アジア向け
のウォシュレットを生産している。2003（平成15）年
3月から日本向けウォシュレットの生産を開始した「東
陶機器（上海）有限公司（現 東陶（上海）有限公司）」
は、ＴＯＴＯが中国で高級ブランドの地位を確立した
ことにより、中国国内で販売する商品はすべて自国内
で生産していく体制の強化を進めている。
　ウォシュレットは、“おしりを洗う”という機能を世に
広めた商品である。一方でＴＯＴＯは、「セフィオンテ
クト」や「きれい除菌水」などの清潔機能、あるいは高
度な節水技術によって便器の機能を高めてきた。ウォ
シュレットと便器を一体化し、デザイン性を高めた商
品が「ネオレスト」であり、世界に“ウォシュレット一体
形便器”という新しいカテゴリーを創った。
　日本よりはるかにデザインが重視される海外におい
て、ネオレストはこれまでにない商品ながら、その機

能と優美なデザインにより、最高級ホテルやレジデン
スに採用されている。ネオレストを使用したお客様は
ウォシュレットの機能にも注目し、購入へとつながっ
ていく。日本市場の厳しい目で高めてきた機能と、こ
れまで海外市場でつかんできたデザイン力を統合し
たネオレストが新たなけん引役となり、ウォシュレット
のマーケットはさらに拡大しようとしているのである。
ウォシュレットの存在感は、グローバルに確実に高ま
ろうとしている。

図3　ウォシュレットのグローバル供給体制

エレクトロニクス技術本部での開発風景

ネオレストNX

日本2工場とマレーシア、上海の全4工場で生産・供給
TWT：ＴＯＴＯウォシュレットテクノ株式会社
TMS：ＴＯＴＯ MALAYSIA SDN. BHD.
TSC：東陶（上海）有限公司

TSC TWT

TMS

欧州

アジア
日本

米州
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誕生からのプロセス

“ 量 ” の時代に生まれた
2つの商品
　日本は終戦後20年足らずの短期間で、急激な経
済成長を遂げた。ホテルや住宅が大量に建設された
1960年代に生まれたユニットバスルームと洗面化粧
台が、暮らしを見つめ、水まわり空間に定着していく
過程をたどる。

初代ユニットバスルームの誕生

大幅な工期短縮を実現

　1964（昭和39）年の東京オリンピック開催は、成
長軌道に乗った日本の姿とともに、国際舞台への復
帰を世界に向けてアピールする絶好の機会ととらえら
れた。国立競技場などのスポーツ関連施設のほか、
海外からの観光客を受け入れるためのホテルも急ピッ
チで建設が進められていった。　
　日本初の超高層ホテルであるホテルニューオータニ
（17階建て、客室1058室）の建設が決まったのは、
オリンピックを翌年に控えた1963（昭和38）年1月で
あった。建設ラッシュで人手不足の上に、本来なら
3年かかるといわれる工期も17カ月しかないという非
常に厳しい状況の中、工期短縮に当たって大きな課
題となったのは、浴室をはじめとする水まわり工事で
あった。設計・施工に当たっていた大成建設株式会

社では、新しい工法案をメーカー数社に依頼、そのう
ちの1社がＴＯＴＯであった。
　この依頼を受けＴＯＴＯでは1963（昭和38）年7月
に開発プロジェクトを発足し、茅ヶ崎工場（神奈川県）
を中心に日々膨大な要件の検証を続けた。その結果、
現場での工程を簡略化するために、器具や給排水管
を組み込んだ腰下フレームと上部壁フレームをあらか
じめ工場で組み立ててユニットとして搬入する「セミ
キュービック方式」を開発した。また、軽量化して搬入
を容易にするため、1958（昭和33）年にＴＯＴＯとし
て初めて浴槽に実用化したFRP（繊維強化プラスチッ
ク）を、ユニットバスルームに応用した。浴槽だけでな
く洗面カウンターにもFRPを使用し、従来は2トン超の
浴室の重量を730kg程度まで削減した。
　さらに浴室に欠かせない防水性については、「防水
パン」というステンレス製の受け皿を新たに考案した。
これを、ユニットの躯体全体を受け止めるように設置
することで水漏れを防止できるようになった。
　こうした工夫と努力の結果、従来の在来工法では
1室当たり3週～1カ月必要な工期を、わずか3～5日
（うち組み立て1日）に短縮することに成功したのであ
る。1963（昭和38）年12月、1044室にユニットバス
ルームの正式採用が決定し、契約を結んだ。浴室工
事は、大成建設株式会社および株式会社西原衛生
工業所の協力を得て、工場製作から現場設置工事ま
で含めて約3カ月半で完了。初代「ユニットバスルー
ム」の誕生であった。施工性の高さだけでなく、メンテ
ナンス性、防水性、優れたデザイン性は、建築業界か
ら広く注目を浴びることとなった。ホテルニューオータニに納入したユニットバスルーム

現場での組み立ての様子

5
ユニットバスルームと
洗面化粧台の始まりと進化
──快適な暮らしの追求

ＴＯＴＯが、長年にわたって水まわりの常識に挑戦し続けた結果、
気が付けば、ユニットバスルームも洗面化粧台も当たり前のものとなり、
日本特有の“浴室文化”と“洗面文化”といえるまでに定着した。
既成概念にとらわれず、豊かな暮らしをこれからも追求していく。

6 8 6
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化が命題となった。1985（昭和60）年5月、ＴＯＴＯ
は洗面主体の洗面化粧台にシャンプー水栓を搭載
し、洗髪という新たな機能を付加した商品を発売し
た。それが初代「シャンプードレッサー」である。
　シャンプー水栓が付いた洗面カウンターは欧米
では以前から存在し、「日本でも同様の製品を」とい
うお客様の要望を受けた東京ガス株式会社から、
ＴＯＴＯが開発依頼を受けたことがきっかけとなる。
1982（昭和57）年、美容室向けのシャンプー水栓を
ベースに洗面器に取り付けた特注品を開発したこと
に続き、1984（昭和59）年には、専用のシャンプー
水栓とセットで、洗髪しやすい大きさの洗面器とカウ
ンターをトータルデザインした「デリシアシリーズ」を
商品化、業界に先駆けて発売した。
　デリシアシリーズ発売と同時に、自宅に洗面化粧台
のある主婦を対象とした調査を実施したところ、朝晩
の洗面や歯磨きだけでなく、実際には洗髪や白髪染
め、セーターや小物類の洗濯や漂白といった、これま
で明確に認識していなかったニーズが生じていること
が分かった。ＴＯＴＯはさらに洗髪に絞った市場調査
を実施し、女性の平均洗髪回数が増加していること、
頻度は少ないものの着衣のまま洗髪した経験を持つ
人が増えていることを確認。こうして「服を着たまま洗
髪できる洗面化粧台」が開発されることとなった。
　この新しい提案を、お客様へいち早くご提供したい
という思いのもと、1985（昭和60）年5月に10.5Ｌの
大形洗面ボウルとシャンプー水栓、抜け毛をキャッチ
するストレーナ付きの排水口といった、洗髪のための
基本機能を搭載した、初代「シャンプードレッサー」を
発売した。またこれと並行して、洗髪主体の本格的な
洗面化粧台の開発も進めていった。
　開発に当たっては、適切なシャワー位置を探るた
め、男女問わず開発部隊全員がモニターとなって、洗
髪を繰り返した。周辺に特殊な紙を敷いて、跳ねた水
の量を割り出し、適切な位置を決めた。また、排水口
の位置も髪が引き込まれない位置に変更した。さらに
19Ｌと大容量で、しかも美しさや使いやすさを考慮し
て、縁の薄い洗面ボウルを開発することも決まった。

し、一般家庭にも洗面化粧台が急速に普及していっ
た。そのような中、ＴＯＴＯは競争力強化のため1971

（昭和46）年より行
ゆくはし

橋工場（福岡県）でキャビネット
部の生産を開始。これが木工製品の内製化の始まり
となった。また、1975（昭和50）年4月には著名ファッ
ションデザイナーのピエール・カルダン氏のデザインに
よる「カルダン洗面化粧台」を発売。斬新なデザイン
が市場にインパクトを与え、当時としては異例の人気
となった。

マーケティングからの発想

洗髪ができる洗面化粧台
シャンプードレッサー開発
　1980年代に入ると日本市場の成熟化とお客様の
要望の多様化が進み、洗面化粧台は他社との差別

ユニットバスルームの量産・普及へ

標準化によって実現した
ストック生産方式
　東京オリンピック終了後、住宅産業は活況を呈し
ていく。ＴＯＴＯにはユニットバスルームの大量注文
が寄せられたが、受注後に物件ごとに開発・生産す
るオーダーメード方式では手間と時間がかかる上に、
在来工法に比べて割高であったため、需要に十分応
えられない状況であった。こうした課題を解決するた
め、1966（昭和41）年11月に集合住宅向け標準ユ
ニット「UB S-1」を発売した。これはＴＯＴＯが独自
にモジュール寸法を設定し、標準化したパネルを並
べて浴室を組み立てる「パネル方式」にしたことで、
物件ごとのサイズやタイプの違いに対応することを可
能にした。
　また、施工性も工夫され、UB S-1は建設中の現場
に搬入しやすくするため、壁、床、天井を3分割する
構造を採用した。しかも、組み立てをすべて内部から
行える“内組み構造”としたことにより、建築工事と並
行してユニット工事も可能になり、工期の短縮にさら
に貢献することとなった。
　標準化したパネル方式の開発により、部材を作り
置きするストック生産方式が可能になり、コストダウ
ンとともに増加し続ける受注に対応できる生産体制
の確立へと向かった。これによりユニットバスルーム

の可能性はさらに拡がり、高い防水性と工期の短さ
からアパート、マンションでも採用が進んでいった。
　1970年代半ばには、ＴＯＴＯは戸建住宅用のユ
ニットバスルームの開発にも取り組んだ。転機となっ
たのは、冬に積雪で作業ができない北海道での工期
短縮であった。1977（昭和52）年2月、工場で組み
立てを済ませる「キュービック方式」を採用した戸建住
宅用浴室ユニット「KBシリーズ」を発売。その工期の
短縮とユニットバスルームならではの保温性が評判と
なり、少しずつ全国へと普及していった。

初代洗面化粧台の誕生

洗面スペースに登場した
もう 1つのユニット商品
　ユニットバスルームの標準化実現と同じ1966（昭
和41）年、住宅の水まわり空間において、新たなユ
ニット商品が誕生した。それが、洗面ユニットである。
伝統的な日本の家屋には洗面スペースというものが
存在せず、洗面や歯磨きなどは台所の流しで行われ
ることが一般的だった。その後、1955（昭和30）年
に日本住宅公団（現 独立行政法人都市再生機構）が
設立されると、初期の公団住宅で壁掛洗面器が採用
されるようになったが、壁への固定や給排水管の壁
面への埋め込みなど大きな手間がかかっていた。そこ
で1966（昭和41）年、日本住宅公団は壁掛洗面器
を、木製のキャビネットに洗面器を固定した床置きの
洗面ユニット方式へと変更。ＴＯＴＯが、その要請を
受けて開発・納入したのが「洗面ユニット（JLU66）」で
あり、現在の洗面化粧台の原型となった商品である。
　ＴＯＴＯは公団仕様の洗面ユニットをベースに、一
般住宅向けの商品開発を開始。1968（昭和43）年1

月、カウンターや湯水混合水栓を付加し、カラーやデ
ザインに変化をつけて、商品としての魅力を向上させた
「洗面化粧台」を発売した。
　洗面化粧台は住宅需要の波に乗り、収納性や現
代的なデザインが人気となり、順調に販売を伸ばし
ていった。1970年代に入ると競合メーカーも増加UB S-1

カルダン洗面化粧台洗面化粧台

KBシリーズ

洗面ユニット（JLU66）
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衛生陶器の高い技術あってこその大形洗面ボウル
で、専用のシャンプー水栓と合わせＴＯＴＯの基幹事
業である衛生陶器と水栓金具の2つの技術を結集、
一丸となって短期間での商品化を実現した。
　こうして初代シャンプードレッサーを発売した翌
1986（昭和61）年5月に、本格的な洗髪洗面化粧台
となる2代目シャンプードレッサー「クリアシリーズ」「カ
ジュアルシリーズ」を発売し、市場に広く受け入れら
れた。“洗髪できる洗面化粧台”は広く知られるように
なり、若い女性が通学や通勤前に洗髪する“朝シャン
（朝のシャンプー）”をブームに押し上げていった。
　1987（昭和62）年に入ると社会現象といわれるま
でになり、“朝シャン”はこの年の「日本新語・流行語大
賞」（株式会社自由国民社）の新語部門・表現賞を獲
得した。朝シャンという言葉自体は、化粧品メーカー
のCMで広がったものだが、シャンプードレッサーとい
う商品無しには、ここまでの流行は無かった。ユニー
クな商品を出すＴＯＴＯの企業イメージも、朝シャン
ブームの中で認知が深まっていった。

る。入浴前後の衣服を脱ぎ着する場所であり、それま
で屋外に置かれていた洗濯機を洗面所に移して洗濯
をする場所にもなっていた。朝の身づくろいを含めた、
家庭における水まわり機能の集約化、一体化が進ん
でいったのである。
　こうした動向を踏まえてＴＯＴＯは1995（平成7）
年6月、洗濯作業の向上を狙って「ランドリードレッ
サー」を発売。他社に先駆けて搭載した壁付水栓は、
洗面ボウルを広く使えるだけでなく、水栓金具まわり
の清掃性の向上を実現した。また、洗面ボウル下部
のキャビネットの収納性を強化し、洗面空間での家
事機能の向上も新たな開発の流れとなっていった。
2009（平成21）年2月には、洗面空間の収納力、清
掃性のさらなる強化を図った「オクターブ」を発売。
キャビネット内の配管を奥にずらし、収納容量を従来
の1.5倍にした。
　こうしてしだいに洗面空間は、多彩な目的を持つ場
所となったことから、洗面化粧台にはさまざまな用途
を満足させるための多機能性が求められていった。

千葉東陶株式会社の設立

ユニットバスルーム
生産体制の拡充
　初代シャンプードレッサー発売と同じ1985（昭和

洗面空間の確立

洗面化粧台の
多彩な用途と機能
　1985（昭和60）年のシャンプードレッサーの発売
以降、20社を超える競合メーカーが次 と々洗髪用洗
面化粧台市場に参入していき、当時、年間120万台
とされていた洗面化粧台の市場は年間200万台と急
増、洗面化粧台はついに一家に1台以上設置される
ようになった。大形洗面ボウルの普及によって洗面化
粧台の横幅は500㎜から750㎜の大型サイズが主流
となり、また、大形洗面ボウルやシャンプー水栓は小
さな衣類の洗濯などにも使い勝手がいいことから、朝
シャンブームが去った後も標準機能となっていった。
　シャンプードレッサーは、洗面化粧台の付加価値を
デザイン重視だけでなく機能の追求にも向かわせた。
ＴＯＴＯでは機能強化に向け、水栓や衛生陶器の分
野で培った技術を次 と々投入していった。例えば、湯
の温度を一定に保つサーモスタットは、洗髪が加わる
とより重要な機能となり、これまで浴室用の水栓金具
などで蓄積された技術を活用した。
　シャンプードレッサーによる洗面化粧台の多機能
化、さらに1988（昭和63）年に「コンポーネント・Mシ
リーズ」「システム・Mシリーズ」を発売したことで洗面
ユニットの大型化も進んだ。同年には洗面空間をさら
に多目的な「グルーミングルーム」と位置付けて大々
的な展開を開始した。その背景にはバブル経済のも
と、洗面空間そのものを広くする傾向があったことか
ら、洗面空間の機能に変化が表れていったためであ

60）年、ユニットバスルームの出荷台数は毎月1万台
を超え、年率150％の伸びを記録した。ＴＯＴＯは新
たにユニット事業部を置き、翌1986（昭和61）年3
月には「千葉東陶株式会社（現 ＴＯＴＯバスクリエイ
ト株式会社）」を設立した。さらに翌1987（昭和62）
年には、部材の生産・在庫機能だけでなく、ユニット
の搬送に不可欠な約300ｍに及ぶトラックバースを
有した広大な佐倉工場（千葉県）を立ち上げる一方、
油圧式FRPプレス機を増設して浴槽だけでなく床も
機械で成形できるようにしたことから、大量生産が進
んでいった。続いて翌1988（昭和63）年には、生産
や出荷に合わせて必要な部材をタイムリーに供給で
きる立体自動倉庫も導入するなど、次 と々安定した生
産体制づくりを進めていった。
　こうした中で、さらなる事業の拡大と収益面の向上
を目指し、戸建住宅向けユニットバスルームの展開を
強化していった。

初代シャンプードレッサー クリアシリーズ

ランドリードレッサー

ＴＯＴＯグルーミングルーム読本（左）
グルーミングルームを4つのコンセプトで提案（上）

千葉東陶株式会社

油圧式FRPプレス機 立体自動倉庫

コンディショニング　 リフレッシュ

フィットネス クリーン
ステーション



6 9 36 9 2 ❺  ユニットバスルームと洗面化粧台の始まりと進化　

システムバスルームの登場

選べる戸建住宅向け
ユニットバスルームの開発
　1980年代後半、ユニットバスルーム全体の採用
率は、集合住宅向けが60％超を占める一方で、戸
建住宅向けは25％程度にとどまっていた。在来浴室
の方がデザインの自由度が高く、価格も割安だった
からである。ＴＯＴＯがこの状況を打開すべく打ち出
したのが、“自由なプランニング”という発想であった。
気密性や清潔度が高いというユニットバスルームの
利点はそのままに、床や壁の色や素材のほか、浴槽
やシャワーなどの器具類に至るまで豊富なバリエー
ションを用意し、お客様がオーダーメード感覚で選べ
るようにした。
　その第1弾が、1988（昭和63）年6月に発売した
戸建住宅用システムユニットバスルーム「フローピア」
であった。さらに改良を加えて1993（平成5）年8月
に発売した「NEWフローピア」では、バリエーション
を大幅に増やしたのと同時に、商品を選びやすくする
「セレクトシステム」を採用、壁パネル同士の継ぎ目と
なる目

め じ

地をなくした壁も評判を呼んだ。　
　画一的な大量生産の時代から個性を重視する時
代への転換期に、戸建住宅に適した商品開発を実現
したことで、1990年代からＴＯＴＯが取り組みを本
格化させた「リモデル（従来の増改築の概念を超えて、
提案をしていく活動）」において、システムバスルーム
は力を発揮していった。

壁を壊さずに済み、工期は大幅に短縮、お客様の負
担感も軽減された。
　全社的にリモデル事業への動きを加速する中で、戸
建住宅向け、マンション向けともにリモデルを想定し
た商品を投入したことにより、浴室事業に明確な反応
が表れてきた。お客様の日々の使いやすさに加え、組
み立てる人の立場にも立った商品開発への努力が、
2000年代に至りいよいよ実りを迎えようとしていた。

ユニットバスルーム業界に一大旋風

常識を変えた
カラリ床と魔法びん浴槽
　2001（平成13）年、新世紀の到来とともに浴室事
業では、従来の常識に挑戦した新商品を続 と々登場
させた。その先鋒となったのが、ユニットバスルーム
の業界に一大旋風を巻き起こした「カラリ床」である。
　高い水密性と気密性によって、水や湿気を浴室外
に漏らさない特性は、ユニットバスルームの特性であ
るが、それが仇となり、浴室内部が乾燥しにくく、床
面などに水が残りやすいという欠点もあった。しかし、
そのことは専門家にとっていわば当たり前で、各メー
カーや工事関係者があらためて疑問を抱くことは無
かった。
　ところが、ユニットバスルームの普及とともに、在来
工法の浴室からリモデルしたお客様の中から、「ユニッ
トバスルームは床が乾きにくい」という不満の声が多く
寄せられるようになった。乾きにくいのは当たり前では
ないのかもしれないと、お客様の声をきっかけに“乾き
やすい床”への挑戦が始まった。
　「ユニットバスルームの床から、いかにしてすべての
水を排水させるか」という課題の解決策は、試行錯
誤の果ての偶然から生まれた。「FRPのような水をは
じく撥

はっすい

水性の高い素材でも、速くスムーズに排水させ
れば、床面の水の残留を防げるのではないか？」と開
発当初から過酷で長期にわたる床面の使用環境を考
え、化学的な表面処理などを付加するのではなく、
排水溝パターンなどの物理的な方法で恒久的に機能

を保持させる方向で検討を進めていた。しかし、速く
スムーズに排水させるという観点で作成したあらゆる
溝パターンはまったくうまくいかなかった。
　八方塞がりの中、開発担当者がカッターでランダム
に無数の傷を付けたFRPのサンプル床が思いがけな
い突破口となった。これまでにない抜群の排水性能
を示したのである。
　それからは、その性能の要因となる水の動きをひた
すら研究していった。何パターンもの溝を刻んでは水
を掛け、排水の流れを観察し、今まで思い至らなかっ
た“新たな排水手法”を理論的に構築していった。
　こうして行き着いたのが、水を速く流すのではなく、
少量の水をあえて停滞させ、その水を使って大きな水
滴の表面張力を壊しながら溝に引き込み、ゆっくり確
実に排水させるという新たな排水手法と、それを成し

市場に現れた新たな動き

リモデルを想定した
商品の登場
　1990年代後半は、日本経済が後に“失われた10

年”と呼ばれる不況期にあり、こうした厳しい状況の
中、全社的に打ち出したのが、リモデル事業の本格
化であった。
　ユニットバスルームにおいて、リモデルに対応した
最初の動きは戸建住宅から始まった。1996（平成8）
年6月、ＴＯＴＯは浴室のリモデル工事の際に搬入が
容易となる、浴槽と洗い場の床が分割された商品を、
戸建住宅用システムバスルーム「フローピアKMシリー
ズ（ハーフ床分割）」として発売した。一方で、洗面化
粧台においては、市場に参入してから30年余り経過
し、狭い洗面所でも簡単に取り替えできる商品の要
望が高まっていた。そこで面倒な配管工事無しで洗面
化粧台の取り替えができる「リモディ」を2001（平成
13）年6月に発売し、リモデル需要に対応した。
　さらに2002（平成14）年7月には、「床大型点検
口」を搭載したマンション用リモデルバスルーム「WZひ
ろがるシリーズ」を発売。従来のマンションでのリモデ
ル工事は、配管作業のために、脱衣所の壁などほか
の場所も壊さなければならない大掛かりなものであっ
たため、お客様に精神的な負担を与えることもあっ
た。床大型点検口は、洗い場の床に大きな穴を開け、
配管作業を行った後にふたで塞ぐという、これまで誰
も考えなかった発想から生まれた。穴を開けたことで

フローピアシリーズの
ポスター（上）とカタログ（右）

床大型点検口

カラリ床

フローピアKVシリーズ

表面張力を壊し、
確実に排水するメカニズム

誘引・
導水作用水滴浴室床面

導水路 排水
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得る理想の溝パターンであった。翌朝には靴下で入
れるほどカラリと乾くカラリ床の誕生であった。
　2001（平成13）年9月にカラリ床を採用した「フ
ローピアKVシリーズ」を発売すると、市場の反応は凄
まじいものとなった。床という構造部材にパターンだ
けで確実な排水という機能を持たせたのである。戸
建住宅やマンション向けユニットバスルームの注文は
急増。販売店やショールームでは、「カラリ床をくださ
い」という指名買いの声が聞かれるという、ＴＯＴＯの
ユニットバスルーム史上過去に例の無い商品となっ
た。各社も類似の商品を相次いで発売したため、翌
朝には床が乾くという機能は、瞬く間にユニットバス
ルームの“当たり前”となった。
　また、カラリ床に続いて2004（平成16）年8月に
は、6時間たっても湯温低下はわずか2℃以内（従来
品は約1.5時間で2℃低下）、という良好な保温性能

した。また、建築現場での組み立てにおいても、商品
の組み立て方法が共通化できるため、技術の習得や
向上が容易になるという効果をもたらした。そして、製
造面では、金型などの設備投資費の大幅なコストダウ
ンを達成、段取り替えの省略など生産性も向上するな
ど、また1つ事業としての体質強化を実現できた。

常識への挑戦

日本発の水まわり文化発信へ

　1964（昭和39）年にホテルニューオータニへ納入

を有する「魔法びん浴槽」を搭載した「フローピア魔法
びん浴槽シリーズ」を発売した（図1）。魔法びん浴槽
の機能は、後に高断熱浴槽に関する国の標準規格の
ベースになるほどの業界スタンダードとなった。
　その4年後の2008（平成20）年にはカラリ床の材
料となるFRPの硬さの克服に挑戦し、畳のような“柔
らかさ”を実現し、断熱性も付加した「ソフトカラリ床」
を、2012（平成24）年にはさらに性能を高めた「ほっ
カラリ床」を、2016（平成28）年には床表面の改質
を行うことでお掃除性能を向上させた「お掃除ラクラ
クほっカラリ床」を搭載した商品をそれぞれ発売し、
いずれも市場をリードしていった。

開発・生産の最適化による体質強化

たゆまざる革新の成果

　2000年代に市場を驚かせた商品は、“お客様のご
要望を第一に考えお客様に支持される商品を出して
いけば、必ず結果はついてくる”という信念のもと、新
しいことにチャレンジしていく精神が醸成されてきた
成果であった。その結果、2001（平成13）年度の浴
室事業は目覚ましい成績を挙げる。“商品が持つ力”と
“常識への挑戦こそお客様から支持される商品開発に
つながる”という信念は、確信へと変わったのである。
　2012（平成24）年、新商品投入のスピードアップ
とさらなる生産性の改善という命題のため、床構造
のプラットフォーム化を実施する。その実現に当たり
戸建住宅用・新築マンション用・マンションのリモデル
用などの主力商品に関しては、基本構造を統合した。
実質的なコストを抑えるのはもちろんのこと、開発の
パワーを集中させることで、さらに新しい価値を生み
出す活動へとシフトできる体制を整えた。
　併せて見直したのは商品そのものだった。部材を複
数の層に分割し、各層には1つか2つだけの機能を持
たせる「レイヤー構造」を考案、事業部の総力で主力シ
リーズの床構造を統一した（図2）。レイヤー構造の採
用によって使用する素材や技術の自由度が高まり、部
品の共通化が可能になったことで展開スピードも向上

したことから始まったユニットバスルームは、日本の
住宅産業の興隆とともに、拡大の一途をたどり、今
では日本の浴室市場におけるユニット化率は90％に
達するまでになった。ユニットバスルームによる浴室
空間の隣で、洗面化粧台は洗面空間をますます多機
能化・快適にする製品として確固たる地位を築いてお
り、日本特有の浴室文化・洗面文化といえるほど定
着している。
　これまでを振り返れば、ＴＯＴＯにあるのは、世の
中を変えるほどの商品を一番に出し続けていきたいと
いう想いであり、その“開発力”こそが受け継がれてき
たものといえる。
　視線を海外へ向けたとき、海外では、バスタブ・洗
面カウンター・トイレが一体となった空間がほとんど
であり、実際に現時点でＴＯＴＯが海外で主に販売
しているのも、単体の浴槽や、空間の中に配置する
ための洗面器である。
　日本と海外では建築文化や入浴文化が異なり、海
外には海外の常識が存在する。ＴＯＴＯは、さまざま
な国・地域の文化や習慣を理解しながら、お客様の
暮らしの質を豊かにする空間を提案し、その空間に
合ったより良い商品を提供するための努力をしていく
だけである。
　日本で独自の発展を遂げた浴室空間や洗面空間
で培ったさまざまな技術・文化を、トイレ空間で築い
てきたＴＯＴＯのブランド力を活かしながら、どのよう
に海外の商品へ展開・発信していくのか、海外の水ま
わりの常識に対する挑戦は始まったばかりである。

図2　床構造のプラットフォーム化

ソフトカラリ床（左）
従来品（右）
（外気温0℃、室内温度5℃の条件で床
に15秒間乗ったときに、足の裏の温度
の違いを表すサーモグラフィ） 現在の浴室空間と洗面空間 中国など海外で提案している空間

床柄・カラリ

柔軟性

排水勾配・
断熱性

剛性

ソフトカラリ床

プラットフォーム化以前の床構造は、商品シリーズごとにバラバラだった

機能分割型のレイヤー構造

魔法びん浴槽

6時間で2℃しか下がらない、
優れた保温性能

魔法びん浴槽の保温性能

32℃

34℃

36℃

38℃

40℃

42℃

0 1 2 3 4 5 6（時間経過）

6時間
たっても
約－2℃

約－7℃
従来品は
約1.5時間で
約－2℃に

図1　魔法びん浴槽の構造と保温性能
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入浴スタイルの変化

日本人の憧れだった  
シャワーのある暮らし
　第2次世界大戦の敗戦により一時は荒廃を極めた
日本の住宅事情も、公団住宅の整備をはじめとする
政府や自治体による住宅政策の推進により、しだい
に改善されていく。入浴環境についても、都市部で
は1950年代までは銭湯の利用が中心であったが、
住宅事情の改善と並行してしだいに住宅での浴室保
有率が高まっていった（図1）。とはいえ、1960年代
までの住宅における給湯環境は、キッチンはガス小
型湯沸器、内風呂はガス風呂釡、と別々に分かれて
いるのが一般的であった。
　この当時日本人の羨望の的となったのは、欧米の
映画やテレビドラマに登場するような、セントラルヒ
ーティング完備の家に住み、蛇口やシャワーの湯を
ふんだんに使うという生活スタイルであった。それは
まさに豊かさの象徴であり、いつでも手軽に汗を流し
たり洗髪ができるシャワーは、次なる住環境へのステ
ップアップの目標とされていた。

ホテルから一般住宅へ

住宅用シャワーバス金具  
H Sシリーズの発売
　住宅用に先駆け、日本でシャワーの導入が進んだ
のはホテルであった。ここで、シャワーには欠かせな
い、湯と水を混ぜて使用する混合水栓の技術が発展
し、現在使われている、2ハンドル・ミキシング・サー
モスタット・シングルレバーという混合方式4種類の基
礎が確立される。
　ＴＯＴＯは、1952（昭和27）年には、湯と水の量
を1つのハンドルで調節できる「埋込形ミキシングバル
ブ」を発売した。さらに東京オリンピック直前の1962

（昭和37）年6月には、「埋込形サーモスタット」を発
売。また、1968（昭和43）年9月には、1つのレバー
ハンドルで開閉から湯水の量の調節まで自在に操作
できる「シングルレバー混合栓」を発売した。
　しかし、これらの水栓金具を住宅用に展開するに
当たって問題となったのが、湯水それぞれの水圧差で
あった。ホテル用の水栓金具では湯も水もほぼ同じ
圧力で供給されるが、住宅用では給湯器を通った後
の湯側の圧力は水側に比べて低く、従来の技術をそ
のまま適応することはできなかった。また、瞬間湯沸
器にシャワーを組み合わせた場合、給水圧力が低い

6
進化する水栓金具
──水を極め、生活を変える

いつでも湯が使えるシャワーは、かつて庶民の憧れであった。
今やさまざまな技術進化を遂げ、標準的な住宅設備として普及している。
今後は、日本のみならずグローバルへ向けて
さらなる水栓金具の進化は続く。

図1　公衆浴場数と浴室保有率の推移

＊浴室保有率は上記（　）の期間内に建設された、浴室のある住宅の割合
出典：厚生労働省「衛生行政報告例」（公衆浴場数）
 総務省統計局「住宅・土地統計調査」（浴室保有率）

埋込形ミキシングバルブ（左上）
埋込形サーモスタット（右上）
シングルレバー混合栓（左）
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でいいのか」「ほかにも商品価値を高める要素がある
のではないか」「技術進化がないのではないか」などの
疑問や悩みを抱くようになった。
　そして、そこから浮かび上がってきたのが、“そもそ
も水栓金具とは何か？”という問いであった。だが、そ
の答えは1つではなかった。なぜなら、一口に水栓金
具といっても、浴室、キッチン、洗面所それぞれで求
められる仕様が違うからである。だが、そう考えてみる
と、この問いには答えを出すことができた。水栓金具
とは、水と人とのインターフェイスである。ならば、や
るべきなのはそれぞれの用途、シチュエーションにお
ける“水の出方を極める”ことであった。
　1990（平成2）年6月、ＴＯＴＯは「fシリーズ」を発
売。その特徴は、多彩なシャワーバリエーションであ
った。通常タイプの「スプレー」に加え、滝に打たれる
ような感覚が楽しめる「うたせ湯」、断続的な吐水で
刺激を与える「マッサージ」、スポーツ後や入浴後に
体を冷ます効果が期待できる霧雨状の「ミクロ」、一
点に吐水を集中させて刺激する「スポット」、気泡を
取り込んで水はねを抑えた泡まつ状の「ソフト」など、
まさに水を極めることを目指した多彩なシャワーを商
品化した。
　バス水栓（バスタブに湯をためるための水栓）では、
小さな滝を思わせるような流れを演出した「滝状水
栓」をラインアップした。これは現在も根強い人気を
誇る商品となっている。
　一方、台所用水栓金具においては、実際のキッチ

お客様の支持を得た。
　その後も、よりインテリア感覚に近いデザイン性を
備えた水栓金具「エバジオンシリーズ」や「Kシリーズ」
を投入した。中でも1986（昭和61）年11月に発売し
た「エバジオンシリーズ」では、水栓金具だけでなく、
便器、便座、洗面器、手洗器、浴槽、アクセサリー、
タイルをお客様がトータルコーディネートできるように
品揃えし、専用のロゴマークも設定した。
　これらのデザインシリーズを支えたのは、職人技と
もいうべき生産現場の高い技術力であった。デザイナ
ーの感性を技術で実現し、バリエーション豊かな水
栓金具を展開していった。

水を極める

fシリーズの発売

　デザインシリーズが成功した要因の1つに、時代性
があった。1980年代半ばから始まった、いわゆる“バ
ブル経済”の到来である。こうした時代背景の中、き
らびやかな意匠に包まれたデザインシリーズは、時代
の空気と完全にマッチし、市場に歓迎された。しかし、
そこにＴＯＴＯの経営陣は、水栓事業部の危機を見
いだす。「ものづくりの原点に立ち返るべきではない
か」という声のもと、事業部内では新たな動きが始ま
ろうとしていた。
　水栓事業部がＴＯＴＯの社内外と情報交換を進め
るうちに、「新商品開発はデザインバリエーションだけ

と瞬間湯沸器が着火しないケースもあった。これを解
決するため、湯側の通水抵抗を少なくするあらゆる工
夫を重ねていった。
　その努力によって、低水圧でも安全に使用でき、全
体の吐水量も十分に確保した初めての住宅用シャワ
ーバス金具が、1978（昭和53）年5月に発売した「HS

（Home Shower：ホームシャワー）シリーズ」である。
快適なシャワー状態には、42℃の湯が毎分6～18

Ｌ吐水されることが必要となるが、HSシリーズでは季
節による水温の変化（冬5℃、夏25℃）にかかわらず、
十分な吐水量を得ることができた。
　シャワーとカラン（蛇口）の吐水を切り替えることの
できる一時止水機能付2バルブ式水栓の登場により、
それまではホテルでしか体験できなかった快適なシャ
ワーが、一般住宅にも急速に広がっていった。

ファミリーシリーズ  サーモスタットシャワーバス金具

エレガントシリーズ  サーモスタットシャワーバス金具

　こうしたものづくりの背景には、オイルショック後の
不況で顕在化した住宅産業の低迷の中、より付加価
値の高い商品が求められたことがあった。

デザインバリエーションの時代へ

多くのデザインシリーズ発売

　シャワーが一般住宅に広がった1980年代に入る
と、市場からはより高いデザイン性が要求された。水
栓金具にも機能だけでなく、お客様の多様な好みに
合わせて、色や形、素材を選択できることが重要視さ
れていった。ＴＯＴＯは、1981（昭和56）年3月発売
の「ファミリーシリーズ」から、1987（昭和62）年7月
発売の「Kシリーズ」まで、7種のデザインの水栓シリー
ズを世に送り出した。
　1981（昭和56）年6月発売の「エレガントシリーズ」
は、1種類の水栓金具に対して10種類のカラーバリ
エーションを用意した。優雅なフォルムとビビッドな色
使いが、従来の水栓金具の常識を打ち破り、多くの

HSシリーズ
サーモスタットシャワーバス金具（左上）
ミキシングシャワーバス金具（右上）
2バルブシャワーバス金具（左）

うたせ湯スプレー スポットミクロマッサージ

fシリーズ  シャワーバリエーション
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ンでさまざまなものを洗う試験を行い、あらゆる対
象物に最適な水の出方を研究した。その過程で生ま
れたのが、おたまを洗っても周囲に水が飛び跳ねない
「ソフトスプレー吐水」だった。これは、その後各水
栓メーカーがカタログで必ずアピールするほどポピュ
ラーな機能になっている。
　このようにして、浴室・キッチン・洗面に適した水の
出方を追求して生まれたfシリーズは、水栓事業部に
大きな成果をもたらした。それは、コアテクノロジー
志向の定着であり、さらに、デザイン、設計、技術、
生産の各部門とのものづくり活動が活性化したことで
ある。これを起点に、水栓事業は新たな段階に向かう
こととなる。

すべての壁を破れ

ものづくり改革

　1990（平成2）年後半に入ると、それまで続いた
過熱景気が、日本銀行の急激な金融引き締めや大

脱鋳物に挑戦

鋳物技術の未来を見つめて

　1994（平成6）年9月発売の「ニューファミリーシ
リーズ」、1995（平成7）年11月発売の「ニュージョ
イシリーズ」は、革新的な技術を織り込んだ商品とし
て、業界に大きな衝撃を与えた。それはまさに業界
の常識への挑戦であった。
　当時、“水栓金具＝鋳物製品”であり、鋳物の製造
は、銅合金を溶かして砂型に流し込むことが基本で
ある。従って、作業環境の維持には多くの労力とコス
トを必要とした。そのため、中小の企業では劣悪な
環境もしばしば見られ、これが水栓業界では長年の
課題となっていた。その解決の1つの手段が、“脱鋳
物”であった。水栓業界において長年鋳物技術のトッ
プを誇ってきたＴＯＴＯが、あえてこの新たな技術に
挑戦したのである。
　挑戦したのは、水栓金具の本体に耐食性に優れ
た管材を採用し、金属以上の強

きょうじん

靱さを持つスーパ
ーエンジニアリングプラスチックの機能部を組み合
わせて、通水路を構成する技術だった。これこそは、
ＴＯＴＯの得意とする金属加工技術と超精密樹脂成
型技術の融合であった。この２つを組み合わせること
は容易ではなかったが、新しい発想を実現化する強
い生産の現場力が技術開発を成功に導いた。
　また、革新的な技術開発によって従来以上の機
能を持った商品を生み出すと同時に、将来にわたっ
て安定的に供給できるよう、コストをゼロから見直し

蔵省（現 財務省）銀行局による総量規制により急速
に収縮していく。いわゆる“バブル崩壊”である。
　これを受け、ＴＯＴＯ社内においても早急な路線
変更が議論された。中でも強い危機感を抱いていた
のは、水栓事業部だった。それは、バブル崩壊という
経営環境への危機感だけではなく、水栓金具を取り
巻く環境の変化に起因するところも大きかった。
　その1つは、1980年代の好景気の中、ユニットバ
スルームをはじめとした水まわり商品のシステム化率
が向上したことにあった。システム化の拡大は、水栓
金具の施工を大きく変化させ、ＴＯＴＯにとって重要
なお得意様である水道工事店の立ち位置にも変化
が表れてきた。新設住宅着工戸数の低下も顕著とな
り、今後もこれまでのように既存の販売ルートに依
存することはできないかもしれない、という危機感が
湧き上がったのである（図2）。
　さらに規制の自由化の脅威があった。日本におけ
る規制緩和の方向性は明確であり、それは住設業界
においても同様であった。遠からず、低価格の海外製
品が日本市場に入ってくることは十分に予想された。
これらの問題の解決には、抜本的なコスト構造の見
直しが必要であった。こうして、将来を見据えたもの
づくり改革が始まった。

た。自ら高め続けてきた鋳物技術を、未来に向けて
見直すことに挑戦した結果、商品価値を上げながら
コストダウンを目指すコスト改革を実現した。

ＴＯＴＯのオンリーワン技術

SMA（形状記憶合金）
サーモの開発
　ニューファミリーシリーズ・ニュージョイシリーズに
搭載されたＴＯＴＯのオンリーワン技術、「SMAサー
モ」も、業界を驚かせた（図3）。この機構は、熱を感
知する心臓部に世界で初めて形状記憶合金（SMA：
Shape Memory Alloy）を使用した。このSMAのコ
イルとバイアスバネとの釣り合いによって、湯と水の
混合比を調節するのだが、従来に比べ圧倒的だった
のはその反応スピードであった。
　水栓のサーモスタットで長年問題とされてきたの
は、断続的に温水シャワーを使用する際に発生する、
オーバーシュートだった。オーバーシュートとは、湯と
水との温度調整が使用に追い付かず、一瞬高温の湯
が出てくる不快な現象である。これまで水栓に用いら

図2　新設住宅着工戸数の推移

出典：国土交通省「建築着工統計調査報告」（新設住宅着工戸数）

従来のサーモ

一時止水後に再吐水した時の吐水温度変化

SMAサーモ

バイアスバネ SMA（形状記憶合金）コイル

図3　SMAサーモ

滝状水栓

ソフトスプレー吐水

ニューファミリーシリーズ  サーモスタットシャワーバス金具 
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れていたワックス素材では感知速度に限界があり、こ
の現象を完全に抑えこむことは不可能とされてきた。
唯一の解決策は、より早く温度変化を感知し制御で
きる素材を見つけることだった。そこで浮上したのが
SMAであった。
　SMAを使ったサーモスタットのアイデア自体は、古
くから検討されてきた。しかし、水圧に負けない強さ
や、温度によって比例的に力が変化するSMAを作る
技術は、これまで実現されなかった。ＴＯＴＯは、日
本の有力な鋼材メーカーとタイアップして、これを実
現する技術を開発したのである。
　この技術が与えた衝撃は、水まわりや住設機器の
業界にとどまらなかった。1995（平成7）年、スイス
のローザンヌで開かれた、形状記憶合金に関する国
際会議「’95 ICOMAT（アイコマート）」でＴＯＴＯが
SMAサーモを発表すると、世界中の研究者から賞賛
の声が寄せられた。さらには、SMAサーモの産業利
用によって、日本のSMA総生産量を15％も増やすと
いう、驚くべき相乗効果をもたらした。
　ニューファミリーシリーズ・ニュージョイシリーズで
はこのほかにも、15％も吐水量を減らしながら快適
性を維持した“節水シャワー”やサーモスタットシャワ
ーバス水栓の湯側を水の通路で覆うことで水栓金具
表面が高温になるのを防ぎ安全性を高める“本体断
熱構造”など、いくつもの新技術を搭載した。
　常識に挑戦したコアテクノロジーの革新は、リモ
デル（従来の増改築の概念を超えて提案をしていく

「どのようなシチュエーションで役立つものなのか」と
いう説明が必要だということであった。
　キッチンメーカーはキッチンというシステム商品全体
で、ハウスメーカーは家全体で、「その部材がどのよう
に使われるのか」「使われたとき、どのような効果があ
るのか」という発想で水栓金具を評価するからだ。求
められるのは、空間におけるトータルな美しさであり、
快適さであった。
　また、マーケティング面でも発見があった。ＴＯＴＯ
が提案する技術や商品に対し、メーカーの反応は常
に明快であり、そこから得られた情報は開発の方向
性などにストレートに活かすことができた。
　こうした経験は、社内のシステムキッチンを扱う事
業部はもちろん、ユニットバスルームやレストルームを
扱う事業部とのコラボレーションにも活用され、新し
い発想の商品開発に結び付いていった。さらには、リ
モデル事業の一環である、大建工業株式会社、YKK 
AP株式会社とのTDYアライアンスでも、その真価を
発揮した。
　コアテクノロジーを活かした、“癒やしの空間”や“安
全で衛生的で清潔な住宅”の実現という、技術開発
にとどまらない空間発想が水栓金具の進化をリードし
ていく時代へと、ステージは進んだのである。
　この時代から水栓事業部が大事にしてきたキー
ワードがある。節水・省エネ、安全性（Safety）、操作
性・視認性、施工性、清掃性、静音性の「6S」である
（図4）。変化していく社会背景の中、6Sを開発のよ

りどころに、コアテクノロジーを進化させていった。
　商品としては1996（平成8）年11月、節水と高い
操作性の追求によって生み出した「クリックシャワー」
の発売に続き、2000年代になると心地よい刺激に
よって血流量の増加やマッサージ効果をもたらすシャ
ワーヘッド「ワンダービート」を2002（平成14）年11
月に、水栓におけるUD（ユニバーサルデザイン）を
追求し、“回す”から“押す”への操作革命を実現した
「タッチスイッチ水栓」を2004（平成16）年2月に発
売し、いずれも日本市場で高い評価を得た。
　このような中、2003（平成15）年5月にはユニーク
な商品が誕生した。オーバーヘッドシャワー、ボディー
シャワー、ハンドシャワーを一体化した多機能シャワー
「シャワーバー」である。それまでの多機能シャワー
は、配管を壁に埋め込み、壁面に器具を取り付けて

活動）の需要取り込みが事業課題であった水栓事業
に、大きく貢献した。

挑戦は続く

6Ｓをよりどころに
コアテクノロジーを進化
　このような取り組みを通して、事業部内には「コアテ
クノロジーこそ我々の原点」という共通認識が形成さ
れていった。だが、同時にコアテクノロジーを、どのよ
うにお客様の暮らしに活かしていくか、という課題も
大きなテーマとなっていった。そうした意識を育む機
会となったのが、システム商品やハウスメーカーとの
数々のコラボレーション（協業）であった。
　これらのメーカーに対しては、1990年代からアプ
ローチを開始していた。その経験から学んだのは、単
に商品を売り込んでも相手にされない、その技術が

’95 ICOMAT

ハウスメーカーとの意見交換

図4　6Sの当たり前化

［社会背景と6S］

a 地球環境配慮  節水・省エネ

b 高齢化・弱者対応  安全性（Safety）  操作性・視認性

c 建築工法・施工の変化  施工性

d 男女雇用機会均等  清掃性

e 五感敏感  静音性

ワンダービート タッチスイッチ水栓クリックシャワー

当時の研究開発風景
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シャワーシステムとして構成していたが、シャワーバー
は1本のバー（管）の中に3種類のシャワー機能を持っ
ており、止水バルブや温度調節バルブを内蔵してい
た。それらのバルブをバーの中に収納した設計と製造
技術との高次元な組み合わせによって実現した商品
で、大がかりな給水配管工事が不要なため、多彩な
シャワーをより気軽に楽しむことができた。
　シャワーバーは、ＴＯＴＯが水まわり器具を提供す
るシステム商品のメーカーとのコラボレーションから
生まれた。日本では入浴といえば“浴槽に入る”ことが

ーとの競合において問題となってきた。そこで、海外
拠点との間に積み上げてきた信頼をベースに、グロー
バルで構造・部品を共通化した「REIシリーズ」を企画
し、2012（平成24）年に発売。中国・インドネシアの
各拠点において、共通図面で運用し作り上げた。これ
が、水栓事業のグローバル展開におけるプラットフォ
ーム化の先駆けとなった。

グローバルブランド水栓を目指して

ＴＯＴＯらしい技術と
美しさの融合
　美しいデザインと、その中に埋め込まれた高度なコ
アテクノロジー、これがＴＯＴＯの水栓金具である。コ
アテクノロジーは進化を続け、2010年代になると“浴
び心地”といった人の感性までも設計値へと変換し、
快適な浴び心地を確保しつつ、従来のシャワーに比
べ約35％もの節水を実現した「エアインシャワー」のほ
か、「脈動エアイン」や「ジャイロストリーム」などの多様
な吐水技術を生み出した。
　ＴＯＴＯのシャワー技術は世界でも認められ、2015
（平成27）年には、「エアインオーバーヘッドシャワー」
が世界的な環境賞を受賞した。21世紀のＴＯＴＯが
目指すものは、それぞれの国・地域に根差した商品を
展開し、その国のＴＯＴＯになることである。
　今後の海外における水栓金具の需要は、アメリカ、
欧州の既存市場に加え、中国・インド・ASEAN地域な

一般的だったが、欧米のように“シャワーを浴びる”こ
とを好む方々の増加に対応したものであり、ＴＯＴＯ
がそれまで培ってきた空間発想と6Sのコアテクノロジ
ーを組み合わせたのである。
　高機能や設置の容易さに加え、外観も全体がメタ
ル調ですっきりまとまったデザインが、日本国内の高
級物件市場だけでなく、台湾を中心とした海外でも
人気を博しグローバル展開につながっていった。アメ
リカ市場からは、他社にない商品が求められ、開閉
バルブ部をタッチ式にし、よりスタイリッシュなデザイ
ンへと改良した「ネオレストシャワーバー」を2007（平
成19）年に発売した。
　グローバル展開を進めていく中、こうしたハイデザイ
ンへのアグレッシブな動きと並行して進められたのが、
海外の市場ニーズをとらえることであった。そこで、市
場を最も知っているアメリカ・中国をはじめとする海外
の各拠点が、現地で商品の開発から生産・販売まで
をできるよう、各拠点の意向を尊重し、フォローする
開発体制をとった。これにより、海外の各拠点とのコ
ミュニケーションを重ね、信頼関係の構築が進んだ。
　しかし、海外事業の成長に伴い、各国・地域ごとの
開発による非効率性がコストを押し上げ、海外メーカ

どでも加速していくと見込まれている。まずは現状に
おける自己の実力を見極め、先行する欧州メーカー
に追い付くことが当面の目標となる。
　具体的には、最高級の商品領域においてはオンリ
ーワン技術とハイデザイン商品によるブランド醸成活
動を今後も進化させる。それと同時に中高級の商品
領域では、プラットフォーム設計によるコスト競争力
を強化した商品を素早くボリューム展開していくこと
を目指す。そのためには、地域ごとに異なる法規制や
許認可の情報を迅速かつ正確に把握し、日本と各
国・地域の開発部門が今まで以上に連携していかな
ければならない。
　2017（平成29）年3月、フランクフルトで開催され
たISH（International Sanitary and Heating: ドイ
ツの国際住宅設備見本市）において、ＴＯＴＯはかつ
てない規模での展示を行った。ここで披露したのは技
術の展示にとどまらず、具体的なお客様のベネフィッ
トにつなげ、世界の各国・地域においてブランディング
と販売活動に結び付けていく活動であった。ＴＯＴＯ
が、総合的な力を世界に展開するステージとなった。
　ＴＯＴＯが目指すのは“美しい水栓”。そこには、グ
ローバル市場をリードしうるハイデザインとともに、水
栓金具を水と人とのインターフェイスと考え、6Sを大
事にし、時代とともに磨いてきた、水を極める技術が
ある。日本発のシャワー技術が、今度は世界のお客
様の生活を変える日までＴＯＴＯの水栓金具の進化
はまだまだ続く。

進化したコアテクノロジーによって実現した吐水技術　左から、エアイン、脈動エアイン、ジャイロストリーム

従来の多機能シャワー シャワーバー ネオレストシャワーバー

REIシリーズ
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需要拡がる工業材料

現代社会に不可欠な
ファインセラミックス
　“セラミックス”は陶磁器やガラスなどの窯業製品全
体を表し、その中でも“ファインセラミックス”は優れた
性質や機能を有するセラミックスという意味を持つ。
ファインセラミックスは、今や鉄をはじめとする金属材
料、プラスチックなどの有機材料と並ぶ3大工業材料
であり、現代の工業社会において不可欠な存在となっ
ている。日本では1950年代から研究が始まり、当初
は“特殊磁器”あるいは“ニューセラミックス”と呼ばれ
ていた。1970年代に京セラ株式会社の創業者・稲盛
和夫氏が、化学業界におけるファインケミカルに匹敵
するとしてファインセラミックスという名称を提案した
ことから徐々に広まり、日本ではこの言葉が定着した。
ちなみに海外では、“Advanced Ceramics”という呼
び方が一般的である。現在の情報通信の世界で進行
している、携帯電話やウェアラブル端末を活用した自
動車や家電をはじめとした生活のスマート（情報）化
は、ファインセラミックスの需要をますます高めている。
　ファインセラミックスは、ICパッケージ（集積回路の
保護絶縁用基板）などの電子デバイスをはじめ、医療
用の人工関節や人工歯、自動車用部品、燃料電池な
ど幅広い領域に拡がっている。言い換えれば、こうし

た利用目的に沿って、高度に精選された原料を精密
に調整して組成し、確実に制御されたプロセスで製造
される工業材料が、ファインセラミックスであり（図1）、
ＴＯＴＯは、産業界が求める、精密性・耐久安定性・耐
熱性・電気特性などといったさまざまな側面からの需
要に応え得る、高度なセラミック商品を提供している。

水まわりではない新領域への挑戦

衛生陶器から
ファインセラミックスへ
　ＴＯＴＯがファインセラミックスの本格的調査・研究
に着手したのは1976（昭和51）年、まだニューセラミ
ックスと呼ばれていたころである。日本では1973（昭
和48）年の第1次オイルショックによる経済混乱が続
き、多くの企業が新たな事業戦略を迫られていた。
ＴＯＴＯも第2次5カ年計画を3年で打ち切って、1976

（昭和51）年度を初年度とする第3次5カ年計画を発
表し、黒河隼人8代目社長は、新商品、新分野への
挑戦の重要性を強調した。ファインセラミック事業へ
の第一歩は、こうした激動する時代状況の中で住設
機器の分野以外にも活路を見いだすべく踏み出され
たのである。
　1978（昭和53）年11月に茅ヶ崎工場（神奈川県）
内に延べ面積1250㎡の研究所が竣工し、ファインセ

 

図1　ファインセラミックスの概念図

7
未来を支える
ファインセラミックス
──水まわりで鍛えた技術が活きる新領域事業

ファインセラミックスは、高度情報化社会を支える重要な工業材料。
IoTなど通信ネットワークのさらなる拡大が予想される中、
世界に高度な素材を提供するＴＯＴＯのファインセラミックスは、
水まわりで鍛えた技術をベースに、未来の社会を支えていく。

ファインセラミックス

高度に精選された
原料

精密に調整された
組成

確実に制御された
製造プロセス

航空宇宙

など

エネルギー

消費材

自動車医療
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ままでは実用に適していなかった。この問題を解決し
たのがファインセラミック製のICパッケージで、高い性
能で繊細なICを保護することができたため、1970年
代には大型コンピューターをはじめ産業機器の発達と
ともに需要が大きく伸びていった。
　ＴＯＴＯでは、1982（昭和57）年からICパッケージ
の研究を開始。高価な生産設備も導入して事業化に
取り組んだが、社内向けを除いて主だった成果を挙げ
ることができず、1990（平成2）年にはこの分野から撤
退した。ICパッケージでは先行している企業が複数あ
り、コストや納期においてはすでに規模の競争の段階
に入っていたのである。
　しかし、この挑戦は決して無駄ではなかった。ICパ
ッケージの印刷技術や積層成形技術は、後の「静電
チャック」の開発において活かされていった。
　また、1987（昭和62）年には「ハイブリッドIC」の生
産を開始した。この年にＴＯＴＯブランドで発売したガ
ス給湯機「カスタムμ16」では、従来の4分の1という
超小型化を実現するキーデバイスとして、セラミック事
業部のハイブリッドICを用いた。この当時ハイブリッド
ICは、ウォシュレットなどにも採用され、まさにＴＯＴＯ
のアクアエレクトロニクス（水と電気を融合した新しい
暮らしの機器を形成する技術）を支える存在であった。
　ハイブリッドICは、ICパッケージ撤退後も自社製品
向けに生産を続け、1997（平成9）年からはファイン
セラミック事業から分離し、エレクトロニクス事業に移
管した。それまでに培った経験と技術がほかのエレク
トロニクス事業と集約され、ＴＯＴＯとしての体制強化

ラミックバルブを構成している部品）は、金属材料が抱
えていた腐食や摩耗の問題を解決するとともに、高い
摺
しゅう

動性（滑りやすさ）によって滑らかな動きを実現す
るものとして実用化された。ＴＯＴＯがこれを採用した
ことで、水栓金具のコンパクト化とデザインの向上に
も大きく貢献していくこととなった。
　その後も自社製品向けの開発は続き、1983（昭和
58）年にホームサウナ用「セラミックヒーター」、1987

（昭和62）年にはウォシュレット用「セラミックヒー
ター」を供給した。

ファインセラミックスと I C

電子セラミックスへの挑戦

　セラミック事業部を設置した1984（昭和59）年当
時に期待を集めていた商品として、ファインセラミック
スの主要用途の1つである「ICパッケージ」があった。
20世紀半ばのアメリカで開発されたトランジスタやIC

は、外部からの湿気や強い光などに極端に弱く、その

ラミックスを含む無機素材やその他有機素材など、新
分野の研究を進めた。
　そして、翌1979（昭和54）年3月には茅ヶ崎工場に
研究開発本部を設置し、本格的な商品づくりを開始
する。ファインセラミックスは金属の鋳造と似た鋳込み
で成形し、軟らかい段階で複数のピースの接合や穴
開け加工が行えるため、大型、異形、中空構造を持
つ部材の製造が可能となる。しかも焼成後には、研削
やラップ仕上げといった表面を平滑にする加工技術に
よって、きわめて高精度の製品を製造することができ
る。こうした大型の鋳込み成形技術や焼成技術、研
磨加工技術は、いずれもＴＯＴＯが衛生陶器や水栓
金具で独自に培ってきた技術であった。
　当初は、精密定

じょうばん

盤（測定の際に基準となる水平な
台）や測定工具、機器部品などの構造材料からスター
トした。1982（昭和57）年には、「ＴＯＴＯ精密セラミ
ックス」として発売し、高い技術評価を受けることがで
きた。大型セラミック部材については、競合他社との
間に一線を画す高度な技術として、現在も発展し続け
ている。
　また、スタートまもないＴＯＴＯのファインセラミック
スの評価を高めたのが、一連の大型精密測定器や測
定工具類であった。中でもオールセラミック製の「エア
スライド」は、ガイド軸と可動部を持つユニット品で、
超精密産業の製造装置向け部材として、半導体製造
装置メーカーや計測機器メーカーなどからの受注が
増えていった。
　このようなファインセラミックスをめぐる活発な動き

の背景には、第1次、第2次オイルショックの経験によ
り、日本全体に脱石油の機運が高まっていたことがあ
る。石油由来のプラスチックからファインセラミックス
へと、ファインセラミックスに対する産業界の期待は大
きく、各種需要予測も豊かな将来性を示していた。陶
磁器業界のほか、ガラス・鉄鋼・非鉄金属業界など幅
広い企業がこの分野に参入して、1980年代にはブー
ムとも呼べるほどの活況を呈したのである。
　新設住宅の着工戸数に影響を受けない事業の拡
大を目指すＴＯＴＯにとっても、技術や人財の蓄積が
あり、自動車産業など住宅以外の新領域進出への可
能性を秘めたファインセラミック事業には、ことのほか
期待が大きかった。そうした事情を背景として、1984

（昭和59）年12月には、研究開発本部から分離独立
する形で、セラミック事業部を設置したのである。

ファインセラミックスとＴＯＴＯ水まわり商品

自社製品の進歩に貢献

　こうした新分野への展開と並行する形で着実に
実績を挙げていったのが、1981（昭和56）年に量
産を開始した水栓金具向け「セラミックバルブ」など、
ＴＯＴＯの水まわり商品向けの部品である。産業界で
ファインセラミックスが注目を集める中、水栓金具をは
じめとする各事業部でも新素材であるファインセラミ
ックスへの関心や需要が高まっていった。
　最初に医科用水栓に搭載し、その後シングルレバー
混合栓にも用いたアルミナ製「セラミックディスク」（セ

ガイド軸
大型の液晶パネルや半導体などの製造装置に使われる大型セラミック部材

エアスライド
半導体・液晶露光装置などで位置決めをサポートする高精度なものさし部材

シングルレバー混合栓向けセラミックバルブ

ウォシュレット用セラミックヒーター

ハイブリッドIC
電子回路の小型化のために部品を超小型化して高密度に集積配線したもの
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につながったことは、2000年代以降、アクアエレクト
ロニクスに特化した技術・体制が拡充していく原動力
の1つとなった。

ファインセラミックスでつかんだ手応え

エンジニアリングセラミックス
への挑戦
　電子セラミック分野では苦戦したものの、一方では
手応えが得られる分野も見いだしていた。耐熱性・高
強度・高硬度・耐摩耗性といったファインセラミックス
の特性を活かし、製造装置や工作機械などへの利用
を図った“エンジニアリングセラミックス”である。
　ＴＯＴＯは、高剛性や高精度を活かした測定工具
やエアスライドをはじめ、「静電チャック」のような半導
体製造装置の部品、「光フェルール」や「レセプタクル」
のような光通信部材、また電子記憶媒体のデータの
読み書きに使われる磁気ヘッド部品など次 と々手掛け
ていった。
　1983（昭和58）年から量産を開始したVTR（Video- 

tape Recorder）用の「セラミック磁気ヘッドスライダ
ー」は、ピーク時には月産500万個、事業部売り上げ
の大半を占めるまでに拡大した。さらに1990（平成2）
年からは、パーソナルコンピューター市場の拡大によ
り、FDD（Floppy Disk Drive）用セラミック磁気ヘッ
ドスライダーの開発にも取り組んだ。しかし技術進歩
と変化が予想以上に速く、VTR用は1999（平成11）
年に生産停止、需要が急速に縮小したFDD用も2001

成13）年の“ITバブル”崩壊で一時的に数字を下げた
時期もあったものの、ほぼ右肩上がりで成長を続けて
いる。現在では日本国内外の主要な半導体製造装置
メーカーと緊密な連携のもと、常に次世代に向けた研
究開発を継続している。
　1980年代はトライアンドエラーを繰り返しながらフ
ァインセラミックスの幅広い可能性に挑戦した時期と
いえる。この時期に獲得した実績や知見を基に、未来
に向けた軌道を定める1990年代へと向かうのである。

1 9 9 0 年代の「選択と集中」

ＴＯＴＯならではの領域に特化

　1990年代の日本は経済活動全般が停滞し、各企
業で“選択と集中”（得意とする事業分野を明確にして
経営資源を集中する経営戦略）が進められていった。
1980年代に脱石油を掲げて多角化を図った日本企
業は、本業回帰や経営のスリム化に取り組むこととな
った。ＴＯＴＯのファインセラミック事業は1994（平
成6）年に、1980年代のトライアンドエラーを冷静に
総括し、PPM（Product Portfolio Management：経
営資源の配分の優先順位を決めて投資などの効率化
を図る手法）分析を進めていった。
　その結果、半導体・液晶・光通信・照明の各業界に
おいてＴＯＴＯのファインセラミックスは強みを発揮で
きるが、同時に業界全体を俯

ふか ん

瞰して、将来の方向性
や流れを的確に把握できる人財が必要であると結論
づけた。そして今後は、次の3点を進めることとなった。

（平成13）年には開発を中止するなど、結果的に磁
気ヘッド部品の分野からは撤退した。
　1983（昭和58）年には、ＴＯＴＯが実用化に成功
したオールセラミック製のエアスライドの生産も開始
され、大学や企業の研究機関には、高精度かつ長期
間精度を維持する信頼性が評価され、導入が進んだ。
またエアスライドは、ナノメートル（1ｍの10億分の1）
の線幅で回路を刻む必要があるデバイスを、高速で
大量に生産する半導体露光装置の構造部材として、
欠くことのできないものとなった。
　また、現在ＴＯＴＯのファインセラミックスの主力
商品となっている静電チャックは、半導体製造装置
において真空中でシリコンウエハを固定するための中
核部品として使用されている。開発を開始したのは
1982（昭和57）年。電子ビーム露光装置用の静電チ
ャックの開発に取り組み、ＴＯＴＯは静電チャックの
実用化に向けて先

せんべん

鞭をつけた。次にECR（Electron 

Cyclotron Resonance）エッチング装置用として実用
化に取り組むが、吸着離脱特性の不安定さや、割れ
や歩留まりの悪さを解消できず、悪戦苦闘の末に装
置搭載を断念した。一度は頓挫したかに見えた静電
チャックであったが、他社との共同開発により、初めて
エッチング装置用静電チャックの実用化に成功した。
ＴＯＴＯが当初から取り組み、実用化への道を切り拓
いた、まさにＴＯＴＯのファインセラミックスを代表す
る商品といえる。
　静電チャックの量産開始は1988（昭和63）年で、
1990（平成2）年後半から出荷が伸び始め、2001（平

（1）エアスライドや静電チャックへのさらなる注力
（2）高精度商品で差別化が可能な光フェルールの生

産強化
（3）ＴＯＴＯが伝統的に強みを持つ鋳込み大型商品、

一体形アルミナ発光管などの強化
　さまざまな業種が参入したファインセラミック業界に
あって、ＴＯＴＯの存在価値を発揮できる領域を見定
め、特化することを決めた転換点であった。
　領域を絞るのと併せて、大型投資も実行した。
1992（平成4）年4月には、大分県中津市に中津第
二工場（現 ＴＯＴＯファインセラミックス株式会社
本社・中津工場）が竣工し、ファインセラミック商品
の生産拠点統合を目指すと同時に、1994（平成6）
年6月には、福島県双葉郡楢葉町に光フェルールの
専用工場として「東陶オプトロニクス株式会社（現 

ＴＯＴＯファインセラミックス株式会社）」を設立し、生
産体制の強化と集約を図った。
　一連の大型投資に対する経営の想いを今日に伝え
るのが、中津第二工場の「定礎の辞」である。当時の

VTR用のセラミック磁気ヘッドスライダー
磁気テープとの摺動からヘッドを保護するための部材 中津第二工場

東陶オプトロニクス株式会社

静電チャック
携帯電話やパソコン、自動車などに内蔵される半導体を製造する装置内の部材 中津第二工場  定礎の辞
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古賀義根11代目社長が揮
き

毫
ごう

した、「さらなる需要の
増大にそなえ事業のいっそうの発展を期して ここ中津
市田尻崎の地に世界最尖端を志向するニューセラミ
ックスの生産拠点を建設する」の言葉と想いは、現在
もセラミック事業部に受け継がれている。

I T バブルとリーマンショック

経済の荒波を乗り越えて
「TOTO  Vプラン 2 0 1 7」へ
　パーソナルコンピューターの普及が進んだ1990年
代末になると、インターネットの利用が急速に拡大し
ていく。中でもアメリカでは、インターネット関連の企
業に対して過剰な投資が集中し、いわゆる“ITバブル”
が引き起こされた。
　ITバブルは光ファイバー網の整備につながり、関連
商品の売り上げを押し上げたが、一時的な好況はや
がて破綻した。その影響は部材メーカーにも及び、反
動減によって事業縮小や倒産に追い込まれる企業も
現れた。
　ＴＯＴＯでも、1999（平成11）年から2000（平成
12）年にかけて、通信インフラに欠かせない光フェル
ールとそのアセンブリ商品であるレセプタクルの売り上

場の縮小はいかんともしがたかった。
　こうした苦難の末に得た教訓と実績は、2009（平
成21）年に発表した長期ビジョン「ＴＯＴＯ Vプラン
2017」の達成に向けたビジョンと方針策定の糧となっ
た。住設機器以外の新領域事業としても社会の発展・
地球環境に貢献することを掲げ、「差別化できる商品
を魅力的な品質および価格でタイムリーに供給してお
客様の満足を得ること」を目指す姿とした。そのため
に、市場、位置取り、ＴＯＴＯ技術競争力、ROA、技
術の引き出し、ＴＯＴＯらしさ、社員のやる気などの視
点から事業を検証し、総合的に“選択と集中”を行って
いく考え方を示したのである。

東日本大震災による危機

続く試練と闘って得たもの

　2011（平成23）年3月11日、未曽有の災害であ
る東日本大震災が発生した。地震・津波に続いて起
こった東京電力福島第一原子力発電所の事故は、
ＴＯＴＯから光フェルール・レセプタクル・ボンディング
キャピラリーの生産拠点を奪ってしまう。福島県の楢
葉工場と富岡工場の両工場が避難対象区域に入って
しまったのである。
　ＴＯＴＯの商品は高い品質が評価され、シェアの大
きいものもあっただけに、生産ラインの喪失は世界中
のお客様に影響を与えることとなった。ＴＯＴＯは、震
災対応の基本方針として、「安全第一」「お客様・社員
をはじめとするステークホルダーへのご迷惑や不安の
最小化」などのほか、「ファインセラミック事業継続の
維持・最大化」を立て、関係者は一丸となって対応に

当たった。その結果、光フェルールは他社にOEM生
産を依頼、レセプタクルはＴＯＴＯウォシュレットテクノ
株式会社茨城工場（茨城県）に移し、関係部門との協
業によりわずか約1カ月後には生産ラインを立ち上げ
た。また、ボンディングキャピラリーは、外注先の在庫
を活用して3月23日に出荷を再開、同時進行で中津
第二工場の生産ラインを立ち上げた。避難対象とな
った工場の社員も被災者だったが、茨城工場や中津
工場に異動してライン復旧に力を注いだ。また、被災
した社員の中には、営業部門や他の製造グループ会
社に異動した社員もいた。まさにＴＯＴＯグループが
一丸となり力を尽くし迅速に対応したことで、驚異的
な復旧を成し遂げた。
　このように短期的な対応は次 と々実施したものの、
長期的に見るとＴＯＴＯが再度同レベルの設備を整え
ることは、事業の採算上現実的ではなく、結局光フェ
ルールについては撤退を余儀なくされ、楢葉工場と富
岡工場での事業継続は断念した。
　震災後、ＴＯＴＯウォシュレットテクノ株式会社茨
城工場ではレセプタクルの生産設備を増強し順調に
事業は拡大、現在ではＴＯＴＯファインセラミックス株
式会社の重要な生産拠点となっている。

げが急増した。光フェルールは、光ファイバーを接続
する部品であり、光信号の通過をスムーズにするため
には、高い同軸性（軸がずれないこと）が求められる。
当時世界中で光通信が急拡大していく状況で、大量
供給が求められた光フェルールの市場には、一部に
低価格の粗悪品も出回った。市場の目が厳しくなる中
で安定した高品質が評価されたＴＯＴＯは、高精度が
要求される分野でやがて50％を超える世界シェアを
獲得するに至る。これは、「良品と均質」を社是に掲げ
るＴＯＴＯのまさに面目躍如であった。
　ＴＯＴＯは旺盛な需要に応えて一部の工場に大規
模な設備投資を実行することを決定、工事は順調に
進んでいった。ところが、売り上げを過去最大に伸ばし
た2000（平成12）年度以降は、急激な反動減が襲っ
てきた。最新設備の新工場となるはずだった東陶オプ
トロニクス株式会社の富岡工場（福島県）は、残念な
がら操業を目前にして光フェルールの生産を取りやめ、
縮小という苦渋の決断を下さざるを得なかった。市況
の変化に迅速に対応したＴＯＴＯは、2001（平成13）
年中に光通信関係の事業の整理統合を進めていった。
　大規模投資の活用を諦めるといった犠牲を払いつ
つも、ITバブルの崩壊を乗り越えたファインセラミック
事業は、立て直しに向けて静電チャック事業の拡大
などに取り組んだ。商品の中には、生産しているのは
世界中で数社のみというものもあり、セラミック分野
での存在感が増していった。世界最大の展示会に出
展してセラミック技術をアピールするなど、積極的に日
本国内外の市場に働きかけていた2008（平成20）年
秋、いわゆる“リーマンショック”で世界経済は大きな
打撃を受ける。ＴＯＴＯの技術力が認められても、市

インターネット関連株価が急騰しITバブルが進行
（「日本経済新聞」1999年1月7日）

光フェルール

生産ラインを立ち上げた茨城工場からの初出荷

レセプタクル
光ファイバーケーブルと光通信機器
（ルーターやトランシーバーなど）を
接続するための部品

ボンディングキャピラリー
ICチップとリードフレームを金線でつ
なぐためのツール

富岡工場
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　ファインセラミック事業は、何度も想定外の試練に
見舞われたが、思い切った決断やグループ会社との
連携、そして決してくじけない意志などで乗り越えてき
た。東日本大震災での危機は、「ＴＯＴＯのファインセ
ラミックスが無いと生産に支障が出る企業が世界中に
ある」ということを社員が再認識する機会にもなった。

世界初の焼かないセラミックス誕生

大きな可能性を持つＡＤ法

　ITや通信にかかわる先端技術は、そもそもワールド
ワイドである。ファインセラミック事業の海外売上比
率も、2010（平成22）年度の48％から2015（平成
27）年度には76％にまで高まっている。この間、急速
に普及したスマートフォンを取り上げると、2011（平
成23）年時点で世界市場の販売台数10位以内に位
置する日本系メーカーは1社だけだった。一方、世界
市場におけるスマートフォンの販売台数は、2011（平
成23）年の4億9500万台から2013（平成25）年には
10億400万台と2年間で倍増。世界を相手にすべき
事業分野なのは明白といえる。
　2013（平成25）年以降、ＴＯＴＯのファインセラミ
ックスが海外売上比率を急速に伸ばした要因には、
新たな技術の開発があった。それが、世界で初めて焼
成工程無しでセラミック膜を形成する「エアロゾルデポ
ジション（AD）法」である（図2）。1999（平成11）年か

ミックスは、衛生陶器や食器などで鍛え上げた技術を
基盤とし、独自の事業を築いてきた。時代の流れや天
災に翻弄され、もがきながらも世界中に商品を提供し、
支えていくという使命感を途絶えさせることはなかった。
　ＴＯＴＯのファインセラミックスは、半導体や液晶の
製造装置メーカーにとって、事業を次の段階にステッ
プアップさせるためには欠くことのできない技術になっ
ており、ＴＯＴＯは開発段階からお客様との綿密な連
携を図り、長い間に築き上げた信頼関係をベースにビ
ジネスを発展させている。それによって、携帯電話や
コンピューターをはじめとする現代社会を支えるさま
ざまな機器に用いられている、CPUやメモリーなどの
高速演算デバイスや記憶デバイス、液晶画面などの表
示デバイス、インターネットシステムのキーパーツの供
給に間接的に貢献しているのである。
　20世紀後半から急速に発展した携帯電話をはじ
めとする移動通信ネットワークは、高速化・大容量化
の進展により、今世紀に入ってさらなる発展を見せて
いる。さまざまな「もの」がインターネットに接続して互
いに制御する“IoT（Internet of Things）”や、産業構
造の抜本的な変革を目指す“インダストリー4.0”など、
通信ネットワークの爆発的な拡大が予想される中、そ
の基盤を支えるファインセラミックスの可能性もさらに
大きく膨らもうとしている。
　次世代に向けた半導体や液晶の量産が必要となる

ら12年の歳月をかけ、ＴＯＴＯが工業技術院機械技
術研究所（現 国立研究開発法人産業技術総合研究
所）と共同で進めてきた研究が、2011（平成23）年に
初の実用化として結実したのである。日本国内におい
ても、数々の産業賞を受賞するなど、日本国内外から
高い評価を受けている。
　その製膜メカニズムの原理は、音速領域にまで加
速したセラミック微粒子を、基材に衝突させることで
破砕・変形を起こし、基材にアンカー層を形成すると
いうもの。これを次々に繰り返すことで、活性な新生
面が結合し、緻密な膜へと成長するというものだ。セ
ラミックスは高温で焼成することが常識だが、AD法は
常温で緻密なセラミック膜を作り出すことができる革
新的な技術である。
　現在応用されているのは、半導体エッチング装置へ
のセラミック膜の形成である。ドライエッチングにおい
ては、プロセス中に数千Ｗのプラズマ熱が発生する。
これが装置内部の真空チャンバー内壁を腐食してパ
ーティクル（微小ゴミ）を発生させ、半導体デバイスの
歩留まりを低下させる。このチャンバー内壁にセラミッ
ク膜を形成することにより、パーティクル発生を激減
させるのである。この技術が世界中の半導体製造装
置メーカーに評価され、現在次 と々採用が進み、2013

（平成25）年以降高い事業の伸びを示している。
　AD法による膜の生成は、すでにほかのさまざまなセ
ラミック素材でも可能なことが実証されている。同様
な用途においても多様な展開が想定され、実用化に
向けて進んでいる。将来に向け、きわめて大きな可能
性を持った技術であることは間違いない。
　ＴＯＴＯのファインセラミックスは、常にこうした新
技術の開発に取り組んでいる。開発スピードが速く、
ともすれば商品サイクルの短い業界にあって、技術力
の高さは未来を開くカギともいえる。

ファインセラミックスが支えるもの

独自技術で未来社会創造に貢献

　研究開始からおよそ40年、ＴＯＴＯのファインセラ

中、ＴＯＴＯのファインセラミックスは、独自技術でそ
れを下支えし、未来社会創造に貢献することを目指し
ている。

図2　AD法によるセラミック製膜

AD法でイットリアコーティ
ングされた半導体製造装
置部材

図4　ＴＯＴＯのファインセラミック事業の売上高推移
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東日本大震災
ITバブル崩壊

①セラミック微粒子を
　加速して、　
　ノズルから高速噴射

②セラミック微粒子を
　基材に衝突させ、
　破砕・変形して膜が形成

セラミック微粒子と
ガスのエアロゾル

ノズル

セラミック膜

基材

③基材の所望の
　面に製膜

図3　時代の最先端を支えるファインセラミック商品

キーテクノロジーを支え
未来社会を創造する

ＴＯＴＯのファインセラミックス

キーデバイス

未来社会

表示デバイス半導体 光通信

独自素材開発 設計技術 生産技術 評価解析技術
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日本企業のメセナ活動の始まり

芸術文化支援と
社会貢献活動の拡がり
　1980年代後半、欧米の企業で拡がっていた“メセ
ナ活動”が、日本においても景気の急速な拡大ととも
に拡がっていった。メセナ（mécénat）は芸術文化支
援を意味するフランス語で、日本では、即効的な販
売促進・広告宣伝効果を求めるのではなく、社会貢
献の一環として行う芸術文化支援という意味で知ら
れるようになった。1990（平成2）年2月には企業メ
セナ協議会（現 公益社団法人企業メセナ協議会）が
発足し、その活動が知られるようになるとともに、企
業が行う社会貢献活動という広義の意味で、“メセ
ナ”という言葉も定着していった。
　同年11月には、経団連（現 一般社団法人日本経
済団体連合会）においても、企業の経常利益・個人
の可処分所得の1％相当額以上を自主的に社会貢
献に活かすことを活動の主旨とした“1％（ワンパーセ
ント）クラブ”を設立。社会に向けて、企業による社会
貢献活動の意義と理解を促した。

ギャラリー・間の開設

建築の楽しさ・素晴らしさを
伝えるために
　芸術文化支援の機運が日本において高まる中、
ＴＯＴＯでは1984（昭和59）年7月、デザイン顧問
委員会DAC（Design Advisory Committee）を設
置した。委員長をグラフィックデザイナー・田中一光
氏に、委員を建築家・安藤忠雄氏、デザイナー・川
上元美氏、プロダクトデザイナー・黒川雅之氏、デ
ザイナー・杉本貴志氏にそれぞれ委嘱し、事業活動
に関するアドバイスを受けていた。その中で、「建築
家、アーティストなどのための会議や催し物、作品発
表のギャラリーとして、プロを集めること」「企業の宣
伝とは見せない運営、すなわち社会還元、文化活動
であるという姿勢を貫くこと」というアドバイスを得て、

「ギャラリー・間（MA）」の開設という構想に至った。
ＴＯＴＯは、水まわりを中心とした商品による、新し
い生活文化の創造という社会貢献だけではなく、事
業活動とは直接関係しない文化活動によっても、社
会に貢献しようと考えたのであった。
　1985（昭和60）年10月、ＴＯＴＯ乃木坂ビル（東
京都港区）の一角にギャラリー・間を開設した。名称
は、人間・時間・空間それぞれの間合いという意味を
込めて、間

ま

の1字とし、DACのアドバイスに従い、文
化活動に対する社会貢献であるという姿勢を貫くた
め、“ＴＯＴＯ”という名称はあえて付けなかった。そ
して、その目的は、文化活動の中でも建築に注目し、
建築の楽しさや素晴らしさを社会に広く伝えること、
次世代クリエーターを育成すること、それらにより建
築文化の発展に貢献すること、とした。
　海外の建築家の展覧会は多方面から歓迎された。
また、日本の建築家やクリエーターを紹介する展覧
会や講演会、各種イベントも高い評価を得た。
　ギャラリー・間の活動を支えるＴＯＴＯのスタッフ
には、当初は学芸員の資格や経験を持つ者が少な
かった。それにもかかわらず、建築家が個展を開くと
いう発想そのものが日本に無かった時代に、外部に
任せることなく、自分たちの手で運営を始めた。全員
がキュレーター（展覧会の企画・構成・運営を担うも
の）として建築家と直接やりとりをしながら、今日のス
タイルを作り上げてきた。それを支えたのが、ギャラ
リー・間運営委員会であった。田中一光氏をはじめと

8
ＴＯＴＯの社会貢献
──これまでも・これからも続けていく使命

創立以来、“社会の発展への貢献”を企業理念としてきたＴＯＴＯは、
1980年代に「ギャラリー・間」「ＴＯＴＯ出版」をスタートして、
文化活動を通じた社会貢献を推進した。
2005（平成17）年にはCSR経営のもと、「ＴＯＴＯ水環境基金」を設立。
水環境を中心とした課題の解決を目指す市民活動の支援などに取り組んだ。
そして、2015（平成27）年、ＴＯＴＯは創立100周年の記念事業として、「ＴＯＴＯミュージアム」を開設。
新しい生活文化を創造し社会の発展に貢献してきた歴史を、
創立の地から広く世界に発信している。

7 1 6

ギャラリー・間ロゴマーク（上）
ＴＯＴＯ乃木坂ビル（2018年、
右）



7 1 97 1 8 ❽  ＴＯＴＯの社会貢献

文化活動の成果と展望

継続してこそ発揮できる力

　バブル崩壊後、ＴＯＴＯは経営環境の厳しい中で
も、ギャラリー・間とＴＯＴＯ出版を基軸とする文化
活動を継続した。
　ギャラリー・間では、2008（平成20）年、「安藤忠
雄建築展  挑戦─原点から─」を開催。安藤忠雄氏
の創作の原点に立ち戻り、実質的なデビュー作の住宅
「住吉の長屋」を原寸大で再現した展覧会であった。
狭い建物の中央3分の1を中庭とした大胆な設計の展
示は、多くのマスメディアでも取り上げられて話題とな
り、期間中には約4万人という来場者数を記録した。
　2010（平成22）年には、開設25周年を機に運営
委員を改選し、特別顧問に安藤忠雄氏、委員に建築
家・岸和郎氏、建築家・内藤廣氏、グラフィックデザイ
ナー・原研哉氏、デザイナー・吉岡徳仁氏が就任した
（2018年3月現在は、安藤忠雄氏のほか、建築家・
妹島和世氏、建築家・千葉学氏、建築家・塚本由晴
氏、建築評論家・エルウィン・ビライ氏の4氏が委員に
就いている）。さらに名称を「ＴＯＴＯギャラリー･間」
に変更した。名称に“ＴＯＴＯ”を冠したことについて、
当時の張本邦雄15代目社長は「今後もＴＯＴＯとい
う企業が社会的責任を持って社会貢献活動、文化
活動を継続していくというメッセージだ。これからも期
待してほしい」と語った。これにより、ＴＯＴＯギャラリ
ー・間は新たな時代へと踏み出した。

めた想いを正しく伝えたり、共有することが重要であ
り、それは企業の1つの仕事として大事にしていきた
いという想いがあった。社員は長期間にわたって建
築家や著者と向き合い、より良い信頼関係を構築し
ていった。
　ＴＯＴＯ出版の活動形態は、企業出版に分類され
る。企業出版には、一般的な事業形態である商業出
版と違い、出版事業単体の収支のみにとらわれずに
活動を進められるという面がある。ＴＯＴＯ出版では
それを強みとして、社会のニーズはあるが、企業出版
でなければできない書籍の出版に挑戦している。人
生を豊かにする1冊を作り続け、建築・デザイン・生
活文化の向上に貢献していくこと。その根底には、お
客様に価値を提供するＴＯＴＯの良品主義の精神が
ある。

するDACメンバーの5氏が1985（昭和60）年に委員
として就任したものである。
　展覧会で取り上げるのは、「現在、アクティブに活
動している人。将来の活躍が期待できる人」である。
そのため、多くの新人たちにも機会を提供してきた。
バブル崩壊期に多くの企業がメセナ活動から撤退し
ていく中にあっても、展覧会の回数を減らしはしたが、
決してあきらめることなく、クオリティの高い情報を発
信し続けてきた。2000（平成12）年からは、全国各
地の大学での巡回展と講演会にも力を入れ、毎回こ
れらをセットで開催した。それまでに培ってきた大学
とのネットワークを活かした巡回展は、学生に展示の
準備や設営などにかかわる機会を提供することで、若

手建築家の育成の一助となった。さらに、開催地域
の建築士団体や建設業界の方々を招いた懇親会な
ども開催し、建築家間の交流を促し、建築業界の活
性化に貢献した。この息の長い活動こそ、ＴＯＴＯが
大切に考えている“社会から必要とされる会社”に向け
ての取り組みであり、“生活価値を創造し提供する”と
いうＴＯＴＯの姿勢を、ものづくりとは違った角度から
社会に発信し続けるものであった。ギャラリー・間は
質の高い活動を守ることで、日本のみならず海外の専
門家たちからも認められる存在となっていった。

ＴＯＴＯ出版誕生

人生を豊かにする 1 冊を

　ギャラリー・間の活動に新たに出版活動を加える
ことで、さらに広がりを持った社会貢献とお客様との
コミュニケーションを図ることを目指し、1989（平成
元）年11月、「ＴＯＴＯ出版」をスタートさせた。
　当初は、“都市・人・水”をキーワードに、ＴＯＴＯが
本業としている事業領域に関連した専門書から、誰
でも気軽に楽しめる水まわり空間に関する読み物ま
で、都市と人との問題や人と水とのかかわりなどをテ
ーマとした出版活動を行った。その後、しだいに建築
分野の書籍を中心に据えた活動にシフトしていった。
そして、ギャラリー･間が開設から10年を迎えたこと
を記念し、1995（平成7）年よりギャラリー・間での
展示を書籍化した『ギャラリー･間叢

そうしょ

書』を刊行した。
これは、世界の建築家・デザイナーの思想や価値観
をテキストで記し、さらに豊富なビジュアルを用いて、
記憶にも記録にも残し、世界中に伝えるものであっ
た。ギャラリー・間とＴＯＴＯ出版、両者が連携するこ
とで、ＴＯＴＯの文化活動に多面性と奥行きの深さ
がもたらされたのである。
　ＴＯＴＯ出版の設立に当たっても、ギャラリー･間
と同様に、専門的な技術や経験を持ったスタッフは
少なかったが、人財の多くは“自前主義”を貫いた。こ
れは、ＴＯＴＯの文化活動の基本的な方針であった。
企業が行う文化活動の場合、企業がその活動に込ギャラリー・間で初めて開催した展覧会（1985年）

ＴＯＴＯ出版の出版物と直営書店
「Bookshop ＴＯＴＯ」（上）
ギャラリー・間叢書『場の変様』
（1995年、左）

実物を原寸大で再現した安藤忠雄氏の展覧会（2008年）

ギャラリー・間 運営委員　前列左から、杉本貴志氏・安藤忠雄氏・黒川雅
之氏、後列左から、川上元美氏・田中一光氏
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　2011（平成23）年に発生した東日本大震災後に
は、「311 失われた街」と題した展覧会と「311 ゼロ
地点から考える」と題したシンポジウムを開催した。
展覧会では、東日本大震災が引き起こした“事実”を
展示することにより、東日本大震災を多視的に総覧
し、「この震災で何が起き何が失われたのか、そして、
そこから何を学ばなければならないのか」を問う場に
した。模型の制作に当たっては、13の大学の学生が
現地に赴き、街に暮らす人 と々話し合いながら実測
や調査を行った。こうした活動を通して、ＴＯＴＯギャ
ラリー・間は、建築家の発表の場であると同時に、開
設当初からの目的である次世代を担う学生への教育
支援の場としての機能を発揮した。
　さらに開設30周年を迎えた2015（平成27）年に
は、新たに2つのテーマを打ち出した。それが、海
外展開と次世代育成であった。海外展開について
は、日本の建築に関心が高い中国や東南アジアに
て、建築家による講演会や展覧会を開催。さらに、
過去の展覧会が、外務省が創設した海外発信拠点
「JAPAN HOUSE（ジャパン・ハウス）」の巡回展企
画に選ばれ、2017（平成29）年11月ブラジルを皮
切りに、イギリス、アメリカを巡回する。次世代育成
では、建築学科のある地方の大学と連携して出張講
演会を年に数回行い、ＴＯＴＯギャラリー・間まで出
向かずとも建築家の生の声を聞くことのできる機会
を創出した。この講演会を学生とともにつくることで、
次の時代を担う若い世代の刺激となっている。
　一方、ＴＯＴＯ出版では、1994（平成6）年の『建

どバイリンガル対応の書籍や作品集を数多く出版し
ており、こうした作品集の発行を通して世界デビュー
を果たした若手建築家もいる。
　このような文化活動の継続により、2018（平成
30）年3月現在、ＴＯＴＯギャラリー・間での開催展
覧会は161回、開催講演会は368回、来場者数は
延べ70万人。ＴＯＴＯ出版の発行点数は365点、累
計発行部数は278万部となっている。展覧会・講演
会・出版の3つの活動を通して、建築家・デザイナー
の思想・世界観を多面的に伝え、さらなる建築文化
の発展に寄与し続けている。

C S R 経営への意識の高まり

動き出した日本の C S R

　日本においてCSR（Corporate Social Respon-

sibility：企業の社会的責任）がクローズアップされて
きたのは、2000（平成12）年ごろからである。その
背景には、頻繁に起こる企業の不祥事、企業活動の
拡大とグローバル化、環境問題の深刻化、欧米で盛
んな社会的責任投資（SRI：Socially Responsible 

Investment）の成長などがあった。
　2003（平成15）年ごろからは、日本企業の中か
ら環境報告書を活用してステークホルダー（ＴＯＴＯ

築MAP東京』を皮切りに10巻を刊行している『建築
MAP』シリーズが、建築研究者や建築を学ぶ学生だ
けではなく、広く一般の読者にも建築への関心を喚
起した。“建築を見て歩く”というムーブメントを創出
し、続編やハンディサイズ版を出すなど、広がりを見
せている。また、1994（平成6）年より4巻を刊行し
ている『地球家族』シリーズは、世界各国の住まい・
暮らし・食の事情を直感的に理解できる写真集とし
て、増刷を重ねるロングセラーとなり、教育現場をは
じめ、幅広い層の方々から評価をいただいている。
　さらに、ＴＯＴＯ出版においても海外展開に取り
組んでおり、2016（平成28）年11月には、ＴＯＴＯ 

VIETNAM CO., LTD.が主体となってベトナム・ホー
チミン市の直営ショールーム内に、ＴＯＴＯ出版の
書籍を閲覧できる「ＴＯＴＯインフォメーションセン
ター」を設置した。アジアなど海外拠点に書籍を送
り、ライブラリー機能を持たせることを進めている。ま
た、世界中の人に読んでいただけるよう和英併記な

では、お客様、社員、株主、取引先、社会、といった
ＴＯＴＯにかかわるすべての人を指す）とのコミュニケ
ーションの強化を図ろうとする動きが現れてきた。ま
た、社団法人経済同友会（現 公益社団法人経済同
友会）は、会員企業229社が自社の取り組みを自己
評価したレポートを2004（平成16）年に発表した。
CSRに対する機運が徐々に高まっていく中、経済産
業省も2004（平成16）年4月に、「CSRに対応するこ
とは、単に企業が社会貢献を行うだけにとどまらず、
その企業の企業経営そのものの見直しにもつながる」
という趣旨のもと、企業のCSRに関する懇談会を設
置し、CSRの基本的な考え方を示した。
　創立以来、“社会の発展への貢献”を企業理念とし
てきたＴＯＴＯにとって、このような社会背景におい
て、CSR経営の推進体制を一層強化したのは当然の
ことであった。

ＴＯＴＯ水環境基金の設立

水と暮らしの関係を見つめて

　ＴＯＴＯは、2004（平成16）年度を“CSR元年”と
とらえ、CSR経営の強化・整備を進めた。同年6月、
CSR委員会を設置し、その下位の15の専門部会の
1つに、社会貢献・地域共生部会を置いた。社会貢
献・地域共生に取り組むことで、ステークホルダーの
うちの1つ、ＴＯＴＯがかかわりを持つ地域を含めた
“社会”の満足向上に取り組むことにした。 

図1　建築文化の発展に寄与する3つの活動

東日本大震災後に開催した展覧会（2011年）

ベトナム・ホーチミン市のＴＯＴＯインフォメーションセンター

『建築MAP東京』（1994年） 『地球家族』（1994年） 図2　CSRマネジメント体制
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　これに先立つ2003（平成15）年度に、ＴＯＴＯは
NPO法人環境経営学会によるサステナブル経営格
付に参加し、評価を受けた。結果は、きわめて明確
な企業理念に基づいた「消費者への配慮」や「エコデ
ザイン」など、消費者に直接関与する側面については
高い評価を得る一方、「地域社会との調和」「自然環
境保護」「土壌汚染対策」「就業の継続性」といった
新たな分野への対応については、明確なイメージが
社内にできていないことが指摘された。ＴＯＴＯは、
これを真摯に受け止め、社員を対象にした社会貢献
に関するアンケートを実施した。
　アンケート結果を基に検討を重ねた末、未来に向
けて、大切な水資源を有効に活用して社会が持続的
に発展していくため、NPO（民間非営利組織）をはじ
めとする市民団体の果たす役割も重要であると考え
た。そこで、2005（平成17） 年度に「ＴＯＴＯ水環
境基金」を設立し、市民による環境に関する取り組み
を支援することとした。一時的な助成金による経済
的支援だけでなく、支援した団体の取り組みが定着
して拡がることも期待した。
　同基金の主旨にのっと
り、日本各地で行われてい
る地域の水と暮らしの新し
い文化の実現に向けた実
践活動や、地域の水と暮ら

　このように、ステークホルダーとの環境貢献へのか
かわりが増すほど助成金が増えていく仕組みの導入
に加え、ホームページを通じてお客様や地域の方々な
ど幅広く参加者を募ることで、社会全体との協働を
通した環境貢献の輪を拡げていくことを目指した。

水環境基金が目指すもの

水環境を整えて
世界の課題解決の一助に
　ＴＯＴＯ水環境基金は、第3回となる2007（平成
19）年度募集から、助成の対象地域を日本国内か
らアジアへと拡大した。また、2008（平成20）年に、
経済発展とともに多くの都市で水不足や水質汚染問
題が発生している中国において、中華環境保護基金
会と合意して、中国におけるＴＯＴＯ水環境基金を設
立。節水意識啓発や水資源保護に寄与している。さ
らに第5回となる2009（平成21）年度募集は、海外
（すべての国・地域）へと対象地域を拡げた。
　第10回となる2014（平成26）年度募集からは、日
本と海外の助成制度に区分を設けた。日本では主に
「水環境の再生・保全活動」を対象とし、海外では非
衛生地域での生活環境の改善など、「社会的課題の
解決につながる活動」への支援に力を注ぐこととした。
　例えば、ベトナムでは世帯用のトイレ建設と衛生
指導を行っている団体に支援した。家の近くに衛生

的なトイレを設置することで、病気にかかりにくくなっ
て学校で教育を受けられたり、仕事ができて収入が
上がるなどの効果を挙げた。団体の代表者は「決して
大げさではなく、トイレを1つ作ることが家族の一生
や生活、人生を変えていくことにつながる。ＴＯＴＯ
の協力が役に立っている」と語った。
　また、ミャンマーでは水道整備を行っている団体に
支援した。大型井戸と水まわり設備を建設し、設備
の維持・管理を村人自ら行えるよう指導することで、
子どもを水くみ作業から解放して学校での勉強を可
能にし、教育支援にもつながった。水道にはきれい
な水を求めて多くの人が集まり、勢いよく流れ出る透
明な水を喜 と々してくむ姿が見られ、若い夫婦は「赤
ちゃんに飲ませたり沐

もくよく

浴させたりする水が透明でうれ

しの関係についての調査研究活動を行う団体に支援
を行った。
　ＴＯＴＯ水環境基金において特徴的なのは、社員
が自ら参加できる仕組みと、お客様や株主などのステ
ークホルダーとの協働を組み込んだところであった。
　異なる地域に勤務する社員で構成する選考委員が
書類選考を行い、現地に赴いて、団体の活動状況や継
続性、活動にかける想い、ＴＯＴＯ社員のボランティア
参加の可能性などについて直接確かめるとともに、本基
金に対するＴＯＴＯの想いを伝えている。これらにより、
社員のかかわりを深め、自主的なボランティア参加を
促した。このため、神奈川県茅ヶ崎市の海岸清掃な
ど、ＴＯＴＯ水環境基金の助成が終了した後も、社
員の参加が継続している活動がある。
　また、ステークホルダーとの協働については、第9

回となる2013（平成25）年度募集より基金の仕組み
を一新した。この仕組みでは、右図の4つを助成金
算出のベースとした。

図3　助成金額の算出方法

ＴＯＴＯ水環境基金募集要項

助成終了後もＴＯＴＯ社員が参加する茅ヶ崎市の海岸清掃活動（2018年）第1回となる2005年度募集で支援した団体の干潟清掃活動（2006年）

ＴＯＴＯ水環境基金設立当初の主旨　現在は、日本の助成制度の主旨

ミャンマーでの支援後の水まわり設備と人 （々2017年）

❶ お客様とのかかわり
お客様に前年度購入していただいた
ＴＯＴＯの節水商品の節水効果を金額に
換算する

❷ 株主とのかかわり
水環境基金への寄付を株主優待メニュー
に設け、これを選択した株主分の株主優
待品相当額

❸ 社員とのかかわり 社員が参加した前年度のボランティア活
動の実績に応じた金額

❹
ＴＯＴＯからの
マッチングギフト

上記ステークホルダーとのかかわりに基づ
く拠出額（❶＋❷＋❸）と同額をＴＯＴＯ
からマッチングで拠出する

次年度の公募助成額 上記❶＋❷＋❸＋❹の合計額

水と暮らしの関係を見直し、
再生することを目指した創造的な取り組みを支援する。

これにより、地域で暮らす人たちが、
共に水と暮らしの多様な関係を学び、

これからの水と暮らしの多様な関係を考え、
それぞれの地域の特徴を活かした、

新しい仕組みや事業を創り出す契機となること。

募集年度 回数 助成団体数

2005 第 1回 12

2006 第 2回 12

2007 第 3回 29（うち海外5）
2008 第 4回 16（うち海外1）
2009 第 5回 18（うち海外3）
2010 第 6回 10（うち海外1）
2011 第 7回 16

2012 第 8回 20（うち海外1）
2013 第 9回 25（うち海外3）
2014 第10回 22（うち海外3）
2015 第11回 24（うち海外6）
2016 第12回 35（うち海外9）
2017 第13回 10（うち海外4）

合計 249

図4　助成支援活動実績
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しい」と笑顔を見せた。
　さらに、第12回となる2016（平成28）年度募集
では、ＴＯＴＯが創立100周年を迎えるのに合わせ
助成総額を1億円に増額し、期間を最長3年間とす
ることで、助成団体へより安定した支援を行うことと
した。それぞれの国や地域の状況に応じた課題解
決に取り組む団体へ支援を続け、助成地域は2017

（平成29）年度までに中国やフィリピン、カンボジア、
インド、モザンビーク共和国など13カ国に及んだ。
ＴＯＴＯ水環境基金は、助成団体の活動を通し社会
に貢献することで、「健康で文化的な生活を提供した
い」という創立者大倉和親の想いにもつながる活動と
して、これからも続けていく。

ＴＯＴＯミュージアムのオープン

世界に向けて社会の発展に
貢献してきた歴史を
発信するランドマーク
　2015（平成27）年8月、ＴＯＴＯは本社・小倉第
一工場の敷地内に「ＴＯＴＯミュージアム」をオープン
した。2017（平成29）年度の創立100周年を控え、
新しい生活文化を創造し社会の発展に貢献してきた
歴史を、創立の地から広く世界に発信していくことが
目的であった。同時に、ステークホルダーの皆様にも
それを共有していただくことで、一層の“ＴＯＴＯファ
ン”になっていただくことを目指した。

つの視点から、100個のさまざまな環境への配慮を
実践した。 

　オープンより、お客様・お得意様・パートナーはもと
より、海外からの観光客や社会科見学の小学生など
多くの方々が訪れた。オープンから約2年半後の2018

（平成30）年1月には、来館者20万人を突破した。
北九州市の産業観光の施設として、地域にも貢献し
ている。今後ますます増えると予想される外国人来
館者や、小中学生ら次世代の方々などへの対応をよ
り充実させて、“ＴＯＴＯファン”を増やしていくことを
目指している。

経営と C S Rのさらなる一体化

ＴＯＴＯの社会貢献は
進化を続ける
　2017（平成29）年10月、ＴＯＴＯは新たな100年
に向けて2018-2022年度 中期経営計画「ＴＯＴＯ 

WILL2022」を策定し、その推進エンジンとして新しい
「ＴＯＴＯグローバル環境ビジョン」を、2018（平成
30）年4月よりスタートすることとした。これは、従来
のテーマ「環境」に加えて、事業に関係の深い社会的
テーマをCSRの重要課題と置き、経営とCSRのさら
なる一体化を図っていくものである。
　こうした動きの中で、ＴＯＴＯはこれからも、水環
境基金を通じて、お客様などステークホルダーの皆
様との協働をさらに進め、環境保全や水環境に関
する社会的課題の解決に継続的に取り組む市民団
体を支援し、地域社会の持続的な発展と地球規模

　ＴＯＴＯミュージアムには、前身となる施設があっ
た。それが、2007（平成19）年3月にＴＯＴＯ創立
90周年を機にオープンした「ＴＯＴＯ歴史資料館」で
ある。この資料館で収集・保存・展示していた過去の
商品や資料が、ＴＯＴＯミュージアムの土台となった。
　ＴＯＴＯミュージアムは、4つの展示室から構成さ
れている。第1展示室は、「ＴＯＴＯのルーツと歴史」。
ミュージアムのオープンに合わせて製作した国産初と
なる陶器製の腰掛式水洗便器の復元モデル、東洋
陶器株式会社時代に生産した食器、初代「ウォシュ
レットG」など、さらには森村グループ各社やＴＯＴＯ
の略史を展示・紹介している。第2展示室は、「創業
の想いとＴＯＴＯのものづくり」。大倉和親初代社長
を中心とした先人の志の紹介とともに、日本における
水まわりの変遷や、衛生陶器をはじめとするＴＯＴＯ
の歴代商品を多数展示している。第3展示室は、「未
来へ、そして世界へ」。日本以外の各国・地域で展開
している代表的な商品を展示し、それぞれの国・地
域に根差した事業展開の様子を伝えている。そして、
特別展示室は、定期的な展示更新を行い、ＴＯＴＯ
が伝えたいテーマを実物や体験型展示により、分か
りやすく示している。
　ＴＯＴＯミュージアムは、施設そのものにも特徴が
ある。緑豊かな大地と水滴をイメージした建築デザイ
ンには、「ＴＯＴＯは、人と地球のまいにちに潤いをも
たらす環境づくりに貢献する」というメッセージを込め
た。また、「水・熱・電力・素材・緑・長もち・空気」の7

図5　ＴＯＴＯグローバル環境ビジョン

ＴＯＴＯミュージアム第2展示室「創業の想いとＴＯＴＯのものづくり」

環境配慮のアイコン 対応するアイコンを付けた館内の設備

ＴＯＴＯミュージアム外観

の環境保護に貢献する活動を積極的に行っていく。
ＴＯＴＯギャラリー・間では、建築家やデザイナーの
思想・作品の紹介、建築関係者を対象とした国内外
での講演会などを行い、文化活動の発展と次世代の
育成に貢献していく。また、ＴＯＴＯ出版では、書籍
を通じた建築や生活文化などの情報発信に加え、海
外でも書籍が閲覧できる拠点を設け、グローバルな
文化支援を行っていく。そして、創立の地に開設した
ＴＯＴＯミュージアムからは、社会の発展に貢献して
きた歴史や企業姿勢を発信していく。
　ＴＯＴＯはこれらの活動にとどまらない。日本国
内・海外のグループ会社でも、ボランティア・寄付など
各地に根差したさまざまな社会貢献活動を進めてい
る。ＴＯＴＯは、各国・地域特有の課題解決へ貢献
するため、これまでの社会貢献活動をより一層進化
させていく。
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創立期の労使関係

入社票に込めた想い

　ＴＯＴＯの創立当初の社員数は、名古屋から福岡
県企

き く

救郡（現 北九州市）への転任者約20人と地元
の採用者を合わせた50人余りであった。社員の入社
に際しては、創立当時に支配人であった百木三郎（後
の2代目社長）自ら「入社票」を握手とともに一人ひと
りに手渡した。入社票には「貴下ノ好紀念日タラン事
ヲ祈ル」という言葉から始まり、「何事ニ拘ラズ不審ノ
事アラバ各主任者工長又ハ工手係ニ就イテ質問セラ
レタシ喜ンデ説明スベク全員一体トナリ業務ヲ推

すい

戴
たい

シタシ」とあり、裏面には役員の名前を記載した。社
員からは、別名“好紀念日”と呼ばれ大切にされた。
　この入社票について、百木は入社式の辞にて次の
言葉を残している。「私達が皆さんのお世話に力の
限りを盡

つく

しますが、尚
なお

力及ばぬ事もありましたら天地
の神様仏様にお縋

すが

りしても、此
この

入社が皆さんの為に
仕合せであるようお祈り申し上げる」「社長常務以下
色々役員はありますが、社長一人で原料を砕き品物
を作り画を付け荷作りする事は出来ません。持

もちやく

役が
其
その

最善を盡し初めて良きものが出来ます。此良き安き
ものを作り上げるのには誰人も同役であると吾

われわれ

々は心
得ます」「どうか常に全員一体となって仕事を主人に
戴
いただ

き共存共栄を計り、御国の為にもなるやう働きたい
と認めてあります。一枚のカードに過ぎませんが吾社
の精神は之れに盡してあります」。

　「常に全員一体となって」という百木の言葉の通り、
ＴＯＴＯと社員は、創立期の厳しい経営環境を一致
団結して乗り越えていった。1923（大正12）年には、
衛生陶器・磁食器・陶食器のそれぞれの分野で地位
を確立し、売上・利益ともに大きく伸ばした。こうした
好業績を背景として、1925（大正14）年には、初め
ての労使協調機関として「連合懇話会」を、福利厚生
推進の機関として「東陶相互会」を設け、さらに1926

（昭和元）年12月には「東洋陶器健康保険組合」を
設立した。
　次々に近代的な諸施策を進める中、利益金処分
の方針について、百木は全社員を集めて下図のような
「利益金3均分」について報告と説明を行った。
　この3均分制は、労使均等の精神を明確にするとと
もに、内部留保と社外流出の割合を示して、事業の
安定と将来への希望を与えた。後に、利益を株主配
当・社員賞与・内部留保に分配する利益分配制の基
礎になった。

9
良き品物を作る前に
良き人を作る
──信頼と一致団結の歴史

「良き品物を作る前に良き人を作る事は東陶経営年来の理想であります。
夫
そ

れが東陶の今日あらしめたものと信じます」。
1939（昭和14）年春、2代目社長就任を控えた百木三郎が
推敲を重ね社員に向けて書いた文章のうち、第4章「人物養成」の冒頭の一文である。
この言葉の通り、ＴＯＴＯは社員を信頼し、社員の福祉向上や働きがいの向上などに取り組んできた。
また、社員も一致団結して、“良き人”となり“良き品物やサービス”を提供できるよう努めてきた。
その積み重ねが、今日のＴＯＴＯにつながっている。
しかしながら、ＴＯＴＯと社員がともに歩んできた道のりは、決して平坦なものではなかった。

入社票（上：表面、下：裏面）

7 2 6

図1　利益金3均分

（1）株主取得分は、配当金・役員賞与金・法定積立金

（2）社員取得分は、
職員保護基金・別途積立金・職員賞与金・取引先歩戻金

（3）労使協同充当分は、
研究費積立金・滞貨積立金・相互会積立金

百木三郎2代目社長（在任期間：1939～1940年）
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よび営業所従業員組合（1948年結成）は、全国窯業
労働組合連合会に加盟し、穏やかな歩みを始めた。
　しかし、争議前から引き続くインフレによる資材の
高騰、労務コストの上昇、労使関係の悪化に伴う生
産能率の低下の中で疲弊していた財務内容は、争議
によりさらに深刻な打撃を受け、危機的な様相を深
めていた。
　1949（昭和24）年下期に入っても市況の低迷は続
き、売り上げは減少。同年8月、緊急幹部会を開き、
人員整理はやむを得ない、との最終結論が出た。江
副社長は、「今日まで苦難を共にし困難な再建の道
を歩んできた諸君に、今またこの絶大な犠牲を要求
しなければならないことを考え、幾たびかこの決定を
ちゅうちょし、他の方策によりこの危機を打開しようと
図りました。しかし、今や事態はますます切迫してきま
した。私がこの重大な決定を遷

せんえん

延することは、従業員
全体の将来に破滅をもたらす以外の何物でもありま
せん。私は涙を振るって人員整理を、危機打開の最
終の手段として取り上げざるを得ないのです」と苦渋
に満ちた胸中を訴えて、社員の理解と協力を求めた。
　以降、労使の間では連日のように深夜に及ぶ交渉
を繰り返した。人員整理を防ぐ方法は無いのか、再
建のためには何をなすべきなのか。両者にとって実に
つらい交渉の末、組合は最終的に人員整理の実施を
承認。第1次人員整理を行った。しかし、その後も厳

苦渋の人員整理

長期争議からの再建を
目指して
　長期争議が解決した後の1949（昭和24）年1月、
江副孫右衛門が5代目社長に就任し、強力なリー
ダーシップのもとに再建に向け、全社一丸の取り組
みを開始した。それに先立ち、組合の要求がしだい
に激化していった1948（昭和23）年6月当時、江副
はＴＯＴＯの相談役に就任していた。かつて取締役と
して経営に参画したこともあり、大倉和親初代社長が
「是非とも会社の再建に力を貸してもらいたい」との
長文の親書を送り、再建の切り札として登板を促した
のであった。
　就任後、江副社長は組合員に対して次のような意
向を表明した。「組合員をよりよく遇することは、経営
者が最も心掛けなければならないことである。しかし、
その前に企業自体が繁栄しているという現実が存在
しなければならない。私はまず、ここから手を着けたい
と思う。これに対して意見を異にする人とは決別する
以外にない」。経営者、社員一人ひとりが会社再建と
いう当面の大目標を達成するためには、互いに結束す
る以外にないと江副社長は強く呼び掛けたのである。
　組合内部にも緊迫感がみなぎり、労使一体となって
会社再建に取り組むとの方針を打ち出した。この方針
に沿って1949（昭和24）年4月、本社・小倉工場従
業員組合、茅ヶ崎工場従業員組合（1946年結成）お

労働組合の結成と労働争議

大きな犠牲を伴った
長期争議の発生
　日本企業の労使関係にとって大きな転換点となっ
たのが、1945（昭和20）年12月、GHQ（General 

Headquarters：連合国軍最高司令官総司令部）の
民主化政策の一環として公布された労働組合法で
あった。ここに労働組合結成の自由と団結の権利が
認められ、全国各地で労働組合の結成が相次いだ。
　ＴＯＴＯにおいても、本社および小倉工場の各課
長を中心とする管理職の間から、健全な労働組合
結成の機運が生まれた。1946（昭和21）年2月4日、
「陶業日本の再建を掲げ、生産の増強なくしては待
遇改善はありえない」とのスローガンのもと、「東洋
陶器従業員組合（本社・小倉工場従業員組合）」が
発足した。
　しかし、同1946（昭和21）年10月、福岡県地方
労働委員会（現 福岡県労働委員会）の勧告に従う形
で管理職が組合を一斉に離脱し、翌11月には新た
に組合の役員改選を行った。この改選を境として、組
合の主役は戦後に入社した若年層の手に移るととも
に、その性格も協調路線から闘争路線へと大きく変
容し、対決姿勢を鮮明にした。組合の新執行部は、
ＴＯＴＯに対して、クローズドショップ制（全社員が単
一の組合に加入し、使用者が組合員以外の労働者を
雇い入れることができないようにする制度）の採用を
含む要求書を提出したが、ＴＯＴＯは、要求の全面
的な受け入れについては拒否した。その後も交渉は
続けられたが、情勢は緊迫したものとなり、ついに全
面スト突入という事態に陥った。
　ＴＯＴＯは生産続行を優先させる方針のもと、1947

（昭和22）年1月、組合の要求を全面的に受け入れ
た。その中には、「組合員の人事（採用・雇用・異動）
を組合と協議の上行う」とするクローズドショップ制も
含んでいた。この第1次ストライキの勝利によって組
合の意気はあがり、ベースアップ・福利厚生など多方
面にわたる過大な要求を次々に提示し、ＴＯＴＯは組

合との交渉に明け暮れる状態となった。
　こうした厳しい経営が続いた1948（昭和23）年8

月29日、組合は一層先鋭化し、闘争宣言を発した。
組合が生産阻害の度合いを深めていったことから、
ＴＯＴＯはロックアウト（作業所閉鎖）を断行。組合は
ただちに生産管理やピケ戦術（労働争議の際に労働
者側がスト破りを防ぎ、また一般市民に訴えるために
事務所の入り口などに見張りを立てること）で対抗し、
同年9月から無期限のストライキ突入を宣言した。
　しかし、無期限ストに突入はしたものの、組合もま
た資金の問題に直面していた。組合員はさまざまなア
ルバイトに明け暮れたが、ストライキが組合員に窮乏
以外の何ものももたらさなかったという事実をやがて
認識し始めた。同1948（昭和23）年11月、闘争継続
は不可能と見た組合首脳部は、長期の紛争の責任を
取り組合長以下、執行部全員が退陣を表明。新たに
選出された三役によって、解決に向けた話し合いを開
始した。労使双方による粘り強い交渉を進めた結果、
同年12月7日に以下のような内容の協定を締結した。
（1）今後の東陶再建に当たり、会社と組合は互いに

信頼し合い、新労働協約の精神に沿い生産に協
力することを誓う。

（2）クローズドショップ制を廃止し、平和条項を盛り
込んだ新労働協約を締結する。

（3）社員の待遇改善を行う。
　こうして100日間に及んだ長期争議は解決に至っ
たが、その犠牲は大きかった。このあまりにも厳しい
出来事は、その後の労使協調の貴重な教訓となった。

「百日スト」と呼ばれた第2次ストライキ

ストライキ終了調印式

江副孫右衛門5代目社長（在任期間：1949～1963年）
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しい経営環境が続き、1950（昭和25）年3月には、
ＴＯＴＯは大幅な減産を盛り込んだ再建合理化案を
作成し、第2次人員整理を実施した。第1次、第2次
を合わせ、退職者は700人を超え、それは当時の社
員数の約4割にものぼった。

社員の福祉向上

健全かつ安定した
労使関係のもとに
　苦難の人員整理を乗り越えた1951（昭和26）年、
ＴＯＴＯは本社・小倉工場従業員組合、茅ヶ崎工場
従業員組合、営業所従業員組合の各組合との間で
利益分配を骨子とする給与協定を結び、翌1952（昭
和27）年には退職金協定を締結した。また、1956

（昭和31）年4月1日、組合員の団結と統一を強化す
るために、それら組合が単一化し「東洋陶器労働組
合（現 ＴＯＴＯ UNION）」 となり、その後、工場の新
設とともに支部は増加していった。こうした背景のも
と、ＴＯＴＯと社員は労使協調のもとに一致団結し、
業績は向上を続けた。
　そして、1967（昭和42）年7月に就任した杉原周
一7代目社長によって、社員福祉が大きく向上してい
くこととなった。杉原社長には、“信頼”を重視する経
営哲学があった。

ぶことを社内に展開した。人格と人格が対等に、権威
や地位にこだわらずに話し合うことで、仕事をより円
滑に進めることがその狙いであった。
　そして、1968（昭和43）年に、自己資本比率の向
上と社員の福祉向上を最終目標に掲げた第1次の「5

カ年計画」 をスタートした。社員の福祉向上を最終
目標に掲げたのは、「企業体質を強化しなければ福
祉は向上しないし、また従業員の福祉が向上できな
いような会社が強固な企業体質であるわけがない」と
いう、杉原社長の強い想いからであった。
　杉原社長が掲げた第1次の5カ年計画以降、中期経
営計画に基づく社員の福祉向上の取り組みは、後の社
長により第7次（1994-1996年度）まで継続された。
　まず、社員に最も重視された年収の増加に関して
は、具体的な数字を示して目標を設定した。不況に
も見舞われたが、生産性を倍増できれば年収も倍増
できるとの考えのもと、全社一体となって目標に向け
まい進し、ほぼ計画を達成していった。
　次に、社員の要望の多かった年間休日の増加に関
しても、5カ年計画ごとに目標日数を定め、着実に実施
した。第1次の開始時点では年間70日に満たなかっ
た休日を、第7次中には年間120日にまで増加させた。
　また、社員のライフプラン全体を視野に入れた検討
も行った。高齢化の進展を受け、第3次で退職後の
豊かな生活に向けた「終身年金制度」と「男女60歳ま
での定年延長」を実現し、さらに第5次では生活基盤
の強化に向けて「個人積立年金制度」を開始し、在
職中から退職後までの生涯福祉を目的とした「東陶
福祉共済会」を設立した。
　各5カ年計画により実現した社員の福祉向上施策
は、労働争議を貴重な教訓として、それ以来「企業の
発展なくして組合員の幸福実現はありえない」「組合
員の幸福なしに企業の発展はありえない」をモットー
に、健全かつ安定した労使関係のもとＴＯＴＯと組合
が協議を重ねた結果であった。社会の状況に呼応し
て、5カ年計画の目標を柔軟に変化させつつも、会社
の発展と社員の福祉向上を目指して、労使は一体と
なって取り組んだのである。

　その経営哲学を表す新入社員への杉原社長のお
話が、1971（昭和46）年4月の社内報『陶友』特別
号に掲載されている。「この会社の経営は、会社の株
主と役員と従業員とが一心同体になって一緒に経営
しているのです。皆さんも大切な経営者の一人です。
（中略）株主は資本金を出資して配当金と株価の値
上がり益を受け、経営者は経営力を出資して報酬と
賞与とを受け、従業員は頭脳ならびに肉体労働力を
出資して給料と賞与を受けるものであります」「この会
社では皆さんがた従業員は会社の幹部や課長や係長
などの上役から使われるということはなく、皆互いに
助け合って働いて協力してお互いの幸福に向かって努
力するということがあるだけです。ですから上役がいば
る権利もなければ部下の従業員が小さくなってこわが
る必要もありません。人間は平等で対等です」。
　杉原社長はまず、“給与はコストに非ず”という考え
方を打ち出し、独自の利益配分方式を採った。原材
料費や経費をコストとし、売値からコストを引いたも
のを利益と考えた。その利益を一定の割合で社員の
給与、内部留保や配当金、税金に分配しようとするも
のだった。次に、“働く仲間を信じようではないか”とい
う性善説に立脚し、病気欠勤・遅刻・早退、外出に対
する給与控除を行わないことにした。続いて、経営者
の権力意識をなくす一助として、上司を部長、課長と
いう役職名で呼ぶのをやめて、“○○さん”と名前で呼

フェニックス 2 1 計画

信頼関係のもとに難局を
乗り越える
　バブル経済崩壊後の日本経済は、低成長から脱
却できない状態が続き、1997（平成9）年度は、オ
イルショック以来23年ぶりのマイナス成長となった。
ＴＯＴＯも、1998（平成10）年度には上場以来初の
赤字を計上するに至った。そのような経営環境の中、
同年6月に重渕雅敏が13代目社長に就任した。
　重渕社長は、未来を前向きに明るく考え、上下な
く何でも言える風通しの良い雰囲気を作ろうと、杉
原7代目社長が始めた、役職名ではなく“○○さん”
と名前で呼ぶことを、あらためて社内に徹底していっ
た。そして、既存事業のスリム化を通して、全社の仕
事のやり方を21世紀に通用するものに変え、経営体
質の転換を図ることが必要であると考え、1998（平
成10）年7月、「ピンチをチャンスにして生まれ変わる
不死鳥のように新しいＴＯＴＯを作る」という思いを
込めて「フェニックス21計画」をスタートした。
　後に第1次となる本計画は、5点を推進上の基本
方針とした（図2）。
　基本方針の1点目にある通り、雇用確保を前提
として、売り上げ拡大につながる地域密着型ショー
ルームの展開などの業務や、トータルコスト削減につ

単一化後の「東洋陶器労働組合」
初代組合旗

杉原周一7代目社長（在任期間：1967～ 1972年）

2006年に名称を「ＴＯＴＯ UNION」
に変更し刷新した4代目組合旗

1996年に刷新した3代目組合旗

1969年に名称を「東陶機器労働組
合」に変更し刷新した2代目組合旗

重渕雅敏13代目社長（在任期間：1998～ 2003年）
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ながる外注業務の内製化などの重点業務に社員を
再配置した。再配置の対象となった社員だけでなく、
すべての社員にチャレンジを促し、従来にない徹底し
た業務の効率化を目指した。
　当時の東陶機器労働組合の執行部は、「ここで踏
みとどまらなければ、ＴＯＴＯも雇用を真剣に考えな
ければならない時が来ることになる。一人ひとりが何
をなすべきか考え、将来を信じて全社一丸となって
前向きに取り組んでいくことが大切である」との見解
を示し、雇用最優先の考え方のフェニックス21計画
に理解を示した。そして、組合員の意見や要望を会
社に示し、早期退職の選択をした社員への特別餞別
金の増額を定めた「セカンドライフ支援制度」を実現
するなど、労使一体となってこの難局に当たった。全
社の再配置目標とした2446人に対して、セカンドラ
イフ支援制度を利用して早期退職した800人を含め
2806人の再配置が完了した。
　その後も厳しい経営環境が続き、2000（平成12）
年度に「第2次フェニックス21計画」、2002（平成
14）年度に「第3次フェニックス計画」を実施。第1

次同様の早期退職者への特別餞別金の増額を定め
た「早期退職者優遇制度」のほか、転職準備のため
の最長2年間の休職を認める「転職支援長期休暇制
度」も導入した。多くの企業が早期退職者数に目標
値を定め取り組んだ中、ＴＯＴＯはあくまでも社員の
再配置にこだわり、計画を推進した。
　重渕社長の不退転の決意のもと進めたフェニック
ス21計画では、お客様に価値を生む業務へ社員を
再配置することにより、ＴＯＴＯの経営体質転換を果
たした。

　評価・処遇の変更に併せて、育成・活用の仕組み
も変更を重ねた。その中でも、現在も続く「経営塾」
と「スペシャリスト制度」は、2003（平成15）年6月
に就任した木瀬照雄14代目社長により2004（平成
16）年度から始められたもので、百木2代目社長が遺
した「良き品物を作る前に良き人を作る」の言葉にも
通じる制度である。
　経営塾の前身は、1998（平成10）年度よりスター
トした「経営スクール」だった。座学中心の内容ではな
く、実践力のある経営コンサルタントを講師として招
いたアクションラーニング（グループで現実の問題の
解決策を立案・実施していく過程で、個人・グループ
の学習する力を養成する学習法）主体の内容で、変革
の意志ある者を育成することを目的に実施した。
　経営スクールは2004（平成16）年度より、“経営者
となり得る”リーダーの育成を主眼に置き、「社長塾」
に改称。木瀬社長は、「何のために仕事をするのかを
常に考えてほしい」と受講生たちに語り続けた。そして、
「未来から見ること」「2ランク上の立場から見ること」
「お客様の立場で見ること」の“3つの見方”を持つこ
との大切さを説いた。「人生でもっとも苦しい1年だっ
た」という感想が出るほどに、受講者に徹底的に課題
を考え抜かせるその育成プログラムからは、多くの新
規事業や改革提案が生まれた。役割や世代に応じた
コースを設けたり、グループ会社社員まで対象範囲を
拡げるなど制度を充実させ、2009（平成21）年度よ
り経営塾と名称を変更して現在も進化を続けている。

　もう1つのスペシャリスト制度とは、マネジメントが
主体となる従来の評価・昇進とは異なるキャリアアッ
プの道筋を設定し、専門分野での深化と次世代の育
成を期待するもの。2006（平成18）年度に、技術（研
究・開発）職と技能職にて設定し、2012（平成24）年
度にはデザイン職を、さらに、2015（平成27）年度に
はプレゼンター職を対象に追加した。
　「社員全員がプロになってほしい」という人財育成
のポリシーのもとにスタートし、当初より“社外でも通
用するプロフェッショナルな人財”かどうかを認定の要
件として、大学教授や社外の専門家が審査の一部を
行っている。制度開始から13年が経ち100人を超え
るスペシャリストが認定されている中、研究・開発職
の最高位（世界レベル）であるフェローが2017（平成
29）年度に誕生した。“管理職ではなく、わが道を究
めたい”という社員の多様な価値観にも応えるこの制
度は、フェローという頂上が見えたことで、さらに多く

　当時の組合の中央執行委員長は、後に当時を回
顧し次のように語った。「会社が社員を信頼し、計画
に沿って社員も一生懸命に協力できる会社であるこ
とを実感した。社員の生活を考えて会社はさまざま
な改善をした。こうした労使の信頼関係は、脈 と々受
け継がれてきたＴＯＴＯの歴史である」。

評価制度改革と人財の育成・活用

社員のチャレンジする
意欲を引き出す
　フェニックス21計画により、社員が自らの持つ能
力を最大限に発揮し、新たな創造や変革に向けて情
熱を持ってチャレンジする人財になることが不可欠で
あった。そのための基盤として、評価・処遇・育成・活
用という人事サイクルの中心に、“自立した個人”と“会
社”が対等な立場で協力関係を築ける仕組みの実現
を目指した（図3）。
　2002（平成14）年度、“人基準”から成果・仕事を
中心に据えた“仕事基準”の考え方へ変えた「業績目
標管理制度」による評価と処遇の仕組みを展開した。
制度をより活かすため、組合との協議を重ねながら、
2008（平成20）年度より一般社員の仕組みを見直し
た。社員一人ひとりの役割やチャレンジ目標などを、
上司が面談を行い明確化することで、自らの評価に
納得しモチベーションやチャレンジ意識を高められる
仕組みを構築していった。

図2　第1次フェニックス21計画の基本方針

図3　人財育成の目指す姿

（1）雇用確保が前提

（2）2500人規模の人財再配置

（3）職種・職場の変更を含む“活用業務”への再配置の推進

（4）事業再構築に連動した各部門責任による再配置計画の完遂

（5）人財再配置を円滑にするために人事制度面で対応
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図4　スペシャリスト制度
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社長塾の心構えを説く木瀬社長と受講者（2008年）
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の社員が“社外でも通用するプロフェッショナルな人
財”を目指していくきっかけになっていくだろう。
　ＴＯＴＯは、評価・処遇・育成・活用という4つの人
事サイクルについて、そのほかにも多面的な施策を実
施。新たな創造や変革に向けて、社員がチャレンジす
る意欲を引き出していった。

ダイバーシティの推進

多様な人財が個性を活かし
イキイキと働く会社を目指して
　「2004年-2006年度中期経営計画」の中で策定
した「チャレンジ21計画」では、「ＴＯＴＯグループで
働くすべての人々が、持てる力を発揮することができ
る、いきいきとした職場と社風を実現しよう」というス
ローガンのもと、性別や年齢、国籍などが異なる多様
な人財が、個性を活かし、イキイキと働く会社を目指
して「ダイバーシティ（多様性の受容）」の推進に注力
した。その第一歩として注力したのが、女性社員の採
用・定着・活躍の推進であった。
　その背景には、ショールームの増加に併せて女性
社員が増え、その活躍が不可欠であったが、結婚や
出産などのライフイベントにより退職を選択する人が
多くいたということがあった。また、水まわり商品の購
入決定権を持つのは女性である場合が多いが、商品

積極的に配属した。水まわり商品を使う機会の多い
女性の視点、マタニティーの視点、小さい子どもを持
つ母親の視点といった“生活者視点”に立った提案が
なされ、凹凸が少なく掃除しやすい便器や、子どもの
トイレトレーニングをサポートする空間である「キッズ
トイレスペース」の開発につながった。また、高度な知
識・技能を持つ女性社員が研究部門や開発部門で
活躍したり、営業部門で派遣社員として働き始めた
女性がステップアップして正社員となり活躍している
例もある。
　きらめき推進室は、2010（平成22）年度に「ダイ
バーシティ推進グループ」に改称。女性だけでなく、
障がい者、外国籍社員など、多様な人財を対象に、
各社員が個性を活かしイキイキと働く会社を目指し
て、労働時間の削減や休暇制度の充実、場所と時間
を選べる働き方の制度化に、組合とも協議を行いな
がら継続的に取り組んでいる。

ＴＯＴＯ  W I L L 2 0 2 2の策定

これからも続くＴＯＴＯと
社員の信頼と一致団結
　2017（平成29）年10月、ＴＯＴＯは、2018（平
成30）年度から2022年度までの5カ年の中期経営
計画「ＴＯＴＯ WILL2022」を策定した。その中で、
全社横断革新活動の1つ「マネジメントリソース革
新」において、「多様な人財が集まり、安心して働き、
イキイキとチャレンジできる会社をつくる。そのため

の企画や開発にかかわる女性社員が少ないという実
態があった。それらの影響もあってか、社員意識調査
（社員の声を通して、ＴＯＴＯの目指す姿への現状把
握や課題分析を行うため、1992年より定期的に実
施）では、女性社員の仕事に対する充足感が男性社
員に比べて低いという結果が出ていた。
　2004（平成16）年9月、組織の垣根を越えて社員
が自由に手を挙げてプロジェクトに参画することがで
きる制度を利用して、女性社員の活性化をテーマとし
た「女性きらめきPJ」が発足した。このPJにはさまざま
な立場・職場の女性27人が集まり、“ＴＯＴＯを変え
る”という意気込みで活発な意見交換を行った。そし
て、「男女を問わず、『自分らしさ』が尊重され、個々の
能力を発揮して仕事をしている状態になれば、たくさ
んの社員の笑顔がお客様に伝わる会社になる」という
答申をまとめ、女性の活躍を支援する専任組織をつく
るよう提言した。この答申を受け、翌2005（平成17）
年度より、社長直轄の組織「きらめき推進室」を設置
した。同年10月に、木瀬社長以下全役員と全国から
選ばれた女性210人による「全社女性きらめき大会」
を開催して“女性の活躍支援に本気で取り組む”姿勢
を示した。大会に参加した女性社員は全国の各職場
に戻り、「きらめきコミュニティ」を開催して女性と男性
が相互補完できる意識の変革、協業・連携体制の整
備を進めた。また、マネジメントスキルアップ研修を実
施し、女性リーダーの計画的育成・登用を進めた。
　2006（平成18）年度からは、女性社員の積極採
用を進め、商品企画部門・開発部門・営業職などに

に、日本において、女性管理職比率20％、有給休暇
取得率100％、ライフイベントによる離職率0％を目
指す」とした。
　創立時より脈 と々醸成してきたＴＯＴＯらしい企業
文化・風土の上に、これまでに進めてきた人財育成・
活用の取り組みや働き方に関するさまざまな制度整
備により、目指すべき姿の基盤となる環境が整った。
2018（平成30）年度からは、さらに社員がイキイキと
チャレンジして働けるよう、「機会の提供と能力開発に
よる全世代のさらなる活躍推進」「仕事と家庭を両立
しながら活躍するための場所と時間を柔軟に活用で
きる働き方の実現」「安心とさらなるチャレンジを後押
しする処遇の実現」を進めていく。この“働き方改革”
ともいえる取り組みは、ＴＯＴＯの次の100年につな
がっていく。
　喜多村円16代目社長は、2018（平成30）年2月に
行われた組合との春季交渉の席において、次のように
語った。「不確実な状況に左右されることなくＴＯＴＯ
ファンを増やす活動を進めていく。良い商品やサービ
スを充実させることできずなを築き、次の100年につ
なげていきたい。社員が、『良い会社に入社した、働
き続けたい』と思える会社を労使で築き上げたい」。
　ＴＯＴＯが「社是」に掲げる「良品と均質・奉仕と信
用・協力と発展」を実践するのは、社員一人ひとりで
ある。百木2代目社長が遺した「良き品物を作る前
に良き人を作る」とは、まさにそのことを表している。
ＴＯＴＯは、社員の大切さを理解しているからこそ、
創立当時の入社票や、その後も社員のことを考えた
福祉向上や働きがいの向上に努めてきた。
　幾度となく困難に直面する時期もあったが、それら
をＴＯＴＯと社員がお互いを信頼し、一致団結するこ
とで乗り越えてきた。次の100年も、不確実で困難な
状況はきっとあるだろう。しかし、ＴＯＴＯと社員は、
お互いを信頼し、一致団結してこれからも乗り越えて
いく。そして、良い商品やサービスを充実させ、世界
中にＴＯＴＯファンを増やしていく。

女性リーダー育成のための女性社員キャリア・ミーティング

全社女性きらめき大会参加者

木瀬照雄14代目社長（在任期間：2003～2009年）
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